
　川崎市は、利便性の高い立地にありながら、多摩川をはじめとする豊かな自然環境にも恵ま

れ、平成27（2015）年5月には人口が147万人を突破するなど、日本の大都市の中で最も人

口増加率が高く、平均年齢が若い、活気に満ちたまちです。

　一方、国全体では、総務省がこの４月に発表した平成26（2014）年10月1日時点の人口推

計によりますと、老年人口が年少人口の２倍を初めて超え、少子高齢化の進行がさらに鮮明と

なっており、地方創生への取り組みなどが進められています。

　川崎市におきましても、当面は人口増加が続くものの、平成32（2020）年には65歳以上の

人口比率が21％を超える超高齢社会を迎えることが見込まれるなど、急速に進む少子高齢化

に対し、将来を見据えて、危機感を持って全力で取り組んでいく必要があります。

　このような状況において、市民サービスの質的向上や行政運営の効率化を図るためには、

情報通信技術の変化に的確に対応し、ＩＣＴを有効に活用した施策を総合的かつ計画的に推

進することが重要です。

　そこで、今回の「政策情報かわさき」は、「ＩＣＴを活用した自治体施策～かわさきにおける情

報化の未来～」を特集テーマとし、ＩＣＴを活用した施策に関する取組を取り上げました。

　平成28（2016）年1月からは、マイナンバー制度の運用が開始されます。

　このマイナンバーを利用した個人番号カードにより、お近くのコンビニエンスストアで住民票

の写しや各種証明書を取得できるようになります。

　また、マイナンバー制度の導入とともに、国において進められているビッグデータの活用や

オープンデータの推進などにより、特に、社会保障分野において高度な情報利用が可能になる

ものと考えています。

　川崎市においても、保健、医療、福祉施策のさらなる充実に向け、ＩＣＴを効果的に活用する

ための環境整備を着実に進めてまいりたいと思います。

　市民の皆さまを初め、市内にいる全ての方の利便性向上や安全・安心な暮らしに資すると

ともに、効率的・効果的な行政運営に向け、ＩＣＴを積極的に活用し、誰もが安心して暮らすこと

ができる「安心のふるさとづくり」と、川崎市の魅力とにぎわいを

さらに高めていくための「力強い産業都市づくり」をバランスよく進め、

誰もが幸せを感じられる川崎を目指してまいります。

ＩＣＴを活用した自治体施策
～かわさきにおける情報化の未来～

川崎市長　福田 紀彦
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－　本日は、政策情報かわさき第33号の特集記事
「ＩＣＴを活用した自治体施策～かわさきにおける情
報化の未来～」と題して、ＩＣＴの有効的な活用につ
いて、様々な角度からインタビューさせていただきた
いと思います。

　情報通信技術は、市民生活の様々な場面で、有効
なツールとして活用され続け、特に近年では、常に携
帯できる簡易性や利用の手軽さ、いつでもインター
ネットにつなげられる即時性といった優れた利点を持
つスマートフォンやタブレット等のモバイル端末が急速
に普及し、市民のインターネット利用は、自宅等のパソ
コンから外出先のモバイル端末へとシフトしています。

　これらに対応するため、川崎市においても、「かわ
さきWi-Fi」の整備等を進めているところです。
庄司先生は、川崎市の「公衆無線LAN環境整備検

討委員会」の副委員長を務められましたが、川崎市
のWi-Fiの整備状況についてどのようにお考えで
しょうか。また、Wi-Fiを整備する必要性について教
えてください。

モバイルファースト

庄司：川崎市のWi-Fiの整備は、現在、他のいろいろ
な地域でも取り組んでいるWi-Fiの整備とは少し違
うところがあります。
　それは「全ての地域で市民の皆さまの普段の生
活のために整備する。」という市長の言葉に表れ
ています。
　よくあるWi-Fiの整備は観光客向け、特に外国人
観光客向けに人が集まるところで整備をして、観光
に役立てようというパターンです。川崎は全く考え方
が異なります。私はこの野心的な取り組みに参加で
きて良かったと感じています。

特集 ◆ インタビュー

ICTを活用した自治体施策
～かわさきにおける情報化の未来～

国際大学  グローバル・コ
ミュニケーション・センター 
（GLOCOM）准教授・主任研
究員。
2002年、中央大学大学院総
合政策研究科博士前期課程修
了。修士（総合政策）。2010-
2012年、内閣官房IT戦略本
部「電子行政に関するタスク
フォース」構成員を務めたほか
公職多数。一般社団法人オー
プン・ナレッジ・ファウンデー
ション・ジャパン代表理事、一
般社団法人インターネット
ユーザー協会（MIAU）理事な
ども務めている。

庄司昌彦（しょうじ まさひこ）氏

庄司 昌彦

※このインタビューは、平成27（2015）年9月14日に行われたものです。
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　私たちの生活ではモバイル中心に移行してきてい
ます。携帯電話、スマートフォンからインターネットに
アクセスして情報を取得している状況です。
　今、パソコンの普及率は減少に入っており、急速に
スマートフォンが伸びています。今までのパソコンを
前提にした社会から、情報の届け方も変えていかな
ければならない状況に入ってきているわけです。
　そのような昨今ですから、公共情報を市民の皆さ
んに提供するにも、携帯電話やスマートフォンから
アクセスしやすい情報の出し方をしていかなければ
いけません。スマートフォンを介した行政サービスや
情報提供は、一人ひとりに、それぞれの場所に合わ
せて提供することで、効果的になります。そのような
サービスを行っていくときには、通信費用の負担が難
しい方や、一時的にそういう状況にある方でもサー
ビスにアクセスする手段が必要となります。
　インターネット普及の初期に市がホームページを
作り始めたころを思い出すと、もちろん各家庭からの
回線は各自開設してもらいますが、図書館や公民館
など、みんながアクセスできる無料の公共端末も用
意していたと思います。それと似たような発想で、も
ちろん自分の負担でアクセスしてもいいですが、やは
り公共インフラであるためには、公共でアクセスでき
る場所を用意してもいいと思います。公共性を意識
しながら、行政サービスをモバイルに転換していくと
いう流れの中で、このWi-Fiを市民みんなのために
全域で整備する考え方はとても合っていますし、むし
ろ先進性があると思います。
　そのようなことを念頭に置いて、＊報告書ではモ
バイルファーストという言葉を使いました。行政から
の情報サービス、あるいは市内の企業の方々のビ
ジネスのやり方も、市民活動も、モバイルをまず第一
に考えるように転換していこうという精神が背景に
あります。
＊報告書：「かわさきWi-Fiの整備方針について【報告書】」
平成27（2015）年3月 川崎市公衆無線ＬＡＮ環境整備検討委員会

Wi-Fiの整備の役割分担

－　他都市とは状況が違うということですが、全地
域に広げるとなると、かなりの事業費もかかるかと思
います。具体的にどのような工夫が必要でしょうか。

庄司：そこで、行政と事業者との様々な役割分担や
場合分けの話が出てきます。それこそ人が集まると

ころ、特に川崎のような都市部の駅前やスタジアム
には、既に携帯電話会社はインフラをたくさん持っ
ていますので、そこでの新たな実施は最低限で十
分です。
　しかし、災害時に避難所になって人が集まるような
大きな公園や学校には、普段は利用者があまりいま
せんので、回線がたくさん整備されているとは限りま
せん。そこに公共のアクセスポイントを充実させ、非
常時は民間のものと合わせて公共のものも使い、一
時的に急増する情報ニーズに応えられればと考えま
す。民間にも協力をお願いしつつ、災害時は手薄にな
りそうなところを行政が補うという役割分担です。
　商店街やレストラン、カフェ、コンビニも最近は
Wi-Fiを整備しています。お店がお客様サービスと
して無線LANを開放するわけですが、そのときにお
店ごとにアクセス方法が違うとか、パスワードを1回1
回変えなければいけないのでは不便です。そこで、
＊SSIDを川崎市ブランドで統一し、1回登録すれば
どこでも使えるとなったら市民の皆さんにとっても観
光客にとっても便利です。
　また、あのマークのところに行けばネットが使える
のだと認知されれば、お客様を呼び込む上でも良い
効果が生まれるのではないでしょうか。商業者は足
並み揃えて実施するのが良いと思います。
　避難所など行政が用意しなければならない場所、
市民活動支援など政策的な意図を持って整備する
公民館のような場所、お店や商店街が自主的に整備
する場所。いくつかの考え方と役割分担を整理して
足していくと、市のかなりのエリアをカバーできるは
ずです。
＊SSID：無線LAN（Wi-Fi）におけるアクセスポイントの識別名。

Wi-Fiの整備で先進的な取り組みは

－　川崎以外で、国内や海外での先進的な取り組み
事例がありましたら教えてください。

庄司：台湾の台北、韓国では多数の自治体がWi-Fi
を整備し、そこで様々な実験を行っています。
　台北では、車との通信によって物流を効率化する
実証実験を行ったり、公共の業務の効率化や経済の
活性化にも取り入れようとする事例があります。
　少し古い話にはなりますが、韓国の釜山ではコン
テナの管理に使用しているといった事例もあります。

特
集
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多様な利活用の取り組みをWi-Fi上に乗せていくこ
とが重要で、例えばバルセロナでは、市内あちこちに
センサーを取り付け、バス停や公共のゴミ箱にも付
け、市内の気温、湿度、大気の状況など様々な情報
を非常に細かい範囲で取得できるような環境を作っ
ています。そうなると、オープンデータ化して、セン
サーデータを公共財として使う方向にも進めます。
気温があまり上がっていない道路を見つけて移動で
きるようにするアプリなんてものも生まれるかもしれ
ませんね。
　公共系のアプリが増えればWi-Fiのアクセスポイ
ントが欲しくなります。例えばロンドンではアクセスポ
イントの位置情報もたくさん公開されています。

かわさきアプリ

－　単にWi-Fiを整備しているのではなく、施策もプ
ラスしている自治体が一歩先をいっているのですね。

庄司：報告書で「モバイルファースト」と「かわさきア
プリ」を強調した背景には、こうした将来像がありま
す。「かわさきアプリ」で市に関する様々な情報を見
せていくこともしつつ、場所に応じて受けられるサー
ビスへの入口を作ることもできます。行政サービスで
も、認定された民間サービスでもいいと思いますが、
予約や申請手続きなどがスマートフォンからできれば
いいですね。今は国勢調査もスマートフォンからでき
る時代です。官民ともに様々なサービスの入口をアプ
リに作り、多様なサービスを連携させていくことがで
きると思います。

2020年の東京オリンピック・
パラリンピックに向けて

－ 2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向け
てWi-Fiの整備が進むのではないかと考えられます
が、先生はどう思われますか。

庄司：もちろん進むと思います。あと4年と考える
と、すぐ近くの未来です。とは言え、今から4年前
のことを考えると、この4年の間にスマートフォンも
Facebookも爆発的に普及しました。近い将来とは
いえ、大きな変化もあると思います。
　特に、ネットとリアルな世界をつなぐような仕組み
やサービスはたくさんできると思います。モノが人を

介さずにインターネット接続して、モノ同士で情報を
やりとりする「Internet of Things」の分野では、
技術的な進化やサービス創出が盛んですが、4年も
あれば相当進化すると思います。カメラや車、自転車
をはじめいろいろなものにセンサーと通信機能を付
け、新しいサービスが2020年に向けて構想されてい
ます。そのインフラとしても、街なかで使えるWi-Fi
がどれだけ整備できるかは重要だと思います。

ソーシャルメディア

－　近年、各自治体は、ソーシャルメディアを活用し
た広報戦略に力を入れています。ソーシャルメディア
が急速に普及した大きな要因や背景などを教えてく
ださい。

庄司：一番大きな要因は、個人が情報を発信しや
すくなり楽しみや便利さを知ったということでしょ
う。ホームページは特別な技術がないとできなかっ
たですが、TwitterやFacebookに書くことは穴
埋めをすれば良い訳ですから簡単です。簡単に個
人が情報を発信できるような環境ができてきまし
た。写真や動画でさえも簡単に発信できます。しか
も、誰にどのように見せるかも簡単に設定でき、個
人がメディアになったわけです。個人が発信するこ
とがみんな楽しく、まさに人はみんな人に興味があ
るということだと思います。
　このような背景がある中で、いくつもきっかけは
あったと思いますが、1つ大きいのは東日本大震災
だと思います。あの時はTwitterが1番注目されまし
た。デマもありますが、必要な情報をいち早くテレビ
が報じるよりも前に入手することができ、個人間でや
り取りができる手軽さがあり、急速に普及しました。
個人間、企業、行政にとっても、一人ひとりの手元に
情報を届けることができます。行政の広報誌のよう
な紙媒体は、各家庭で誰が読んでいるのかわかりま
せんが、プッシュ方式で個人のパソコンや携帯まで
情報が届けられると、その部分が変わってきます。

情報格差への対策

－　SNSがますます普及すると、SNSを利用しない
人との情報格差が広がると思いますが、情報格差へ
の対策などはありますか。
庄司：1つは、使い方を教えることを地道に続ける必
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要があると思います。SNSの普及と活用は結構研究
してきましたが、公的機関がSNSを使った情報発信
や地域の交流を行う場合に、ユーザーサポートが弱
いことがたびたびあります。地道に講習会を開いてい
る地域は成果が出ており、ユーザーの年齢層が高い
SNSもありました。覚えは遅いけれども、自分が撮っ
た写真をアップロードできるようになったと高齢者の
方が喜んで、コツコツと写真をアップし続けてくださ
る方もいました。コメントも付くので、一度覚えると喜
んで使い続けてくださるのです。田舎で高齢者も多
いので、光ファイバーもいらないだろうと思われてい
た地域に補助金で光ファイバーを引いたところ、非常
に使われるようになったという事例もあります。行政
が長年、パソコン教室を続けていたらしいです。
　それからパソコンを教えるというと、私たちは高齢
者が一人で使うことを前提にしがちですが、複数の
方々がワイワイと話しながら調べ物をしたり、物を買っ
たりするという使い方もできます。教える側が、高齢
者が一人で全部を完結しなければいけないという考
えを捨ててみると、まだまだやれることはあるように
思います。
　もう1つ情報格差という観点で言うと、行政から情
報をSNSなどで発信して終わりではなく、SNSでは
届かない高齢者などに情報を受け取った人が伝えて
くれるような方法を用意する、情報の二次三次流通
までを戦略に入れる必要があります。東日本大震災
の時は官邸が壁新聞を作って貼ってくださいといっ
てWEBで公開したり、ラジオ番組を作って伝えられ
る人が聞かせてくださいと発信していったこともあり
ました。情報を取れる人を通じて情報が伝わる、伝え
てもらえる、そのような二次三次流通を設計すること
を、私たちはまだあまりできていないと思います。災
害時にかぎらず、普段から伝えたい情報についてもこ
うしたことを考えていくと良いと思います。

オープンデータ

－　最近、各自治体が力を入れているものとして、
Wi-Fiの整備、SNSの活用のほかに、オープンデー
タの推進があると思います。
　オープンデータという言葉は一般的になってきた
と思いますが、改めてオープンデータとは何かご説
明をお願いします。

庄司：一言で説明しますと、誰でも自由に使えるデー
タ・情報のことです。基本的に、著作物にはすべて著
作権が発生し、作者に無断で使ってはいけないこと
になっています。作品全体の一部として必要最小限
の使用で、且つ出典元を記載するなどすれば作者に
許可を得ずに使用して良い「引用」というルールはあ
りますが、丸ごと全てを使用したいケースもあります。
そこで、出典元さえ書けば著作物をまるごと使用して
も、商売のために使用しても良いというように、使用
条件を少し緩めていくことを著作権者が行うように
なってきています。これがオープンデータです。
　行政が持っているデータには、丸ごと全部使用し
ても、自由に編集加工しても、各々のサービスに使用
しても構わないものがあります。そこで使ってもらうこ
とを重視し、使いやすいデータを出していく、または
使いやすいように使用条件を緩めていくことがオー
プンデータ政策となります。

公開資料ではなく開放資料

－　先生の＊著書の中で台湾ではオープンデータを
「開放資料」と訳すと記載してありましたが。

庄司：そうですね。確かに台湾ではオープンデータの
ことを「開放資料」と訳します。日本ではオープンと
いう言葉に、公開という言葉をあてがちですが、公開
は“見てもいい”というニュアンスで取られがちです。
開放は“自由にいろいろやって良い”という意味合い
に感じます。活用されることを目指すのですからオー
プンデータの場合は、データを「開放」と訳すのが適
当です。また、中国語で資料や数値的なデータをい
う場合、別の中国語もありますが、ここでは“資料”と
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いう字を使っています。我々は、データというと数値
データを想像しがちですが、オープンデータの対象
には写真やテキスト、動画も3Dモデルもあります。著
作物全般の使用を許可するという意味では、データ
という言葉より資料という言葉のほうが合っている
のかもしれません。ですので、一言で言うなら“自由
に使えるデータ”、四文字で書くと“開放資料”となり
ます。
＊著書：「智場#119 オープンデータ」
平成26（2014）年 国際大学グローバル・コミュニケーション・
センター発行

オープンデータが注目される
ようになったきっかけ

－　オープンデータが注目されるようになったのは、
どのようなきっかけがあったのでしょうか。

庄司：きっかけは2つあります。1つはアメリカのオバ
マ政権の政策です。行政が持っているデータを民間
でも使えるようにしたら、非常に付加価値が生まれ
た例で、分かりやすいのはGPSです。米国で軍事的
な目的で作られた位置情報システムを民間に開放し
たら、ありとあらゆる所にGPSが使われるようになり
ました。そのように、実はすごい可能性を持ったもの
が、行政という権力を使って集めているデータがまだ
まだたくさんある。オバマ政権のオープンデータ政策
を機に、経済的なインパクトを求めて、オープンデー
タの活用を進める機運が世界的に広がっています。
　2つ目として、特に日本においては、東日本大震災
がきっかけだったと思います。例えば避難所の位置
情報を一生懸命集めて情報を整理しようとした人た
ちもいましたが、使いにくいデータだったことや、実は

使用禁止のデータだったこともありました。通常、行
政のウェブページには©が一番下に入っていますよ
ね。つまりその情報は著作権が主張されているので、
自由に使うことはできません。このように「転載した
い」「アプリに使いたい」とエンジニア等が思った情
報が自由に使えないことで課題を残しました。
　一方で、電力の需給状況や計画停電の情報は電
力会社がオープンデータとして使いやすい形式で出
したので、いろいろなアプリが作られました。日本に
とってはこの出来事が大きなインパクトでした。

重要なのはマインドの変化

－　オープンデータを推進するためには、行政の職
員は何から始めれば良いでしょうか。

庄司：データの使用条件を変えること、それだけで
す。費用はかかりません。しかしこの使用条件を変え
るというのが一番大変で、職員のマインドの変化が
必要です。具体的なアクションとしては、「公開」する
情報が、見せるだけでいいものなのか、使ってほしい
ものなのか、使われてはいけないものなのか、を考え
てみることです。もちろん個人情報や、他人が作った
ものは当然使用許可を出せません。例えば避難所の
位置やスペックの情報などは、使ってもらわなければ
意味がなく、様々な形で使われるべき情報ですが、中
には使いにくいものもあります。私は花粉症なので、
環境省の花粉マップを使用しますが、良いものにも
関わらず見づらいという課題がありました。この情報
が、GoogleやYahoo!などの地図や、時間や位置
情報に合わせて情報を知らせてくれるアプリに広く
使われれば便利だと思いますが、そうはなっていませ
ん。もっと他の人に使ってもらったら、情報はもっと有
効に使われるのではないかという視点で見ていただ
ければと思います。そのときに、間違ったことが何か
起こったらどうしようと心配になる場合もあるかと思
いますが、オープンデータは自己責任が原則です。情
報を使ってできたアプリで何が起きても基本的に行
政は免責です。自己責任で使える人にはどうぞとい
うニュアンスで制度ができていると理解することが
大切です。同時に、開発者や利用者の側も行政に対
して文句を言うような姿勢を改める必要もあります。
情報が間違っていたら率直に認めて直し、有益な情
報を作るために市民と行政が協力する方向に変わっ
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ていけたら良いと思います。
　使用目的などで利用者を縛らず、自己責任で使っ
てもらうものではありますが、官民でコミュニケーショ
ンをする中でデータの新たな使い道や価値が出てき
ます。オープンデータの活用には官民のコミュニケー
ションを進めることも大事です。

加工済みのデータと統計データそのものを
出すことは大きな違いがある

－　これまで政府や自治体が提供するものは、加工
済みのデータや調査資料がほとんどでしたが、調査
結果を出すということと、統計データそのものを出す
ことは大きな差があるようですが、その点の説明を
お願いします。

庄司：グラフだけ見せられても、本当かどうか検証し
たり、他のものとの関係を見たいというニーズには応
えられません。特に研究者向けは、グラフの基になっ
たデータをエクセルなどで提供することは行われて
いますが、このようなことは研究者だけでなく広く社
会的にデータの利用を進める上で重要なことです。
　国勢調査の個票を誰でも使えるということにして
しまうと、個人情報の問題が出てきます。統計データ
であっても、〇〇地区に〇〇な人が1人いますという
ようなデータを出してしまうと、個人が特定されプラ
イバシーが侵害される可能性が出てきます。したがっ
て統計データでも、1人が特定されるようなレベルま
では出すべきではないと思います。ただ、川崎市で第
三次産業の人が何人いますというような、まるめ過
ぎたデータもあまり価値がありません。やはり、○○
業の人は〇〇区の〇〇地域で何人いますというよう
な細かいデータの方が、使い方が広がります。なるべ
く加工の度合いが低いデータを出すことにニーズが
あるわけです。それをどこまで行って良いかというこ
とはプライバシーとの関係で個別判断になります。

－　オープンデータの先進的な自治体とはどこでど
のような取り組みを行っているのでしょうか。

庄司：代表例としては福井県の鯖江市です。鯖江市
は技術者にとって使いやすい形式でデータを出すこ
とに早くから取り組んでおり、初期はトイレの位置情
報などでしたが、どんどんデータの量を増やしていき

ました。量を拡大しつつ質も良くしており、技術者が
使いやすい形式のものが多いのが特徴です。もとも
と市民からの提案を受け入れて参加を促していく取
り組みもあり、地域を良くしていく大きな動きの中で、
オープンデータの提供や活用がきちんと位置付けら
れています。小さな自治体がそのようなことを行った
ので、注目も集まっています。
　ほかには、横浜市が挙げられます。横浜の、
LOCAL GOOD YOKOHAMAという取り組み
は、様々な社会的な課題を解決したい人たちが手を
挙げ、行政は課題分析に必要なデータを提供し可視
化し、社会に情報を発信しつつ、さらにクラウドファン
ディングも行っています。課題の発見からアプリを作
るなどの具体的活動までの流れを意識した仕組み
になっており、1つのモデルができていると思います。
　川崎も、少しずつ始まっていますが、より多くの多
様な人々を巻き込み、面的な広がりもできてくればと
思います。
　また、福岡も先進的です。例えば、介護施設に何
人の空きがあり、どのようなサービスがあるのかとい
う情報について、オープンデータを活用しつつ独自
のデータベースを整備し、ケアマネージャーが利用
者をコンサルしやすくした、という企業があります。そ
れまでは、紙媒体のリストを見て、電話で聞いて空き
状況を確認していたらしいですが、すぐさま探せるよ
うになったといいます。そのサービスを実施した企業
は、もともとは福岡とは縁もゆかりもないそうですが、
福岡市がデータを提供したので福岡で起業したとい
います。
　このように、川崎市と同じ政令指定都市では横浜
や福岡が先進的です。熱心な都市とそうでない都市
では差がつき始めていると思います。

災害時はオープンデータが非常に役に立つ

－　先の東日本大震災など、大規模な災害の場合に
も、オープンデータを活用することができたのでしょ
うか。また、オープンデータが進むことで、防災の観
点からできることはどういったことでしょうか。

庄司：東日本大震災のときに、カーナビから自動車
会社に送られている通行記録情報を集約して、ど
この道が通れるかという情報を地図上に表示する、
という取り組みをホンダがグーグルと一緒に行いま
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した。その後、他の会社と協力して自動車業界みん
なで行うことになりました。通行履歴から災害状況
を把握し、支援に役立てることが日本初のイノベー
ションとして起こりました。
　その後ホンダは、同様の取り組みを災害時に実
施しています。平成26（2014）年2月に山梨で大雪
が降った際も、実施していました。そのときは、予め
いくつかの外部サイトに情報提供する手順ができて
いたので迅速に対応できたと聞いています。先日の
関東地方の大雨の際も、自動車業界全体で情報提
供を行っていました。洪水の際にも、どこの道が通
れるかという情報は非常に重要です。
　また、ホンダは急ブレーキが踏まれる場所の位置
情報を把握しているので、埼玉県と組んで急ブレー
キが踏まれやすい場所をいくつか特定して現地調
査をしました。その結果、街路樹が茂りすぎて横か
ら出てくる車が見えにくくなっていることが分かった
ため木を切ったり、標識が見えなくなっていたので
見えるように直したり道路に“注意”と塗装したりし
ています。

オープンにして欲しいデータは

－　もっとこんなデータを使いたいという、行政・民間
に限らず、求めるものや期待することはありますか。

庄司：町丁目ごとの人口がどう変化しているかは、既
に地方自治体は公開していますが、自治体ごとに形
式や更新頻度が異なっています。男女、世帯数、外
国人など、ただそれだけの情報ですが、毎月変化が
分かるとマーケティングに活用できると思いますが、
例えば東京23区の場合、見事に出し方が違ってお
り、1ヶ月ごとに出している自治体もあれば3ヶ月ごと
に出している自治体もあり、最新版が公開されると
過去の情報を消してしまう自治体まであります。
　また、男女や合計の列の並び方が異なっている場
合もあります。できれば全てのデータを縦に並べて
ほしいのですが、出力して見やすいように折り返して
表示している自治体もあります。例えば全国、少なく
とも東京都で同じ形式で、同じタイミングで出してく
れれば、地域の変化が今以上に把握できると思いま
す。区ごとにでもそうしたやり方を合わせていれば、
それだけでもインパクトがあります。
　また一般に、更新頻度の高い情報にはニーズがあ
ります。例えば川崎市も水や空気など環境系の情報
は出してはいると思いますが、日々取っているデータ
をもちろん環境政策の目的に使いつつ、民間にもそ
のまま出していただけると、きっと様々な活用事例が
出てくるのではないかと思います。また防災関連の
情報も、どんどん出せば良いと思います。避難所の
位置情報はよくオープンデータ化されていますが、先
日東京都の水道局が給水拠点の位置情報を出して
いました。これは重要だと思いましたが、他ではあまり
行っていない取り組みです。
　それから、すぐに何かアプリにできそうなデータも
大事ですが、行政の透明性を高める観点のデータも
積極的に出したほうが良いと思います。予算や支出
などの情報を、より細かいレベルで出していくことも
大事です。埼玉県の宮代町は細かいレベルで予算
書を公開しており、且つ担当部署の課長さんのコメ
ントなどが付いており、ものによってはそこから事業
に対してふるさと納税で応援できるようになっていま
す。お金の使い道を透明性高く公開しつつ、「応援
してください」とコメントまで付いていると応援したく
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なりますよね。それから国レベルの話になりますが、
オープンバジェットインデックスという、予算のオープ
ンデータ化に関する国際比較がありまして、そこに
日本はランクインどころか、エントリーもされていませ
ん。100カ国程度のランキングなのですが、日本の
データは海外の評価者にとっては入手しにくかった
のではないかと考えています。例えばグローバル企
業がアジアに進出する際に、汚職などのない国でビ
ジネスをしようと考えたとしましょう。そうすると、ラン
キングが低いならまだしも、載っていないとなると、日
本は完全に忘れられてしまい、検討対象にすらなら
ないかもしれません。
　透明性というのは非常に重要なテーマです。もち
ろん見せてはいけないものはだめですが、見せて良
いものを丁寧にわかりやすく、使いやすく出していく
ことが、まわりまわって新しい企業や投資を誘致した
り、新しい住民を誘致したりする際の強みにもなって
いくと思います。

マイナンバー

－　平成28（2016）年1月からマイナンバー制度の
運用が始まりますが、マイナンバー制度について、先
生が期待することは何かありますか。

庄司：マイナンバー制度の目的は、社会保障と税、プ
ラス災害対策です。
　取るべき税金を取り、真に手を差し伸べる人に
ちゃんと届ける。その原点を実現しなければ意味が
ありません。派生的なサービスなどが議論されてい
ますが、困っている人に給付が届き、無駄な給付がな
くなる、一番の目的であるところをきちんと実現する
ことが何よりも大事だと思います。
　社会保障において、無駄なことをやっている余裕
はありません。そこで成果をあげることをまず第一に
期待したいです。

ＩＣＴと地方創生

－　世間では、人口減少社会、地方創生と言われて
おり、国も各自治体も地方創生に力を入れています
が、ICTの推進が、地方創生に寄与するものはある
のでしょうか。

庄司：地方創生は今、国のキーワードとして“まち・ひ

と・仕事”という言い方をしていますね。
　“ひと”は出生率を上げることなど。一般的な自治
体にとっては、出生率を上げつつ、都市に流出してし
まう人口を留める、あるいは都心から戻って来てもら
うことが求められています。それから“しごと”につい
ては、ICTが貢献できることが多そうですね。ICTを
使って、今ある仕事をもっとバージョンアップし、強く
することができるはずです。モバイルファーストにシフ
トするのもそうですし、人口減少していく日本の国内
市場を飛び出し、世界に価値を訴えることもやりやす
くなっていますので、進めるべきだと思います。日本
が取るべき道の1つは、安いものを大量生産するの
ではなく、イタリア、スイス、フランスのような高付加
価値で良いものを作って世界に売っていくことです。
日本酒なども海外で売れ始めていますが、その際に
もICTが役立つことがあると思います。農産物にど
れだけ手間をかけているかとか、糖分がどれだけ高い
かといった「質」を数値で示していくこともできます。
　“まち”に関しては、インフラの老朽化が問題として
ありますので、どのインフラを残し新しくしていくのか、
まちづくりのことを議論しなければいけないと思いま
す。感情論にならず、データと予算に基づいてなるべく
論理的に議論をしていくと良いのではないでしょうか。

川崎市に期待すること

－　最後に、川崎市が進めるICTの施策に対して、
先生が期待することはありますか。

庄司：地方創生でもそうですが、行政が何でもやって
あげる時代は終わりです。Wi-Fiやアプリの入口を
作るのは典型的ですが、行政は土台や入口を作り、
その先の経済の活性化や、人を呼び込み素敵な地
域にすることに対し、民間の協力をどんどん得ていく
と良いと思います。川崎市には、土台作り役として進
化していってほしいということです。多様で、すばらし
い能力を持った市民の方がいるわけですので、市民
の力を引き出して発揮できるように、一緒に良いまち
を作っていく。ICTはその基盤として重要な役割を
担っていくと思います。

－　本日は庄司先生の取り組みから得た貴重なご意
見をいただくことができました。
　ご多忙中お時間をいただき、ありがとうございました。
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　情報通信技術（以下「ＩＣＴ」という。）は、日常生
活の様々な場面で活用され、私たちの暮らしと密接
に関係し、必要不可欠な技術となっている。
　ＩＣＴの分野は、まさに日進月歩であり、特に急速な
進展の要因としては、スマートフォンなどのモバイル
端末の普及が挙げられる。さらには、モバイル端末に
関連したソーシャルメディアやクラウドコンピューティ
ング等によってインターネットを活用したサービス利
用も増加し、私たちのライフスタイルやワークスタイ
ルに大きな変化をもたらしている。　

　こうした社会状況を捉え、政府においては日本の
成長戦略の柱としてＩＣＴを経済成長のエンジンと
位置づけ、世界最高水準のＩＣＴ利活用社会の実現
を目的とした「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平
成25（2013）年6月閣議決定、平成27（2015）年
6月改定・閣議決定）を策定したところである。
　この宣言では、行政が保有するデータの民間
解放（オープンデータ）の推進、ビッグデータの利
活用推進、起業家精神の創発、オープンイノベー
ションの推進、健康で安心して快適に生活できる
世界一安全で災害に強い社会の実現、クラウドお
よびマイナンバー制度の活用による利便性の高
い電子行政サービスの提供、誰もが・いつでも・ど

特集 ◆ 職員による関連施策等の紹介

多様な主体と連携した
情報施策

総務局ＩＣＴ推進課　課長補佐　新井 信宏

図1　インターネット利用者数及び人口普及　（総務省） 図2　インターネット利用率の向上　（総務省）

１　はじめに
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こでも公共サービスをワンストップで受けられる
社会の実現などが、その主な取り組みとして挙げ
られている。

　川崎市では、平成9（1997）年に「市民（ひと）
がまんなか高感度情報都市かわさき」というコン
セプトのもと、①市民が安心して豊かに過ごすこ
とのできる快適情報環境の構築、②市民の自発
的活動による参加型の地域ネットワーク社会の形
成、③情報環境の変化に対応した地域産業の活
性化と高度化、④透明で効率性と柔軟性を持っ
た市民本位の行政システムの構築、⑤誰もが容
易に活用できるオープンな情報基盤・環境の整
備、といった5つのビジョンに基づく第1次川崎市
情報化基本計画をまとめ、情報化施策を総合的
かつ計画的に進めてきた。
　その後、市民生活においてもインターネットや携
帯電話の普及が進むなど情報化を取り巻く環境が
大きく変化していることを踏まえ、これまでのハー
ド志向型からソフト志向型の考え方へと転換し、
「お互いの心が通う高度情報化都市かわさき」を
基本目標として、①市民活力を高め、協働と安心
のまちづくりに寄与する情報化、②産業振興とシ
ティセールスを促す情報化、③行政運営の高度化
を図る情報化、④情報化を支える仕組みづくりの4
つの基本施策に基づき、平成18（2006）年から概
ね10年程度を見据えた第2次川崎市情報化基本
計画を策定し、取り組みを進めている。
　この第2次情報化基本計画も、策定して10年を
迎えようとしており、今後国の取り組みにもあるよ
うに、世界最高水準のＩＣＴ利活用社会を市民の
皆様が実感できるよう、さらなるＩＣＴの活用を促進
し、課題の解決につなげていく必要がある。こうし
たことから、ＩＣＴや社会環境の変化に柔軟に対応
し、さらなる市民サービスの向上や行政事務の効
率化を図るため、新たな情報化計画の策定に向け
て取り組みを進め、「成長と成熟の調和による持
続可能な最幸のまち　かわさき」の実現に向けて、
ICTの分野からサポートをしていきたいと考えてい
る。

　スマートフォン等のモバイル端末の普及を背景
に、市民のインターネット利用は、自宅のパソコンか
ら外出先でのモバイル端末へとシフトしている。こ
こでは、スマートフォンの特性でもある常に携帯で
きる簡易性やいつでもインターネットに接続できる
即時性といった優れた利点を活用した情報化施策
を紹介する。

（１）「かわさきＷｉ-Ｆｉ（公衆無線ＬＡＮ）」の整備
　平成25年度に、区役所への来庁者の利便性向
上を図る目的で、無料で利用できるＷｉ-Ｆｉアクセ
スポイントの設置を行った。平成26年度には、こう
した取り組みを広げ、より効率的・効果的な「かわ
さきＷｉ-Ｆｉ」の整備手法や利活用等を進めるた
め、有識者や企業代表者で構成する「川崎市公衆
無線ＬＡＮ環境整備検討委員会」を立ち上げて調
査・検討を重ね、「かわさきＷｉ-Ｆｉ」整備にあたっ
ての基本的な考え方が次のとおり示された。
　①利用対象は、市民をはじめ市内にいるすべての
方を対象とする、②市民ニーズの高い避難所等の災
害関連施設や行政庁舎等については川崎市が整備
を行い、市内には民間事業者が交通機関や民間施
設等に設置しているＷｉ-Ｆｉアクセスポイントが1万か
所以上あるため、民間事業者と連携を図りながら、
既設のＷｉ-Ｆｉアクセスポイントを活用する、③「かわ
さきＷｉ-Ｆｉ」の活用を促進するため、行政サービス
の提供、情報発信の高度化、市民等の利便性向上
につなげる仕組みとして、モバイル端末向けのアプリ
ケーション等によるサービス提供を進める必要があ
る。
　こうした意見を踏まえ、単にインフラ整備にとどま
らず、市が目指す政策目標と、これをもとに展開され
る各種施策に連動させ、情報発信の高度化とモバイ
ル端末利用者の利便性向上を目指した取り組みを
進めることとした。
　アクセスポイントの整備では、民間活力を活用し
官民連携した取り組みとして、平成27（2015）年3
月に東日本電信電話㈱神奈川事業部川崎支店と
包括協定を締結し、災害時の情報通信手段の確保
及び市民サービスの向上を目的に、市内の指定さ
れた広域避難場所のうち御幸公園（幸区）、稲田公

２　川崎市の情報化施策

３　ＩＣＴを活用した主な取り組み
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図3　かわさきアプリが目指すイメージ

園（多摩区）、王禅寺ふるさと公園（麻生区）の3公
園に太陽光パネルと蓄電池を装備したＷｉ-Ｆｉ設備
を整備した。本設備は、商用電源が途絶えた場合で
も太陽光により稼動できるため、災害時の情報通
信を確保するための手段の一つとして期待してい
る。また、上記以外にも国庫補助事業を活用して太
陽光パネルと蓄電池を装備したＷｉ-Ｆｉ設備「防災

情報ステーション」を広域避難場所となる大師公園
（川崎区）へ整備した。
　平成27年度中は検討委員会での意見を踏まえ、
市内の避難所に指定されている市立小中学校への
Ｗｉ-Ｆｉ環境を整備し、また、民間事業が市内の商業
施設や駅などに整備した既設のＷｉ-Ｆｉアクセスポイ
ントを「かわさきＷｉ-Ｆｉ」として活用するなど、利用エ
リアの拡充を進めている。

（２）「かわさきアプリ」の構築
　市民の日々 の暮らしにおける利便性の向上や安全・
安心な暮らしの実現、地域の活性化を図るため、これ
までの情報発信手法に加え、モバイル端末の利用と
その特性を生かし、プッシュ配信、ＧＰＳ連動、パーソ
ナライズ化した情報発信など、利用者が必要とする情
報を的確かつタイムリーに提供する、スマートフォン向
けアプリケーション「かわさきアプリ」の開発を現在進
めている。また、市民の情報取得のニーズへ的確に応
えていくためには、行政だけでなく市民・団体・企業な
ど、情報を集積し・発信する多様な主体との連携が求
められることから、下図のような「川崎市情報集積プ
ラットフォーム」を構築し、ＩＣＴを活用した市民サービ

大師公園の防災情報ステーション
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図4　システム構成のイメージ

図5　あさお子育てポータル画面

スの質的向上を目指している。
　「かわさきアプリ」は、こうした情報集積プラット
フォームとしての総称（ポータルアプリ）であり、配
下には市民ニーズが高く、現在、開発中である防
災分野に特化したアプリ、子育て情報発信に特化
したアプリをはじめ、今後、川崎市に関連する様々
な分野の情報発信や地域コミュニティの発展に寄
与する仕組みを本アプリを基盤として、順次展開し
ていきたいと考えている

　国をはじめ自治体においては、行政が保有する
データを二次利用可能なルールで提供する「オー
プンデータ」の取り組みが進められている。この取
り組みは、単なるデータ提供にとどまらず、行政の
透明性の確保、市民参加や企業等との協働の推
進など、オープンガバメントの考え方に加え、地域
のリソースを上手に活用して活性化を図ることや、
地域課題を地域のみんなで解決していこう！といっ
た地域コミュニティの形成にもつながる取り組みで
ある。ここでは、様々な主体との連携を図り、オープ
ンデータ利用とＩＣＴを活用して課題解決を進めて
きた取り組み事例を紹介する。

（１）官民連携による地域課題の解決
　平成26（2014）年2月に富士通株式会社と川崎
市は、ＩＣＴ環境の充実や次世代育成の分野におい
て連携・協力を進めることを目指して包括協定を締結

した。これに伴い、「ＩＣＴを活用したまちづくり」の一
環として麻生区において次の取り組みを進めてきた。
　麻生区役所では、子育て世代の支援を目的とした
様々な事業が進められているが、「こどもの年齢に応
じたイベント情報をどこで知ることができるの？」、「近
くに授乳やオムツ替えできる施設はないかしら？」な
ど、身近な子育て関連情報が探しにくいという地域
の声に的確に対応したいとの考えから、川崎市総務
局と連携を図り、①スマートフォン向けアプリを活用し
て、子育て世代の方に必要とする情報を的確かつタ
イムリーに提供する仕組みの検証、②事務効率・施
策改善の検討、③オープンデータ活用モデルの構築
を目的として、平成27（2015）年1月から2月にかけて
「あさお子育てポータル」実証実験を行った。

　実証実験にあたっては、公募により麻生区民など
353名のモニター登録があり、アプリの機能、情報
取得手法、イベントへの参加等に関するアンケート
調査の実施に加え、利用ログによる分析を行った。

４　ＩＣＴを活用した課題解決の手法
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　モニターへのアンケート結果では、便利と評価した
方が73％、とりわけ0歳児の親は91％であった。また、
アプリを利用したことで、従前と比較してイベント情報
の入手機会が増えたと回答した方は66％、イベント参
加や公園等のおでかけスポット利用回数が増加したと
回答した方は43％、今後もアプリを利用したいと回答
した方は78％、0歳児の親は94％と高評価であった。
　また、アクセスログ分析では、利用が集中する
時間帯、閲覧が多いイベントカテゴリやおでかけス
ポットの状況から、いつ情報発信を行うと効果的で
あるのか、年齢別にどういったイベントに興味を持
たれ、いつ開催（曜日や時間帯など）すると参加が
見込めるのかなど、今後のイベント企画の際にも
役立つデータを得ることができた。
（参考）http://www.city.kawasaki.jp/160/page/0000064059.html

（２）市民参加と産官学連携による地域課題の解決
　平成26（2014）年夏に、「Ｇ空間未来デザインプ
ロジェクト」がスタートした。本プロジェクトは、国土交
通省の「地理空間情報に関するアプリケーション・
サービス普及促進業務」を受託した慶應義塾大学大
学院、国際大学グローバル・コミュニケーション・セン
ター、株式会社フューチャーセッションズに、川崎市総
務局及び宮前区役所の連携・協力のうえ進められた。
　本プロジェクトの目的は、地域の課題解決や魅力
向上を図るため、多様な参加者の集合知によってア
イデアを導き出し、地理空間オープンデータを活用し
てアイデアを具現化し、新たなサービスの創出につな
げる仕組みやプロセス、手法を構築することである。

①アイデアソン（アイデア＋マラソン）の開催
　宮前区民、企業、大学、行政職員など118名の多
様な参加者が集まり、「出掛けたくなる、みんなで健
康になる街」「地域資源の戦略的活用ができる街」
をテーマに意見を出しあい、坂道、公園、人材マッチ
ング、都市農業などに関連する課題解決や魅力向
上につながる22のアイデアが生み出された。

②ハッカソン（ハック＋マラソン）の開催
　アイデアソンで生まれた22のアイデアを引継
ぎ、プログラマーやデザイナー等も加わった84名
の参加者によって9つのアプリケーション・サービス
を生みだした。

③マーケソン（マーケティング＋マラソン）の開催
　本プロジェクトにおけるオリジナルイベントで、
ハッカソンで開発されたアプリケーション・サービス
のプロトタイプが地域やコミュニティで持続的に活
用されることを目的に、想定する利用者や顧客に
よるプロトタイプの利用実証を行い、事業化に向け
た成果発表と表彰式が行われた。
（参考）http://www.city.kawasaki.jp/160/page/0000065052.html

　市民のニーズが多様化・高度化するなかで、こ
うした声に的確に応える行政運営を展開していく
ためには、ヒト・モノ・カネ・情報といった資源に加
え、ＩＣＴや地域リソースも活用しながら、課題解決
のアイデアやイノベーションの創出につなげていく
必要がある。
　市民をはじめ多様な主体が目的や課題を共有し
共に考えることが重要であり、そのなかで効果的に
ＩＣＴを活用することが地域の課題解決や住みやす
い地域社会実現の一助となるものと考えている。

【出典】
・平成27年情報通信に関する現状報告（総務省）
・平成26年通信利用動向調査（総務省）
・かわさきWi-Fiの整備方針について【報告書】
　（川崎市公衆無線LAN環境整備検討委員会）

５　おわりに

アイデアソンの様子

ハッカソンの様子

マーケソンでのプロトタイプの様子
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　行政機関、地方公共団体その他の行政事務を
処理する者が、個人番号及び法人番号の有する
特定の個人および法人その他の団体を識別する
機能を活用し、当該機能によって異なる分野に属
する情報を照合してこれらが同一の者に係るもの
であるかどうかを確認することができるものとして
整備された情報システムを運用して、効率的な情
報の管理および利用ならびに他の行政事務を処
理する者との間における迅速な情報の授受を行う
ことができるようにするため、平成25（2013）年
5月に行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年法律
第27号。以下「マイナンバー法」という。）等が公
布され、平成27（2015）年10月5日から施行され
ることとなる。
 また、マイナンバー法附則第3条の規定に基づき、
市区町村長は、マイナンバー法の施行日である平成
27（2015）年10月5日に当該市区町村が備える住
民基本台帳に記録されている者について、地方公共
団体情報システム機構（以下「Ｊ－ＬＩＳ」という。）から
通知された個人番号とすべき番号を個人番号として

指定し、当該個人番号を通知カードにより通知しなけ
ればならないとされている。
　このため、マイナンバー法の施行日である平成27
（2015）年10月5日以降に住民基本台帳に記録さ
れている者に対して、個人番号を記載した通知カー
ドが簡易書留により世帯単位で順次発送されること
となっている。
　また、マイナンバー法第17条第1項の規定に基づ
き、市区町村長は、当該市区町村が備える住民基
本台帳に記録されている者から申請があった場合に
は、個人番号カードを交付することとされている。
　個人番号カードは、平成28（2016）年1月から交
付が開始され、交付手数料は無料とされることが
決定しているが、当該個人番号カードの交付申請
書についても平成27（2015）年10月5日以降に順
次発送される通知カードとともに発送されることと
なっている。
　川崎市では、平成19（2007）年6月からかわさき
市民カードを利用した証明書自動交付機による住民
票の写し、印鑑登録証明書および市民税・県民税課
税証明書等の交付を行っているが、更なる市民の利
便性向上と証明書交付窓口の混雑緩和を目的とし
て、平成28（2016）年1月に交付が開始される個人

特集 ◆ 職員による関連施策等の紹介

コンビニエンスストアにおける
証明書の交付の開始に向けた
取り組み

市民・こども局戸籍住民サービス課　戸田 義明
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番号カードを利用したコンビニエンスストア等におけ
る証明書等の交付（以下「コンビニ交付」という。）
を開始する予定である。

　コンビニ交付は、コンビニ交付サービスを提供・運
営しているＪ－ＬＩＳと通信回線により電子計算機を接
続し、市区町村が交付する証明書等をコンビニ事業
者等が設置したマルチコピー機等により自動交付す
るサービスであり、次の機器等が連携し、実現してい
るサービスである。（具体的には図１のとおり）
(1) マルチコピー機等
　コンビニ事業者等が設置する証明書等の発行を
行うための機器であり、Ｊ－ＬＩＳが定める機器仕様に
基づき開発・設置されたものをいう。
(2) ＥＣセンター
　コンビニ事業者等が設置・運用するデータセン
ターであり、マルチコピー機等とＪ－ＬＩＳの証明書交
付センターを中継する機器（以下「中継サーバ」とい
う。）が設置されている。
(3) 証明書交付センター
　コンビニ交付サービスの円滑な運営を図るために

Ｊ－ＬＩＳが運営する組織であり、市区町村の証明発
行サーバとコンビニ事業者等のＥＣセンターを連携
する広域交付サーバ等から構成された証明書交付
センターシステムを構築・管理している。
(4) 証明発行サーバ
　申請情報を受信し、証明書情報（証明書等を画像
情報にしたもの）を作成・送信する市区町村のシステ
ムをいう。

３　コンビニ交付の実施概要

(1) 取扱証明書
ア　住民票の写し
イ　住民票記載事項証明書
ウ　印鑑登録証明書
エ　市民税・県民税課税額（非課税、免除）証
明書
オ　戸籍の附票の写し
カ　戸籍全部（個人）事項証明

(2) 利用できる住民
　川崎市内の各区が備える住民基本台帳に記録さ
れている者で、申請により個人番号カードの交付を
受けた者が利用することができる。

２　コンビニ交付の概要

図1　コンビニ交付の概要
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(3) 利用時間
　Ｊ－ＬＩＳのコンビニ交付サービス提供時間は、最大
で午前6時30分から午後11時00分までとされてい
るため、市民の利便性等を考慮し、当該提供時間の
範囲内で今後決定していく。

４　コンビニ交付の特徴

(1) 個人番号カードの利用
　利用者を特定するために、平成28（2016）年1月
から希望者に対して無料で交付する個人番号カード
のICチップに搭載される電子証明書を利用する。
(2) 印刷用紙
　市区町村の窓口で交付している証明書等では、各
市区町村独自の改ざん防止用紙を利用しているが、
コンビニ交付においてすべての市区町村の改ざん防
止用紙を用意することは極めて困難となるため、表面
には証明書等とともに、コピー防止対策として牽制文
字が印刷され、裏面にはコピー防止対策としての牽
制文字とともに、偽造防止対策の画像を印刷すること
で普通紙（Ａ４版）の利用を可能としている。
(3) 個人情報保護
　仮に、コンビニエンスストアの店舗等の従業員等

を介在させる方式を採用した場合には、印刷された
証明書等の個人情報を従業員等に盗み見られるこ
とが懸念されるところであるが、コンビニ交付では申
請から受領まですべての手続きを利用者自らがマル
チコピー機等を操作する方式を採用していることか
ら、他人の目に触れることなく証明書等を取得するこ
とができるため、一定の個人情報保護が図られてい
る。

５　コンビニ交付利用の流れ

　コンビニ交付における証明書等の申請から印刷ま
での流れは次のとおりとなる。（具体的には図２のと
おり）
(1) 証明書等の申請
　コンビニ交付を受けようとする利用者は、最寄りの
コンビニ店舗等に設置されているマルチコピー機等
の画面の案内に従い、個人番号カードをタッチし、暗
証番号を入力するとともに、必要とする証明書等の
種類や部数等を入力する。
(2) 申請情報の送信
　入力した申請情報はＪ－ＬＩＳに設置されている証
明書交付センターに送信され、当該センターのコン
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図２　コンビニ交付利用の流れ
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ピュータで住民の住所地市区町村を判別し、申請情
報を送信する。
(3) 証明書情報の作成
　住所地市区町村では、受信した申請情報に基づ
き証明発行サーバにより証明書情報（証明書等を画
像情報にしたもの。以下同じ。）を作成し、Ｊ－ＬＩＳの
証明書交付センターへ送信する。
(4) 証明書情報の送信
　住所地市区町村の証明発行サーバから送信され
た証明書情報に、Ｊ－ＬＩＳの証明書交付センターで
偽造防止対策の画像を作成・追加し、証明書情報及
び偽造防止対策画像をコンビニ事業者等のＥＣセン
ターへ送信する。
(5) 証明書等の印刷
　Ｊ－ＬＩＳの証明書交付センターから送信された証
明書情報及び偽造防止対策画像をコンビニ事業者
等のＥＣセンターからマルチコピー機等に送信し、マ
ルチコピー機等から証明書情報及び偽造防止対策
画像を両面印刷する。

(1) サービス提供の拡大
　現在、川崎市においては、各区役所、支所及び出
張所等の21か所に証明書自動交付機を設置し、証
明書の交付サービスを提供しているが、コンビニ交
付を開始することにより、全国約47,000店舗、うち
市内約530店舗のコンビニエンスストア等に設置さ
れたマルチコピー機等で証明書の交付サービスを
提供することができるようになるため、当該サービス
を提供できる拠点が飛躍的に拡大し、市民の利便性
の向上が期待できる。
(2) サービス拡大時における費用削減
　証明書自動交付機を増設する場合には、１台あた
り高額な設置費用及び維持費用が必要となるが、コ
ンビニ交付ではコンビニ事業者等が設置するマル
チコピー機等を利用して証明書等を発行することか
ら、設置費用及び維持費用を必要としないため、費
用削減効果が期待できる。
(3) 職員の負担軽減
　証明書自動交付機を設置している各区役所、支
所及び出張所等では、紙詰まり等の障害発生時や
定期的な点検等において、職員が証明書自動交付
機のシステムメンテナンス等を対応しなければならな

いが、コンビニ交付ではマルチコピー機等のシステム
メンテナンス等をコンビニ事業者が行うため、職員の
負担軽減が図られるようになる。

(1) マルチコピー機等
ア　セキュリティソフト（ISO/IEC15408認証
の取得必須）により、証明書情報及び偽造防止
対策画像は印刷後にマルチコピー機等から消去
される。
イ　マルチコピー機等の接続部分を施錠し、保
守員以外の者が当該機器にアクセスすることを
物理的に排除するとともに、パスワードによりシ
ステムにアクセスすることを排除している。
ウ　コンビニ店舗等の従業員等はマルチコピー
機等のプログラムを操作できない仕組みが講じ
られている。
エ　コンビニ店舗等に監視カメラを設置すると
ともに、店舗ルータ等のネットワーク機器は警備
会社等が施錠管理している。

(2) ＥＣセンター
ア　ＥＣセンターには行政サービス専用のルー
タを設置し、他のルータからの接続を禁止して
いる。
イ　ＥＣセンターでは証明書情報及び偽造防
止対策画像を保有しない仕組みが講じられて
いる。
ウ　コンビニ店舗等とＥＣセンター間のネット
ワークは、閉域性の確保された専用回線を使用
し、第三者からのアクセスを排除するとともに、
通信内容を暗号化している。

(3) 証明書交付センター
ア　証明書交付センターシステムはセキュリティ
の十分確保されたデータセンターに設置されて
いる。
イ　証明書交付センターでは証明書情報及び
偽造防止対策画像を保有しない仕組みが講じ
られている。
ウ　コンビニ事業者等のＥＣセンターと証明書
交付センター間のネットワークは、閉域性の確
保された専用回線を使用し、第三者からのアク
セスを排除するとともに、通信内容を暗号化し
ている。

６　コンビニ交付の導入効果

７　セキュリティ対策
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(4) 証明発行サーバ
ア　川崎市においては、証明発行サーバをセ
キュリティの十分確保されたデータセンターに設
置することを予定している。
イ　Ｊ－ＬＩＳの証明書交付センターと証明発行
サーバ間のネットワークは、行政機関内に閉じた
ネットワークとして既に利用されているＬＧＷＡＮ
（総合行政ネットワーク）を使用するとともに、証
明書交付センター以外の外部ネットワークから
の不正アクセスを排除する。

８　進捗状況

　平成27（2015）年4月に一般競争入札によりコン
ビニ交付のシステム構築業者を決定し、直ちに要件
整理に着手し、同年5月末に終えたところである。
　その後、平成27（2015）年6月から基本設計に着
手し、同月末に終えるとともに、同年7月から詳細設
計に着手し、同月末に終えたところである。
　平成27（2015）年9月時点の状況としては、コン
ビニ交付を実現する上で必要不可欠となる証明発
行サーバを設置し、環境構築を行っているところであ
る。

９　今後の取り組み

　平成28（2016）年1月からコンビニ交付を開始す
るためには、限られた期間内で十分なテストを行わな
ければならない。
　このため、今後は、次のようなテストを順次実施し、
コンビニ交付の開始に向けた取り組みを行っていく
予定である。
(1) システム確認テスト
　証明書交付センターから提供される事前評価
ツールやチェックツールを利用して、川崎市が構築し
た証明発行サーバにおいて電文が正しく処理される
ことや証明書情報が正しいことを確認するとともに、
証明発行サーバへの複数同時アクセス時において
も正常に処理されることを確認する。
(2) 証明書交付センターシステム連携テスト
　川崎市の証明発行サーバと証明書交付センター
のテスト環境をＬＧＷＡＮ経由で接続し、証明書交付
センターが準備する擬似マルチコピー機等を用いて
機能面および性能面において問題がないことを確認
する。

(3) 擬似店舗テスト
　川崎市の証明発行サーバと証明書交付センター
のテスト環境をＬＧＷＡＮ経由で接続し、コンビニ事
業者等が準備する擬似マルチコピー機等を用いて
印刷した証明書に問題がないことを確認する。
(4) 実店舗テスト
　川崎市の証明発行サーバと証明書交付セン
ターの本番環境をＬＧＷＡＮ経由で接続し、コンビ
ニ事業者等の実店舗に設置されたマルチコピー
機等を用いて印刷した証明書に問題がないことを
確認する。
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　平成26（2014）年2月、川崎市は富士通株式
会社と、ＩＣＴ環境の充実や次世代育成などの分
野での連携・協力を通じた持続的なまちづくりを目
指して包括協定を締結した。
　その取り組みの一つとして、地域の課題解決や
市民サービスの向上につながるオープンデータ利
活用モデルとして、平成27（2015）年1月～2月
に麻生区において子ども・子育て支援に関する情
報提供サービス子育て支援アプリ「あさお子育て
ポータル」の実証実験を行った。
　この実証実験は、子育てに関する様々な情報を
スマートフォン向け子育て支援アプリで地図情報
と連動してわかりやすくタイムリーに提供し、モニ
ターへのアンケートなどにより、その効果や事務の
効率化などを検証するものである。
　麻生区役所は、子育て支援アプリ構築に必要と
なる情報の提供や、子ども関係機関・団体への協
力依頼、モニターの募集などを総務局ＩＣＴ推進課
と連携して行った。

　麻生区内では、万福寺やはるひ野などの住宅開
発が進む地区で、0歳から14歳までの年少人口が
増加している中、かわさき市民アンケートでは、市
政の仕事で今後特に力を入れてほしいこととして、
「子どものための施策」が48.2％となっており、7
区の中では最も高くなっている。
　麻生区役所では、各部署が子ども・子育て支援
に関する各種講座、公演会、体験学習や親子の遊
びの会などのイベント（以下「イベント」という。）を
実施している。こども文化センター、地域子育て支
援センター、保育園、幼稚園、社会福祉協議会や
地域のボランティア団体など多くの子育て関連機
関も様々なイベントを実施している。
　これらのイベントは、制度や手続き、施設等の情
報とともに子育て情報誌「きゅっとハグあさお」や
「ちびっこおでかけＭＡＰ」に掲載しているほか、
市政だよりやチラシ、ホームページなどでも紹介し
ている。また、母子手帳交付時や両親学級の機会
には、対象年齢に合わせた案内をするほか、区役
所内子ども情報コーナー、イオン新百合ヶ丘店内

特集 ◆ 職員による関連施策等の紹介

子育て支援アプリ
「あさお子育てポータル」
実証実験の取り組み
～子育て支援の情報を探しやすく～　

麻生区役所こども支援室　担当課長　佐野純子

１　はじめに ２　麻生区における
子ども・子育て支援の情報提供の現状と課題
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インフォメーションコーナーでも案内している。
　なお、民間事業者のイベントは、こども支援室が
集約し、毎月、「ちびっこカレンダー」、「小中学生
イベントカレンダー」にまとめて市ホームページで
紹介している。
　しかしながら、最新の情報を広くタイムリーに対
象者に提供することは難しく、利用者からは、多く
の情報が様々な部署や団体等から発信されてい
て、知りたい情報を探しづらいという声が寄せられ
ている。さらに、外出時に授乳やおむつ替えができ
る場所の案内などの情報も求められている。

区役所内の子ども情報コーナー

　第4期麻生区区民会議（任期24.7.1～26.6.30）
においても「子育てしやすい環境づくり」が審議
テーマとして取り上げられ、「安心して遊べる場所
がない」、「子育て中の親同士の仲間づくり」、「子
育て支援の情報不足、情報の錯綜」などが課題と
して挙げられた。
　一方で、行政や子育て団体等による多種多様
な支援がきめ細やかに実施されており、これらの
情報や支援策を広く周知するとともに、見せ方とし
て年齢別、開催日別、内容別に分類したものに改
善するなど、さらなる工夫が求められている。
　このような課題に的確に対応するため、子育て
支援アプリの実証実験が麻生区で実施されること
になった。

　「あさお子育てポータル」の構築に当たっては、
子育ての分野から他の分野への展開も視野に入
れ、企画課が各部署を統括し、こども支援室が子
ども関連団体との調整を担当するなど、区役所全
体で取り組みを進めた。　

３　「あさお子育てポータル」の特徴・機能

　「あさお子育てポータル」は、様々な主催者の
「イベント」や様々な管理者の施設「おでかけス
ポット」をまとめて紹介しており、子どもの年齢や
居住地域等を事前に登録することで、利用者が必
要とする情報の絞り込みが簡単になり、より便利
に利用できる仕組みになっている（登録するユー
ザーの情報は、年齢は生年月まで、地域は郵便番
号とした。）。
　まず、アプリのトップ画面を開くと、その日に開催
されるイベントが一覧で表示される。主なメニュー
は次のとおりである。
　様々な主催者が実施している「イベント」は、体
験学習、親子で遊ぶ、講演・講座など7つのカテゴ
リーに分類した。開催地区（中学校区別）や参加
方法（事前申込の有無）などでの絞り込みや、開
催日順や申込み締切り順の表示の切り替え、気に
なるイベントを「マイイベント」に登録する機能に
より検索が容易にできる。
　気軽に出かけてもらいたい施設「おでかけスポッ
ト」は、地域子育て支援センターやこども文化セ
ンター、保育園、公園など７つのカテゴリーに分類
し、おむつ替え・授乳スペース、多目的トイレやベ
ビーチェアなどの設備が検索できる。
　また、災害への備えとして、「避難所」の場所や
その対象地域も掲載している。
　それぞれの施設、開催地は、地図情報と連動
しているので、場所の確認が容易にできるほか、
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図1　モニター募集の呼びかけ（チラシから）
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登録地点からのおおよその移動時間が表示され
る。スマートフォンの位置情報を許可しておくと、
利用者が普段使っている経路案内アプリと連携
し、現在地周辺のスポットや行きたいスポットも案
内される。
　このほか、健診や予防接種、各種相談、病院の

情報などは、ホームページへ誘導するリンク集「健
康・子育てサポートリンク」として掲載した。
　また、実証実験には事務の効率化という目的も
あり、情報の登録はイベントの主催者が随時作業
を行う。

　登録された情報はアプリに即時に反映されるの
で、タイムリーな情報提供が可能になることに加
えて、行政はとりまとめをしないため事務の軽減
が期待される。なお、実証実験においても、イベン
ト情報の登録には、民間事業者の皆さまに協力を
お願いしている。ただし、ＰＣ環境等で協力いただ
けなかった事業者も多く、その情報の登録は区役
所職員が代行したことや、既存の広報も並行して
行ったため、アプリの導入そのものが事務の軽減
につながるものではなかった。

４　実証実験の結果から

　平成27（2015）年1月6日～2月28日を期間と
して、「あさお子育てポータル」の実証実験を行っ
た。アプリの利用に際しては、モニターへの登録
が必要になるため、11月中旬からこども文化セン

ター、地域子育て支援センター等の施設や、区役
所主催イベント等でチラシを配布しモニター募集
を行った。アプリは、市ホームページの事前登録サ
イトにアクセスし、必要事項を入力してモニター登
録すると「あさお子育てポータル」のＵＲＬをお知
らせするメールが送られて利用できるようになる。
1月6日の実証実験開始時には100名、最終的に
は353名のモニター登録があった。2月中旬に実
施したアンケートには100名から回答があり、アプ
リ利用ログの分析と合わせて実証実験の検証を
行った。
　アンケートは、それぞれの項目についてプラス・
マイナスの評価で回答するもので、その一部を紹
介する。

（１）アプリ全体の評価から
　アンケートでは、アプリ全体への評価として
73％が便利（不便は8％）、今後の利用についても
78％から利用したいとの回答があった。特に、0歳
児の親からは91％から便利、94％から継続利用
の回答があるなど高い評価があった。

図4　アプリの利便性

「使いやすくシンプルで見やすい、デザイン・色
などもよかった」との意見が多かったが、使い勝手
の悪い点としては、地図の動きなど画面の反応・
操作性への意見であった。
　また、アプリの利用をきっかけとして、35％が「イ
ベント」に参加、33％が「おでかけスポット」の施設
を利用しており、これまで届いていなかった層へ情
報が到達しているという結果が得られた。
　本アプリの特徴でもあるトップページのイベント
一覧、マイイベント表示、イベントやスポットの絞り
込み、検索のための生年月や郵便番号の入力、地
図表示などの機能については、役に立たないとの
回答は全て20％以下で、役に立っているとの一定
の評価が得られている。

図2　あさお子育てポータル画面

図3　アプリイメージ

政策情報かわさき No.33 2015.1222



（２）掲載情報への評価から
　「イベント」情報、「おでかけスポット」情報につ
いては、掲載内容のわかりやすさ・役立ち度・見つ
けやすさ・情報量を設問とした。
　「イベント」情報は、掲載内容のわかりやすさは
73％、役立ち度は71％がプラスの高評価をいた
だいた。マイナスの評価（役に立たない）の主な理
由に、「参加したいイベントがない（4件）」、「見つ
けにくい（4件）」であること同様に、見つけやすさ・
情報量については、ともにマイナスの評価が29％
と多かった。自由記述のコメントに機能等の未使
用や誤解に基づく意見も多かったことから、2月25
日にモニターへ改めて「基本的なつかいかた」を
お知らせした。

図5　主な活用データ

　「おでかけスポット」情報は、わかりやすさ・役立
ち度・見つけやすさは、それぞれマイナスの評価
が9％・11％・14％と不満が少ない十分な評価と
なった。情報量については、「イベント」情報同様
に20％が少ないと回答している。
　実証実験を行った1～2月は季節柄、イベントが

少ない時期であったことも情報量が少なかった要
因の一つと考えられるが、いかに多くの情報を掲
載できるかが今後の課題である。
　実証実験では、アンケート回答者100名中、49
名から114件もの自由記載のコメントがあったこと
からもアプリへの関心の高さがうかがえる。情報
内容や機能の拡充など改善に関する意見は、他
の広報の参考になることも多く、また今後の子ど
も・子育て支援施策の検討にも活用できるもので
あった。

（３）アクセス状況から
　アクセスユーザー数は、一日平均41名、週平均
173名で、平日のアクセスが多く、土日・祝日のア
クセスは少ない。モニターへ便利な使い方やアン
ケート依頼などのメールを送信した直後には、アク
セス数が急増していた。
　時間帯別の利用状況をみると、9時台、16～17
時台、22時台にピークがあり、反対に19時台の利
用はほとんどなかった。このことは、平日を子どもと
過ごす母親が多く利用し、夕方と夜のアクセスは、
外出からの帰宅後と子どもの就寝後の時間と思
われる。
　子どもの年齢別では、「イベント」情報に関して
は、0～1歳で「親子で遊ぶ」比率が高く、2～6歳
ではそれが減り「体験学習」が増えている。また、
「イベント」、「おでかけスポット」ともに、居住地に
近い場所を参照する傾向がみられた。
　また、アンケートで4～6歳児の親がイベントの数
が少ないと回答していることに関して、アクセスロ
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特
集

・1/6～2/28を対象として、時間
帯別に　アプリ操作の延べ数を
集　（左：全体　右：アンケート回答
者）・モニター全体、アンケート回答
者共に、9時台、16～17時台、22
時台にピークを持つ。
・全体的に19時台の利用が少ない。
・アンケート回答者は全体と比較し
て20時台～0時台の利用頻度が高
い。

図6　時間帯別の利用頻度
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グからみても参照数は他の子どもの年齢と変わら
ないため、実際に参照した上での意見であること
がわかる。
　モニターへのアンケートのみならず、アプリの利
用状況の分析は、アンケート結果への裏づけのほ
か、今後の施策への活用が期待できる。
　ここで紹介した結果は一例だが、アプリの利便
性や今後の利用での評価は、アプリが有効なもの
として高い関心をもって受入れられたとともに、実
施のイベントや施設の利用を促進する効果も高
かったと考えられる。
　実証実験の検証結果は、今後「かわさきアプ
リ」の構築につなげていくことになるが、麻生区役
所においても、子ども関係機関・団体と共有し、今
後の子ども・子育て支援に役立てていきたい。

５　おわりに

　「あさお子育てポータル」は富士通株式会社のご
好意により実証実験終了後の現在も運用を継続して
いる。市ホームページのＵＲＬからアクセスし、登録す
ることなくどなたでも利用することができる。
　実証実験に御協力いただいたモニターの皆さ
ま、アプリへの情報提供としてのイベント登録作
業を現在も行っていただいている民間事業者の
皆さまには、この場をお借りして感謝申し上げると
ともに、民間事業者の皆さまには引き続き御協力
をお願いし、よりよいサービスの提供に努めてい
きたい。
　子育て支援アプリは、実証実験の検証結果を踏ま
え、平成28（2016）年度の稼動を目指して取り組み
が進められている「かわさきアプリ」の配下で、全市
の情報を提供する予定である。
　子ども・子育て支援の情報発信の課題は、アプリ
だけで解決できるものではない。実証実験中、こども
支援室が主催するイベント（対象者は1歳～就学前
の子の親）でモニター登録者を確認したところ、参加
者全体の12％程度であった。登録していない理由の
ほとんどはスマートフォンを使用していないとのこと
だが、アプリについての関心は高かった。
　実証実験は、職員の広報の意識向上という側面
でも貴重な経験であった。今後とも、情報誌、チラシ、
ホームページなど既存の広報媒体のさらなる工夫
と、アプリを含めそれぞれの特性を活かした使い分

けをするなど、タイムリーでわかりやすい情報提供に
努めていきたい。
　最後に、「あさお子育てポータル」が、『グッドデザ
イン賞2015』、『IAUDアウォード2015』を受賞した
ことをお知らせする。

（あさお子育てポータル）
（参考）http://133.162.247.203/childcare-support/index.html
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（１）保育所待機児童対策の取り組みの意義
　人口減少社会において、サスティナブルな社
会を目指すには、労働力人口はもとより、総人口
を維持していくことが大切である。それには、女
性が個々の能力を発揮して自己実現を図れるよ
う、安心して子どもを預けることができる環境整
備を図ることが必要不可欠であり、その対応施
策の一つが保育所の待機児童対策である。現
在、国を挙げて女性のさらなる社会進出をバック
アップする取組を推進している中、基礎自治体
である各市町村が責任を持ってこの取組を進め
ることが重要である。

（２）川崎市の概況
　全国的に少子高齢化に伴う人口減少が進む中、
川崎市の人口は毎年増加を続けており、特に「20
歳から40歳」の若い子育て世代の割合が高く、就
学前児童数も右表のとおり首都圏近隣の他都市が
軒並み減少する中、一貫して増加している。
　また、民間調査の「住みたい街ランキング
2015（関東版）」では、武蔵小杉が前年の9位

から5位にランクアップし、さらに、「平成26年度
かわさき市民アンケート」においては、「これから
も市内に住んでいたい人」の割合が10年前と比
較して大幅に上昇するなど定住意識の高まりも
みられる状況である。

本市の政策展開から

川崎市の保育所待機児童対策の
取り組み
～安心して子どもを預けられる環境を整備し
　「子育てしやすいまちかわさき」を実現～

こども本部子育て推進部事業調整・待機児童対策担当　担当係長　新村 祐

１　はじめに

２　川崎市の保育所入所状況等の推移
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首都圏政令市の就学前児童数推移（各年4月1日時点）
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　川崎市では、平成22（2010）年4月時点で1,076
人の保育所待機児童がおり、平成23年度から25年
度までの3か年で4,400人を超える受入枠の拡充を
図るなど、年々、待機児童数の着実な縮減を図って
きたが、武蔵小杉等に代表される大型の再開発に伴
う転入者の増加等により、平成25（2013）年4月時
点での待機児童数は438人と神奈川県内ワーストを
記録していた。
　そこで、現在の福田市長が就任直後の平成25
（2013）年12月に、市長直轄の「待機児童ゼロ対
策推進本部」を、また、各区役所には区長をトップと
した「区役所待機児童ゼロ対策推進会議」を立ち
上げ、平成27（2015）年4月の待機児童解消に向け
て、保育受入枠の拡大や区役所窓口の相談体制の
充実等の取組の推進と加速化を図ってきた。その結
果、平成26（2014）年4月の待機児童数は前年の
438人から62人へと大幅に減少（前年との比較で
全国の自治体で2番目の大幅な減少数を記録）し、そ
して、平成27（2015）年4月には、待機児童解消を
達成した。（厚生労働省の「保育所等利用待機児童
の定義」に基づいて算出）

　以下、待機児童解消に至るまでの川崎市の主な
取り組み内容について紹介していく。

（１）待機児童解消に向けた取組の3本柱
①多様な手法を用いた保育受入枠の確保
　平成26（2014）年2月に待機児童対策の基本方
針として策定した「待機児童ゼロの実現に向けた新
たな挑戦」に基づき、認可保育所の整備のほか川崎
認定保育園の拡充や保育料補助の増額など、迅速
に効果的な施策を推進した。　

ア　認可保育所の整備
　平成26年度当初予算では定員1,540人分を
整備する計画となっていたが、待機児童の多い
地域を重点整備地区として指定し、追加募集を
図るなどの緊急対策を実施して、計画を大幅に
上回る1,790人の定員増を行った。既存保育所
の定員増や川崎認定保育園の認可化を含めた
認可保育所と認定こども園の定員の合計は、前
年比2,180人増の22,505人となった。

３　待機児童解消に向けた主な取り組み

新設の認可保育所
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イ　小規模保育事業所の整備等
　保育ニーズが高く、保育所の整備に適した土
地等の空きを見つけることが困難な地域におい
て、限られたスペースで施設整備が可能な小規
模保育事業所を市内4か所に整備した。
　また、既存の家庭保育福祉員や川崎認定保
育園、おなかま保育室から地域型保育事業へ
の移行を進めるなど、待機児童の多い低年齢
児（0～2歳）対策を推進した。地域型保育事業
の施設・定員数は平成27（2015）年4月時点で
43か所、364人となった。

ウ　川崎認定保育園の拡充と保育料補助の
実施
　川崎認定保育園の助成対象児数を前年
3,400人から4,171人へと大幅に拡充すると
ともに、児童の年齢と所得に応じて最大2万円
の保育料補助を継続し、保育料負担の軽減を
図るなど、川崎認定保育園の積極的な活用を
促進した。

②区役所におけるきめ細やかな相談・支援　
　待機児童解消のためには、市民生活に身近な区
役所において、地域の子ども・子育て支援のニーズ
を的確に把握・分析するとともに、保育所の利用を申
請する前段階からアフターフォローにいたるまで、子
どもの預け先を探す一人ひとりの保護者に寄り添っ
た、きめ細やかな相談・支援を実施することが非常に
重要である。そのため、区役所の相談体制の強化を
図るとともに、申請前段階からの相談・支援の実施
や、入所保留後のアフターフォローにおいて、保護者
の保育ニーズと多様な保育サービスとのマッチング
を図るなど、きめ細やかな取組を実施した。

ア　区役所窓口の相談・支援体制の強化
　平成26（2014）年1月に、各区・支所に担当
係長と非常勤嘱託員を1名ずつ配置し、待機児
童対策推進のための体制強化を実施した。
　さらに、同年4月には、利用者支援事業の実
施に向けて各区1名の職員を配置した。

イ　申請前段階からの相談・支援の実施
　各区役所や地域子育て拠点において、保育
所の利用を検討されている保護者の方などを
対象に少人数単位の説明会や相談会などを開
催した。
（開催回数：計114回　参加人数：1,625人）

ウ　入所保留者を対象とした平日夜間と土曜日
の保育所入所相談の実施
　就労等の事情により、平日の日中に区役所に
来庁できない方への相談機会を提供するため、
保留通知発送後の2週間、平日夜間及び土曜
日に保育所入所相談を実施した。
（相談件数：計85組　人数計115人）
　
※各区役所においては、2月～3月の2か月間
のアフターフォロー期間中、入所が保留となっ
た方へ空き施設の情報提供や、保育所の希望
変更に関する相談・対応を集中的に実施
（窓口等での相談対応件数　合計11,285件）

エ　川崎認定保育園の空き情報の提供
　市内126施設の川崎認定保育園と各区役所
とが緊密に連携を取り、各施設の空き情報を毎
週更新し、市ホームページ等でタイムリーな情
報提供を実施した。
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区役所窓口におけるきめ細やかな相談対応

アフターフォロー相談経過の記録票（各区役所）
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オ　受入枠の有効活用に向けた取り組み
　保育所等の内定と川崎認定保育園の予約
を重複している保護者に、早期にいずれかの
施設に入所するかを決めて、入所しない施設
への内定（予約）を解除いただくよう、内定通
知への依頼文の同封や電話での働きかけを
行うなどの勧奨を実施した。その結果、早い段
階で保育受入枠の空き情報の把握が可能とな
り、預け先を探す方への案内へと繋げることが
できた。

カ　区役所における広報等の強化・充実
　各区役所では、入所相談等で窓口に来所し
た方に対して、庁舎内に保育園のマップや川
崎認定保育園の空き情報の掲示を行うなど、
分かりやすい情報提供に努めた。また、川崎
認定保育園のガイドブックの作成や、保育の
様子を映像化しYouTubeへの動画配信を
行うなど、各区役所が趣向を凝らした取組を
実施した。
　さらに、窓口に2台のタブレット端末を導入し、
保護者への情報提供等に活用した。

③保育の質の担保・向上　
　待機児童の解消に向けて保育所等の整備を進め
ている中で、多様な保育サービスの効率的な提供の
観点から、民間の多様な運営主体の参画を促進して
きた。保育所等の施設数の増加とともに、そこに勤
務する職員数も増えており、行政の責務として、保育
の質を担保・向上していくことが重要である。

ア　多様な運営主体の参入に伴う保育の質
確保
　多様な手法による保育所整備を推進してき
た中で、安定した保育の提供と質の向上を図る
ため、設置・運営法人の選考にあたっては、有識
者による選考委員会を実施するとともに、運営
開始後も、指導監査体制の充実を図り、保育の
質の維持・向上に努めた。
　また、民間保育所の運営に関し、条例の基準
を上回る職員配置や嘱託医による健康診断の
実施等を着実に推進するとともに、平成25年度
からは、国の保育士等処遇改善事業を活用し、
民間保育所職員の処遇改善を図ってきた。
　さらに、平成26（2014）年４月からは「新た
な公立保育所」の「民間保育所等への支援」
「公・民保育所人材育成」の機能強化により、
民間保育所等との連携を深めながら、市内全体
の保育の質の維持・向上に向けた取り組みを全
区で開始した。

イ　認可外保育事業の保育の質の向上
　認可外保育施設に対して、川崎市独自の運
営基準を定め、基準を満たす施設に対し運営費
を助成することにより、施設運営の安定と保育
内容の向上等に努めてきた。
　また、平成25（2013）年1月に策定した「川
崎市認可外保育事業再構築基本方針」に基づ
き、認可外保育施設における保育の質の向上
を図るため、新たに「川崎認定保育園」を創設
し、複数あった認可外保育事業の一元化を進
めるとともに、「子ども・子育て支援新制度」にお
ける施設型給付・地域型保育給付の対象とな

保育所における子どもたち

YouTubeにおける施設の紹介（高津区）
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る施設・事業への段階的な移行を促進すること
とした。
　さらに、認可外保育施設における適正な保育
環境や子どもの安全を確保するため、指導体制
を強化し、「認可外保育施設指導監督基準」に
基づく立入調査・指導の充実を図った。

ウ　保育士確保対策の充実
　首都圏における保育所整備の推進に伴う深
刻な保育士不足に対応するため、平成26年度
から「かながわ保育士・保育所支援センター」を
県内自治体で共同運営し、保育士資格を持ちな
がら就職していない潜在保育士の再就職支援
を行うとともに、川崎市独自でも就職相談会や
就職支援セミナーを開催した。

　
（２）横浜市との待機児童対策に関する協定の締結
　女性の社会進出や経済情勢の変化による共働き
世帯の増加、就労形態の多様化やひとり親世帯の
増加による保育ニーズの増大と多様化等に対応す
るため、相互に連携及び協力することにより、待機児
童対策の更なる促進に資することを目的として、平
成26（2014）年10月27日に横浜市と「待機児童対
策に関する連携協定」を締結し、「ともに子育てしや
すいまち」を目指して、両市が連携・協力して相乗効
果が期待される取組を開始した。
　本取組は、内閣総理大臣の諮問機関である国の
地方制度調査会でも、自治体間の広域連携の先進
的な取組事例として取り上げられた。

①協定の連携・協力事項
・市境における保育所等の共同整備

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並
びに横浜保育室及び川崎認定保育園の広域入所
・保育士の確保対策
・保育施策に関する研究及び情報共有
・国等への要請に関すること。
・その他この協定の目的の達成に向けて連携及び
協力が必要と認められる事項

②取組の進捗状況等
ア　保育所等の共同整備
　両市の市境周辺における保育需要を双方に
補完し合える場所への保育所等の共同整備に
ついて、川崎市幸区南幸町に第1弾となる施設
整備を行うことを両市で決定し、平成28（2016）
年4月の開設に向けて準備を進めている。

イ　川崎認定保育園と横浜保育室の相互利用
　平成27（2015）年4月から、川崎市在住の子
どもが横浜保育室を利用する場合に、川崎認
定保育園を利用した場合と同等の保育料補助
を川崎市から実施することとした。

ウ　保育士の確保対策
　平成26（2014）年12月13日に川崎市の
ミューザ川崎において、両市合同で保育士養成
校学生向けのセミナーを開催した。

４　おわりに

　川崎市では、大型集合住宅の開発に伴う転入者
の増加や、待機児童解消の期待感による保育需要
の掘り起こしなどにより、保育の利用ニーズは今後、
さらに増加することが見込まれている。　
　そうした状況において、基本的には待機児童対策
には特効薬はなく、前述した取組の３本柱である①
必要な地域への保育受入枠の確保、②区窓口にお
ける利用者へのきめ細やかな相談・支援、③保育の
質の担保・向上、これらの取り組みを着実に行ってい
くことが求められている。
　待機児童の解消は一度達成して取り組みが終わ
りではなく、解消の状態を継続的なものとしていくこ
とが何より重要であり、子育て中の保護者が、安心
して子どもを預けられる環境を整備し、「子育てし
やすいまちかわさき」を実現していかねばならない。

﹇
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横浜市との協定締結式（横浜市役所）
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　学校給食は、誰もが学齢期に一度は経験する、
学校生活においては、ごく身近で当たり前のような
存在ではないかと思う。
　日本における学校給食は、古くさかのぼり、明治
22（1889）年10月に、山形県鶴岡町（現鶴岡市）
の私立忠愛小学校で、貧困児を対象に宗教的な
救済事業として無償で給与されており、今日の学
校給食とは異なるものであるが、教育の中に給食
を取り入れた先駆けとされている。
　川崎市の学校給食は、昭和13（1938）年頃、
市立川崎小学校において虚弱児を対象に試験的
に実施されたとの記録があるが、昭和21（1946）
年のララ物資（※1）による給食（粉乳等）が川崎市
の学校給食の始まりとして見ることができる。

　文部科学省の資料によれば、学校給食は当時の
世論の絶大な支持を得るとともに広く実施すること
が要望され、その実施率は、昭和22（1947）年3月

には23％であったものが、昭和25（1950）年には
69％へと急速に普及したと記録されている。
　このときは、学校給食に関する法的整備
がなされていない状況であったが、昭和 2 9
（19 5 4）年6月に学校給食法が制定され、学
校給食が学校教育活動の一環であることが
示されるとともに、義務教育諸学校の設置者
（市）は学校給食が実施されるよう努めなけれ
ばならないことが明記され、今日の学校給食の
姿に至っている。
　川崎市においても、翌30（1955）年には、ほと
んどの小学校で、給食内容がパン・牛乳・おかずで
ある完全給食（※2）を実施している。
　なお、給食内容については、学校給食法施行規
則で、以下の3つの形態に分類されている。

本市の政策展開から

市立中学校
完全給食実施に向けた取り組み
～早期実現に向けて～　

教育委員会事務局中学校給食推進室　担当係長　二瓶 裕児

1　学校給食のあゆみ

※1　ララ物資
LARA（アジア救援公認団体：アメリカの宗教団体
及び労働団体の連合体）により、戦後の日本へ提
供された救援物資のこと。

※2　学校給食法施行規則第1条

①完全給食・・・給食内容がパン又は米飯（これらに
準ずる小麦粉食品、米加工食品その他の食品を含
む。）、ミルク及びおかずである給食

②補食給食・・・完全給食以外の給食で、給食内容
がミルク及びおかずである給食

③ミルク給食・・・給食内容がミルクのみである給
食。家庭からの弁当が基本となる。

政策情報かわさき No.33 2015.1230



　入庁後数年経過し、教育委員会総務部学事課に
人事異動となり、そこで就学援助制度を担当するこ
ととなった。

　就学援助制度は、学校教育法で「経済的理由に
よって、就学困難と認められる学齢児童又は学齢生
徒の保護者に対しては、市町村は、必要な援助を与
えなければならない。」（第19条）とされ、学校給食
費も援助の対象となっている。
　人事異動となった新たな職場で就学援助の事
務作業を進めていると、援助の種類の1つに「ミ
ルク給食代」との項目があった。正直、その内容
が分からなかった私は、先輩スタッフに「何です
か、この項目は？」と尋ねたところ、「市立中学校
は牛乳だけ提供されるので、毎日弁当を持ってく
るんだよ。」との説明を受けた。小学校・中学校
の9年間を東京の品川区（品川区では、昭和41
（1966）年から中学校完全給食を実施。昭和
40年代には、東京都区部のほとんどで中学校完
全給食を実施。）で育ち、主食・副食・牛乳がセッ
トの完全給食を当たり前のように毎日食べてい
たという経験しかない私は、当時の先輩の話を聞
き、「牛乳だけでも給食と言うのか。」との印象を
持ったことを記憶している。
　なお、自宅から何らかの理由により弁当を持参で
きない家庭に対する補完的な制度として、平成17
（2005）年1月からランチサービス事業（※3）を実施
している。

　文部科学省が学校給食の現状と課題を把握する
ことを目的に毎年度実施している「学校給食実施状
況等調査」の結果によれば、平成25（2013）年5月
1日現在で、全国の公立中学校のうち、86％が完全
給食を導入している。
　近年、中学校完全給食を導入する自治体は増加
傾向にあり、政令市では、平成22年度に相模原市、
平成24年度に大阪市、平成26年度に神戸市が導
入している。各自治体とも、中学校完全給食実施に
よる食育推進などの教育的効果のほか、健康増進
や子育て支援の側面等についての意義や重要性

2　川崎市の学校給食を知る

3　学校給食実施状況

〔
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※3　ランチサービス事業

民間の調理業者が調理・配送する注文弁当。
1食400円の日替わりメニューで、全額保護者負
担となる。なお、学校給食では、食材料費のみが保
護者負担となる。

川崎市の学校給食の歴史（主なもの）
昭和 13年頃
 市立川崎小学校で試験的に
 虚弱児を対象とした学校給食を実施

 18年頃
 南部工場地帯に近い18校を対象として、
 雑炊給食を実施
 その後、味噌パンと雑炊を隔日に実施
 ―　中断　――――――――――――――
 21.12
 ララ物資により給食を再開
 （粉乳で試験的に実施）

 24.4
 ミルク、味噌汁の給食を実施

 25.10
 パン給食の実施に伴い完全給食を開始
 （一部はミルク、味噌汁のみ）

 25.12
 川崎市教育委員会が設置

 29.6
 学校給食法制定（小学校給食を対象）

 30
 市立小学校45校中、ほとんどの学校で
 パン、ミルク、おかずによる完全給食を実施

 31.4
 学校給食法改正
 （対象範囲を中学校まで拡大）

 38.6
 市立中学校でミルク給食を開始

 56.9
 一部の学校で米飯給食を開始
 （以後、順次拡大）

平成 17.6
 食育基本法制定
 （食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進）

 20.3
 川崎市第１期食育推進計画

 21.4
 学校給食法一部改正
 （学校給食を活用した食に関する指導の充実）

 23.3
 川崎市第２期食育推進計画

 26.3
 川崎市第３期食育推進計画
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から、教育委員会会議において実施方針を決定し
ている。
　なお、都道府県別では、神奈川県は全国で最も低
い実施率となっている。

　昭和38（1963）年以降、ミルク給食を実施してき
た川崎市であるが、これまで幾度か完全給食実施に
向けた検討がなされている。
　記録では、昭和44（1969）年に「中学校完全給
食調査委員会」を設置。このとき、センター方式（※4）

による推進の結論をみたが、実施には至らなかった。
以後、数回の調査委員会が開催され、自校方式、セ
ンター方式の2方式の検討も行われたが、いずれも
実施上問題点が多く、結論が得られなかった。
　その後も、同様の調査委員会が開催され、中学生
の生活実態や学校給食についての考え方等の調査
を行い、川崎市の中学校給食のあり方や方向性に
ついて検討が重ねられてきた。

　

　一方で、保護者の中学校完全給食実施に対する
ニーズは高く、平成10（1998）年3月に実施したア
ンケートでは、約7割の保護者が小学校のような給
食実施を望む結果が得られ、その後も、市議会や教
育委員会に対する陳情・請願も多く提出されてきた。

また、平成23（2011）年3月には、市議会において、
「中学校完全給食の早期実現を求める決議」が、
全会一致で決議され、平成25（2013）年５月には、
川崎市PTA連絡協議会から市議会に対し、中学校
完全給食の早期実現要望の陳情書が２万人を超え
る署名のもと、提出されている。
　そうした保護者等の声も受け、教育委員会会議に
おいても、中学校の昼食のあり方については、しっか
り議論が必要であるとされ、中学校完全給食の調査
研究が本格的に進められていった。当時、健康教育
課で給食係長をしていた私も、中学校完全給食を実
施している自治体への視察による調査研究や生徒・
保護者アンケートの実施など、毎日、中学校完全給
食に関する資料づくり等に忙殺されていた。そのた
め、中学校給食に関する業務以外については、職員
に任せっきりなっていたかもしれない。すみません。
　その後、教育委員会会議において、学校給食法の
目的である学校給食を活用した食に関する指導の
充実、生徒の健康増進と食事の栄養バランス、ラン
チサービス喫食率の現状等について議論を重ね、平
成25（2013）年11月26日に中学校給食の基本方
針（※5）が決定された。

　基本方針の決定後、平成25（2013）年12月1
日付けで、教育委員会内に「中学校給食推進担
当」が配置（当時は担当課長1名）されるとともに、
同月17日には、市長を委員長とする庁内プロジェク
トチーム「中学校給食推進会議」が組織し、全庁
的な推進体制が構築され、検討が一気に加速する
こととなった。

4　施策転換期

5　体制整備

※4　
自校方式……… 各学校の敷地内に調理場を設置し、
当該調理場において自校分の給食を調理する方式
センター方式…… 市有地等に大規模な調理場を設
置し、当該調理場で調理した給食を、複数の学校へ配
送する方式

※5　川崎市立中学校給食の基本方針　
1　早期に中学校完全給食を実施します。 
2　学校給食を活用した、さらなる食育の充実を図ります。
3　安全・安心な給食を提供します。 
4　温かい給食を全校で提供します。 

H25.12.17 第1回中学校給食推進会議の様子
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　また、翌年1月には、中学校給食推進担当の体制
拡充が図られ、「中学校給食推進室」が新たな部署
として設置（当初4名体制であったが、4月には8名、
同年10月には15名、平成27年度現在は16名体制
へと順次拡充。）され、安全・安心で温かい完全給食
の全校での早期実施に向けた検討が強力に推し進
められた。

　中学校給食推進室は休日返上で日夜奔走してい
た。中学校完全給食を実施するにあたり、学校内に
調理場が設置できるか否かなど、市内52校ある全
中学校の施設等の状況を調べあげなくてはならな
い。また、川崎市の財政負担や民間活用ガイドライン
等の施策を考慮し、最も効率的な事業手法を絞り込
む必要がある。さらには、検討の進捗を市議会、教育
委員会及び中学校給食推進会議に対し適宜説明す
るとともに、ＨＰ等による市民への情報提供を怠って
はならないからである。
　また、実施手法等の検討と併せ、川崎市の特色を生
かした給食や給食時間のあり方など学校運営上の諸
課題に対し、校長や教職員とともに、川崎市PTA連絡
協議会にもご協力いただきながら検討を進めていった。
　そうした検討の結果、平成26（2014）年8月に
「川崎市立中学校完全給食実施方針（素案）」を公
表し、パブリックコメントや保護者説明会を経て、同
年10月に、市内３箇所にPFI方式（※6）による学校給
食センターを整備すること、平成28年度中に全校で
完全給食を開始することなどをとりまとめた「川崎市
立中学校完全給食実施方針」が決定した。その後、
PFI方式による整備手続きを進める中で、建設需要
のひっ迫、建設人材・建設資材の不足等の状況から
事業スケジュールの見直しを行い、平成28年度中に
一部の学校において、平成29年度中には全校にお
いて完全給食を実施することとした。
　事業スケジュールの見直しがあったものの、検討
着手から実行段階までのスピード感は、他都市でも
類を見ないものであり、全庁的な推進体制が実を結
んだ結果といえる。

　この原稿を書いている平成27（2015）年9月現在、
中学校完全給食実施に向けた準備は着々と進めら
れ、学校給食センターについてはPFIの整備等事業
に係る落札者が決定するとともに、各学校の配膳室
等の給食関連施設の整備も計画的に実施している。
　また、平成28（2016）年1月からは、小中合築校
舎である東橘中学校で、試行実施を行うことも決定
している。
　中学校完全給食の実施が形になってきた。ただし、
学校給食を実施する上での課題は多い。紙面等でも
報じられているように、給食費の未納は大きな社会問
題となっている。また、学校給食に起因する事故も絶
えない。平成8（1996）年の堺市での腸管出血性大
腸菌O157集団食中毒、平成24(2012)年の調布市
での食物アレルギー事故など、それぞれ尊い命が失
われる悲しい事故も起きている。これらも教訓に、安
全・安心な中学校完全給食実現の検討は終わりを見
ないのである。

8　おわりに

　川崎市における中学校給食事業は、完全給食導入
が目標達成ではなく、前述の事故も教訓に、安全・安
心な学校給食を提供し続けることが第一目標であり、
現在、ようやくスタートラインに立ったに過ぎない。学
校給食は、栄養士が児童・生徒に合った栄養量を考慮
した献立を作成し、調理員が丁寧に手間をかけて調
理する。給食時間は先生の食育指導とともに、全員で
楽しく食べる時間。また、学校給食を生きた教材とし
て活用し、統一的な指導によるさらなる食育の充実が
図られ、子どもたちの食に関する正しい知識と望まし
い食習慣を形成し、生涯を通じて健康で活力ある生
活を送る基礎を培うものである。そうした、中学校完
全給食の目指す礎づくりに今後も尽力していきたい。
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7　中学校完全給食実施に向けた課題

6　中学校完全給食実施に向けた検討

※6　PFI方式（Private Finance Initiativeの略）　
公共施設等の建設、維持管理、運営等を、民間の資
金、経営能力及び技術的能力を活用して行う方式

（仮称）　川崎市南部学校給食センター　イメージ図　
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　現在、川崎市では、「伝える」広報から「伝わ
る」広報への転換に向け、各広報媒体のより効果
的な情報発信について、広報の基本方針や手引
書の策定、各種研修の充実など、様々な取り組み
を進めている。
　この全市的な動きと合わせ、市民・こども局広
報課が所管している広報紙「かわさき市政だより」
（以下「市政だより」という。）についても、市民に対
する情報発信力をさらに高め、読者層をより一層拡
大し、さらに見やすく市民に手に取ってもらえる魅力
ある紙面づくりに取り組むことが求められている。
　このような状況を踏まえ、創刊から66年が経過
した平成27（2015）年7月、「市政だより」は全面
リニューアルを実施した。
　本稿では、その取り組みについて紹介する。

２　リニューアルの経緯

（１）「市政だより」の発行の歴史
　「市政だより」は、昭和24（1949）年5月に「川
崎市市政時報」として創刊した。当時は現在のよ
うに各世帯配布ではなく、5世帯に1部の回覧で

あった。創刊号が公文書館に残されているが、海
外邦人の本土への引き上げや、GHQ（連合国軍
最高司令官総司令部）に関する記事、食糧の配給
に関する情報など、当時の社会状況が反映されて
いる。その後、昭和32(1957)年5月に「川崎市政
だより」へ改称すると同時に各世帯配布となり、昭

本市の政策展開から

かわさき市政だより
リニューアル

市民・こども局市民生活部広報課　担当係長　萬田 聡一

1　はじめに

川崎市市政時報（創刊号）
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和51（1976）年8月からは現在の「かわさき市政
だより」として、今日に至っている。

（２）「市政だより」の概要
　「市政だより」は、発行日が毎月1日と21日で、1
日号がタブロイド判8ページ、21日号が同4ページ
となっている。
　配布方法は、1日号が町内会・自治会などを通じ
て、21日号が日刊7紙（朝日・神奈川・産経・東京・
日経・毎日・読売）朝刊に新聞折り込みとなってい
る。また、その発行部数は1日号が月約58万部、
21日号が月約42万部にも及び、年間の発行部数
は1,200万部を超えるなど、川崎市が発行する刊
行物の中でも最大の発行部数となっている。
　また、視覚障害者向けに点字版、録音版も発
行しているほか、市ホームページでも、電子ブック
版、PDF版、テキスト版を掲載している。
　紙面で使用している色については、リニューア
ル前の平成27（2015）年6月時点では、紙面の半
分のページがフルカラー（4色刷り）で、残り半分
のページは2色刷りであった。

（３）「市政だより」の特徴
　この「市政だより」であるが、その広報効果は
どのようなものであろうか。平成26（2014）年度

に行った「かわさき市民アンケート」によると、「川
崎市の情報を得る方法」として、「市政だより」が
65.5％で、第１位となっている（図1）。なお、同ア
ンケートでは併せて、選挙や区民会議において市
民が得ている情報源についても調査を行っている
が、こちらも「市政だより」が第1位と、市民への広
報手段として高い効果があることがわかる。
　この傾向は他都市においても同様で、横浜市が
平成25（2013）年度に実施した「横浜市の広報
に関するアンケート調査報告書」によると、市政情
報の入手方法について、市広報紙が7割以上を占
めるなど、インターネット環境の普及や自治体ホー
ムページの充実が進む中でも、紙媒体である自治
体広報紙が未だ高い広報効果を持つことが読み
取れる。

（４）「市政だより」の課題
　このように、市民に対して高い広報効果を持つ
「市政だより」であるが、その効果は、どの年齢層
でも同様ではない。
　先述した「平成26年度かわさき市民アンケート」
では、20歳代の約8割が「市政だよりを読んでい
ない（またはほとんど読んでいない）」と回答してい
る。なお、この年齢層における最も多い回答は、「特
に市の情報を得ていない」であり、若年者層におい
て、市政への関心が低い現状が読み取れる。
　今後、市の中核を担っていくであろう、これら若
年者層に川崎市について関心を持ってもらい、市
政に参加してもらうためには、特にこの年齢層へ
伝わるための効果的な情報発信が重要となる。
　また、これまでの「市政だより」が抱えていた
問題として、記事の不掲載の課題がある。「市
政だより」は、現在、各局・区から年間1,500件
程度の掲載依頼が寄せられているが、紙面の
制約などから、依頼記事の約4割が載せられな
い状況が続いている。このため、より多くの記事
を紙面に掲載する工夫が求められている。
　以上の課題を解決するため、現在の主要読者
層である中高年層に配慮しつつも、幅広い年齢層
の市民が手に取りたくなるような、効果的かつ魅力
あるデザイン、特集、そして記事の掲載本数の改
善を目指すこととなった。
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図1　平成26年度かわさき市民アンケート結果
　　　（川崎市の情報を得る方法）
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（１）紙面の全ページフルカラー化
　これまで半分のページが2色刷りだった紙面を全
ページフルカラー化し、写真やイラストを効果的に
使用した。また色彩で視覚的な変化を付け、色によ
る情報の検索がしやすくなるなど、より見やすい紙
面を目指した。なお、フルカラー化にあたっての一
番の課題は、印刷コストの問題であった。仮に、1部
あたり1円の単価上昇が発生した場合、年間発行
部数に相当する1,200万部で計算すると、年間で
1,200万円のコスト増となる。このため、今回のリ
ニューアルでは、発行にかかる経費全般について
見直しを行った。このうち、最も大きな効果が出たの
は、使用する紙の見直しであった。今回のリニュー
アルでは、これまでよりも紙の重量を約13％軽量化

している。紙を軽く（つまり薄く）したことによりフル
カラー化を実現しつつも、これまでより少ない印刷
コストで発行することが可能となった。また、紙の重
量軽減は、「市政だより」を各世帯に配布していた
だく町内会・自治会等の配布時の負担軽減につな
がっている。

（２）ユニバーサルデザインフォントの採用
　これまで、「市政だより」では、読みやすさを重視
して、フォントサイズ（文字の大きさ）を大きくしてき
た経緯がある。一方で、文字を大きくすることは、記
事の掲載本数が減ることにつながる。
　このため、今回のリニューアルを契機に、改めて
紙面の読みやすさについて調査・検討を行った結
果、これまで使用してきたフォントに替わり、新たにユ
ニバーサルデザインフォントを採用することとした。

３　リニューアルの手法

図2　ユニバーサルデザインフォント（株式会社モリサワ「UD書体」頒布用カタログから抜粋）

文字のかたちが
わかりやすいこと

文章が
読みやすいこと

読みまちがえ
にくいこと
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ユニバーサルデザインフォントとは、その名のとお
り、ユニバーサルデザインの観点から「あらゆる人々
にとって読みやすいデザインである」ことを意識して
開発されたフォントである。近年、フォントメーカー各
社が様々な製品を開発しているが、今回のリニュー
アルでは、株式会社モリサワのユニバーサルデザイ
ンフォント「ＵＤ書体」を採用することにした。同社
によると、「UD書体」は「わかりやすく」、「読みや
すく」、「読み間違えにくい」という3つのコンセプト
を基に開発されており（図2）、この書体を使用する
ことで、高齢者や弱視者など、誰にでも優しく読み
やすい紙面となった。なお、同書体の採用に伴い、
フォントサイズは15級から14級に１級分小さくして
いる。文字の大きさが若干小さくなるが、ユニバー
サルデザインフォントや、行間や文字間のバランス
を調整することにより、可読性はこれまでよりも向上
し、より見やすい紙面となっている。また、フォントサ
イズを小さくしたことにより、紙面に掲載できる情報
量も約10％程度向上している。
　このことに加え、記事の記載方法なども、より簡潔
にするなど工夫を行い、ページ数が変わらないにも
かかわらず、リニューアル前に比べ記事の掲載本数
は向上している。

（３）特集の制作
　「市政だより」の特集は、紙面の表紙も兼ねてお
り、市民に手に取ってもらえるかどうかは、特集の出
来にかかっていると言える。しかし、これまでは職員
が構成原案を作成していたため、思わず手に取りた
くなるようなデザイン性の高い紙面づくりが難しかっ
た。
　また、編集スケジュールの関係上、記事の内容が
単なる事業紹介や施設紹介にとどまって、市民に何
をしてほしいかといった訴求ポイントが不明確になっ
てしまうといった課題もあり、今回のリニューアルに
合わせて、改善を行うこととなった。
　まず、デザインについては、全ページフルカラー化
によって、紙面で表現できる幅が広がったことと、編
集工程を見直して、企画段階から制作会社に加わっ
てもらうことにより、特集テーマに対して最も効果的
な編集とデザインを実現することができた。なお、制
作会社についても、新たに公募型プロポーザル方式
を導入することにより、限られた予算で、より高度な

創造性・技術力を有する業者の選定が可能になった。
　また、特集の内容の充実についても、編集スケ
ジュールを工夫することにより、これまで１号につき、
1ヶ月程度だった特集の編集期間を最大で3ヶ月程
度とすることにより、企画や取材の充実に取り組んで
いる。リニューアル第1号である、7月1日号では約10
回の取材・撮影を実施。また、より市民に親しみやす
い特集とするために、積極的に市民や職員などを紙
面に登場させ、興味や関心を持って読んでいただけ
るような内容となっている。

（４）若年者層を取り込む新企画
　若年者層の取り込みは今回のリニューアルの
目的の一つであるため、リニューアル4ケ月前から
その準備が進められた。制作業者からの提案も含
め、広報課内で複数案を検討し、最終的に決定し
た企画が「輝け!!川崎の星」である。この企画は、
様々な分野で頑張っている市民、すなわち、川崎
の「星」を紹介することにより、若年者層に「市政
だより」を手に取ってもらうきっかけづくりを図った。
「子どもが紹介される」、「所属していた部活が紹
介される」、「母校が紹介される」、「子どもの学校
が紹介される」など、自分や家族に関係する内容
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特集（表紙）（7月1日号・10月1日号）

特集の写真撮影風景（10月1日号）
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が掲載されることで、「市政だより」への関心も高
くなり、若年者層だけではなく、親の世代を含めた
閲読率の向上も狙っている。この企画をきっかけ
に、大人になっても「市政だより」を手に取り、読ん
でいく「プラスのサイクル」となることを目指した。
　この「輝け!!川崎の星」であるが、QRコードを使っ
てYouTubeの川崎市チャンネルと連動させたとこ
ろ、視聴回数が4ヶ月間で2,500回を超えるなど、大
きな効果が出ている。

（５）紙面の魅力を向上させる様々な仕掛け
　典型的な紙メディア
である「市政だより」だ
が、今回のリニューア
ルでは、近年のＩＣＴ技
術の進展に合わせ、い
くつかの新しい試みを
行っている。
①電子ブック
　「市政だより」は、町内会・自治会等経由または、
新聞折り込みにより配布しているが、町内会・自治
会未加入者及び、新聞未購読者への配架が課題
になっている。このため、公共機関、駅、スーパー、
コンビニエンスストアでの配布のほか、市ホーム
ページ上でも掲載するなど、市民が「市政だより」
を身近に閲読できる環境づくりに取り組んでいる。
このうち、市ホームページでは、これまでHTML
版、PDF版及びテキスト版を掲載していたが、読

みやすさの面で課題があった。このため、新たに
「市政だより」を電子ブック化して、PCやスマート
フォン、タブレット上で快適に閲読できる環境を作
り、読みやすさと閲読環境の充実を図った。電子
ブック版の導入と合わせて、市ホームページでも
ピックアップ情報で「市政だより」を取り上げるな
どした結果、各号のページビュー数はリニューア
ル前に対して2倍近い伸びとなっている。

②ＡＲ（拡張現実）
　ＡＲとは拡張現実と呼ばれ、写真をトリガーとする
ことで、施設や風景、人物のムービーを見せることが
できる仕組みである。紙面にある画像をトリガーとし
て認識させることによって、画像にスマートフォンやタ
ブレットをかざすだけで、動画等のコンテンツを表示
させることが可能になる。現在は、専用のアプリをイ
ンストールする必要があるなど制約があるが、今後、
様々な展開の可能性がある。

４　おわりに
　広報課では今回のリニューアルについて、今後、
読者アンケートやインターネット調査などの効果検証
を行う予定である。ここからわかることをさらに紙面
に反映させていくこともできるだろう。
　また、今後はスマートフォンやタブレットなどとの連
携など、さらなるＩＣＴの活用も求められる。
　広報課では、これからも「市政だより」を使って、市
ではどんな事業をやっているのか、そして、川崎には
どんな地域があって、そこにはどんな歴史や文化が
あり、どんな人たちが関わっているのか、ということを
発信することにより、市民の市政への関心を高め、川
崎への愛着・誇り（シビックプライド）の醸成につなげ
ていきたいと考えている。

7月21日号「輝け!!川崎の星vol.1」

川崎市チャンネルに掲載した「輝け!!川崎の星vol.1」

専用アプリをインストール
した端末を画像にかざす

写真に対応したAR動画が
再生される

▶
写真提供：株式会社文化工房

「電子ブック版市政だより
（7月1日号）」
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　市民・こども局では、区役所が管理する施設に
ついて、改修・補修や設備の更新、そして庁舎の建

て替えを実施している。私は、区役所の建て替えと
しては平成9（1997）年多摩区役所以来となる幸
区役所庁舎建て替えに関わることができた。私が
3年前に市民・こども局に配属された時にはすでに

本市の政策展開から

幸区役所新庁舎竣工に思うこと
～100年後の幸区役所庁舎に思いを馳せて～

市民こども局企画課　担当課長 　木上 浩

１　はじめに

図1　 区役所ゾーン配置図　
 新庁舎は既存の公共施設に
 囲まれて配置されている

文化センター

スポーツ
センター

健康福祉プラザ
こども文化センター

区役所
新庁舎
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図2　旧庁舎竣工時の各課所フロア配置
　　  （延床面積5,992.79㎡）
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工事が着工されていた。工事の邪魔にならないよ
う現場に行くことは控えていたが、幸区役所やまち
づくり局からの工事進捗報告を一喜一憂しながら
見守り、進行管理してきた。
　それでは、5月7日にオープンした新庁舎を、実際
に見てみよう。（図１）

（１）100年前の幸区
　最寄りのバス停「幸区役所入口」を降り、幸文化セ
ンター（市民館・図書館）の方に歩くと、入口前に、赤
い御影石の石碑「川崎市水道発祥地之碑」がある。
　約100年前、一帯に、戸手浄水場が建設された。別
の説明板に、「かつてここには、 市内最初の近代水
道施設である戸手浄水場がつくられ、 飲料水に恵ま
れなかった川崎町の水事情が一変した。」とある。
　戸手浄水場の完成が、川崎市誕生のための大き
なきっかけとなっていたのだ。

（２）幸区役所（旧）庁舎
　幸文化センターの隣では、駐車場と多目的広場の
再整備が行われている。ついこの間まで、旧庁舎が
建っていた場所である。
　昭和47（1972）年、区制施行により幸区が誕生
し、昭和 50（1975）年10月に幸区役所、幸福祉事
務所、水道局幸営業所、幸土木事務所および職員
研修所からなる庁舎が竣工した。（図2）
　竣工時は、多くの機関をコンパクトに収めた庁舎
だったが、行政に対する時代の要請に応えた結果、

機能が多様化し、庁内で働くスタッフが増えて手狭
になってきた。近年は限られたスペースに無理に配
置することも目立ち、同じ課が異なるフロアに分かれ
ることもあった。

（新庁舎の配置と概要は図1および表1を参照）
（１）外観
　各階に深い庇がある新庁舎が見えてきた。深い庇
は、夏の直射日光を防ぎ、冬の日差しを執務室の奥
まで取り込むことができる。冷暖房の負荷を減らし、
環境に配慮した地球にやさしい庁舎となっている。
　コンクリート打ち放しの柱に手を触れてみると、な
ぜか温もりを感じる。コンクリートの型枠に美しい木
目の杉板が使われており、杉の板目模様が写し取ら
れていた。まるで、無垢の木をなでているような柔ら
かな感触である。（図3）

（２）わかりやすい案内サイン
　庁舎内はフロア全体が見渡せる無柱空間であり、
床から天井までガラス窓のため明るく開放的だ。
　そして2階へ。エレベーターを降り廊下の端から執
務室を眺めた。全ての課が見渡せて、壮観である。こ
のフロアの案内表示はオレンジ色に統一され、すっき
りと見やすい。初めての来庁者も、まず迷うことはな
いであろう。
　サインに関して「区役所等庁舎案内サイン整備の
考え方（H23.7　総合企画局自治政策部）」がある。
サイン計画は、ユニバーサルデザインの考え方に基
づき、誰でもわかりやすい表示になるようにする。

①ピクトサイン（イラストでわかりやすく表現されたサ
イン）を活用すること、

２　川崎市の礎となった戸手浄水場

3　新庁舎

図3　新庁舎のコンクリート柱
　　  柱の表面に木目（もくめ）模様が写し取られている
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②スムーズに目的場所にたどり着くよう、来場者の動
線を考慮して必要な箇所に必要な情報を表示すること、
③総合案内サインや各階フロア案内サインへの外
国語表記を含むわかりやすい表示にすることを、注
意して計画することになっており、幸区役所もこの考
え方に沿っている。

（３）ゆとりあるフロア
　2階は、高齢・障害課、児童家庭課、こども支援室、
保護課がある。廊下が広く、カウンターの仕切りによ
りプライバシーを適度に保護できる。
　毎年8月に児童扶養手当の認定業務がある。旧
庁舎では狭あいのため、別フロアの会議室に臨時窓
口を設けざるを得なかった。竣工後はゆとりある待
合スペース兼廊下で市民が快適に利用できるように
なった。
　時には乳幼児連れの市民が訪れることもあり、ス
タッフは廊下の一角に設けたキッズスペースのふち
に一緒に腰かけて相談に乗ることもあった。
　開放的なフロアについて、児童家庭課を一例に考
えてみる。
　ここでは、通常の保育園の入所申請のほか、母子
保健に関する相談を受けるなど、児童虐待の防止に
関するさまざまな取組を行っている。
　この時、保護者や家族が障害者であったり、生活
保護受給者であったりと、それぞれの家庭で様々な
課題が絡み合っていることが多く、課をまたいで多職
種が連携するが、関連している部署が一つのフロア

に集約されている効果は計り知れない。

（４）グループデスク
　幸区では区役所庁舎で初めて「グループデスク」
を取り入れた。市では新築された消防署で導入さ
れ、交代勤務の職場空間の有効活用に効果をあげ
ている。
　スタッフ専用の机はなく、長机をグループで使用
する。個人には専用の引き出しが割り当てられる。
毎日帰宅時には机上の書類を個人の引き出しか、
共用ロッカーに片付けなければならない。このた
め、常に机の上には必要最小限の書類しか置かれ
ておらず、幸区のフロアの視認性の良さに役立っ
ている。
　また、毎日書類を片付けるため、不要な書類の減
量が進み、スペース活用の効率化が図られている。
　職員個々が、日々書類（公文書）に対して意識する
ことは、働き方や仕事に対する考え方を変革するこ
とにつながる。ただ、このシステムを生かし、効果を
持続させるためには、定期的に研修等を通じて、グ
ループデスクの利用ルールを確認していく必要があ
ろう。
　なお、個人の引き出しは可動式で、毎年の職員
配置替えにおいて、引き出しを移動させるだけで引
越しが済んでしまうという副次的なメリットもある。

（５）市役所改革は、幸区役所から
　幸区役所は高層にせず、あえて4階建てにおさえ、
その分、各フロアを広くした。柱壁で遮られていない
広いフロアに執務室を配置し、グループデスクを導
入することにより、スタッフの顔が書類に隠れること
がなくなった。市民にわかりやすくスタッフが働きや
すい明るい庁舎になった。
　グループデスクの導入で書類について毎日考える
ことをきっかけにして、幸区職員の意識は少しずつ変
わっていくであろう。
　2階の廊下から執務室を見ていたとき、若い男
性スタッフが、爽やかに声をかけてくれた。スタッ
フの心配りで、来庁者が気持ちよく利用できる
と感じた瞬間であったが、こうした新感覚の職員
が、異動により市役所の全部署に拡がることで、
市役所が良い方向に変革していくのではないだ
ろうか。
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表1　区役所ゾーンの概要
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　ここで、新庁舎の建て替えがどのように検討され
たか経過を振り返ってみたい。

（１）今後求められる庁舎の姿とは？
　新庁舎は、幸区の他の地域でなく、今までどおり文
化センター、スポーツセンター、および健康福祉プラ
ザ・こども文化センターと、駐車場および多目的広場
からなる公共施設ゾーンに建築されることになった。
これにより、単なる新庁舎の建て替えでなく、既存の
施設も含めた整備のあり方を考え、幸区の新しい行
政サービス拠点としての整備が検討された。
　これからの庁舎は単なる行政サービス提供の場
だけでなく、市民が協働することにも重きを置いて
いる。
　平成21（2009）年7月に「幸区役所庁舎整備地
域協議会｣を設置し、新たな区役所の庁舎の整備に
ついて、市民や学識経験者らと協議を行い、方針が
策定された。
　ここでの議論が基本方針(5つの柱)となり、コンセ
プトとして新庁舎に反映されている。（図4）

（２）未来の幸区を担う子どもたちの声は？
　翌年地域協議会は、地域の人たち、総合科学高
校の生徒たち、学識者、区職員からなる検討部会を
設置した。「広場づくり」と「コミュニティエリアづくり」
それぞれ10名程度の検討会でワークショップなどを
通じて議論をしている。
　「広場づくり」検討会では、未来を担う子どもたち
の声を重視した。なんと、幸区内の市立小学校全校
に、5年生と6年生を対象としたアンケートを実施した
のだ。小学生からは実に2,200通もの手書きの回答
が寄せられた。また、幸区内の子どもたち8チーム40
人が、屋外の区役所ゾーンを探検し、模造紙にドリー
ムマップを描くワークショップも行われた。
　「コミュニティエリアづくり」検討会においても、コ
ミュニティエリアの模型や一週間の時間割を作成す
るなどして、「あり方」を議論している。

（３）東日本大震災を経験して
　基本計画の策定作業が終わった平成23（2011）
年3月、東日本大震災が起こった。区役所は災害時
の情報拠点として重要な位置にあることを、再認識
させられた。
　これまでの議論を防災の視点でみつめなおし、設
計にとりかかった。
　東北の津波による浸水被害は、地下や低層階に
ある機械が水につかり、庁舎の機能を麻痺させるこ
とも気付かせられた。区役所は、たとえ地震や洪水な
どで被災しても、ただちに復旧して、区災害対策本部
が設置できる機能を持たねばならない。
　設計・施工にあたっては、例えば浸水被害を受
けた場合でも、情報拠点機能を維持するために非
常用電源装置を屋上に設置するなど、基本計画ま
での議論に加えて、より善いものを追求し、反映し
ていった。
　庁舎整備は、方針や計画策定のために参加した
市民代表や、パブリックコメントに意見を寄せた市
民の声を、計画に反映させてきた。しかしそれだけ
でなく、直接関われなかった人たち、転入者、子ど
もたち、将来生まれる赤ちゃんなど、今、声を届ける
ことができない市民の声も想像しなければならな
い。数十年後に皆が振り返った時に、「良かった」
といわれる区役所にしなければならないと私は考
えている。

４　これからのモデルとなる区役所をめざして

図4　幸区役所、「さいわい広報特別号」、
　　  平成27（2015）年3月27日
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（１）グランドオープン
　現在区役所ゾーンの外部空間を一体的に整備
しており、緑が連続する歩行者空間や市民がアク
セスしやすい多目的広場、大規模イベント時には
多目的広場と一体利用が可能な駐車場などがで
きあがる。
　広場づくり検討部会で子ども達と一緒に考え
たことや、地域協議会で議論したことが、平成28
（2016）年の外構工事完成によって形になる。ここ
でようやく区役所ゾーン全体のグランドオープンとな
るわけだ。
　今後、地域との協働の拠点として、多くの市民が
集うことになるだろう。

（２）庁舎長寿命化
　建物を長持ちさせるには、日ごろのメンテナンス
と、適切な時期の改修が必要である。特に屋根、柱、
梁などの主要な建物の躯体が健全な状態であるよ
うに、目をかけ、手をかけてやらねばならない。
　欧米では、築百年、二百年の建物が現役で使われ
ていることは珍しくない。これらは例外なく、建物管
理者などがきちんと手入れをしている。
　日本ではあまり見られないが、アメリカでは父親が
日曜大工で自宅の壁のペンキを塗り替えるという話
はよく聞く。決して専門家任せにはしない。
　新庁舎は長寿命化の仕組みをきちんと取り入れ
ている。前述の深い庇もそのひとつだ。メンテナンス
バルコニーとして建物の躯体を区役所スタッフ自ら
が直接確認できるようになっている。日ごろの点検
で異常が見つかっても、大掛かりな足場を組むことな
く、補修することが可能だ。
　川崎市の資産マネジメントの取組戦略の一つ「施
設の長寿命化」で、「予防保全による財政負担の縮
減・平準化」が基本的な考え方となっているが、この
前提となる「日常的・定期的な保守点検の実施」が
容易な庁舎といえる。

（３）100年庁舎
　広場についてのアンケートに参加した子どもたち
は当時小学5,6年生だった。現在（平成27(2015)
年）は、高校1,2年生になっている計算になる。次の

参議院選挙では選挙権年齢が18歳以上に引き下げ
られることから、中には投票できる大人になっている
人もいることになる。彼らと一緒になって考えた幸区
役所はこれからどうなるのだろう。
　私は庁舎の打ち放しの外壁を触れながら、月日を
経るうちに、これがどのように変化していくのか思い
を馳せると共に、これから生まれてくる子どもが大人
になった時のことを想像した。
　今後も行政の役割は変わり続けるであろう。市民
がもっと主役の社会になっているかもしれない。そし
て遠い将来、幸区役所庁舎は、全く別の機能の（お
そらくそれは民間の）施設に変わっているかもしれな
い。そうであったとしても私は、50年後、100年後も
市民に愛され続ける建物として残っていると信じて
いる。
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５　今後の幸区
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早川　   あの～、対談です、お二人さん。…実は今
回、僕の強い希望でこのような誌面になりまし
たけど…ご迷惑だったりして？

石郷岡　 いえいえ。こちらこそ「記事にするなら読
みやすく面白いものを」と考えていたので、あ
りがたかったです。

早川　 それなら良かった。では事業と同じく、今
回の紙面も私たちオジサン３人で楽しい紙面に  
しましょうか（笑）

 　 早速、「仮面ウォーカー　タージマン」※に
ついて色々とお話を聞かせてください。

【仮面ウォーカー　タージマン降臨】
早川　 まずね、僕がタージマンを初めて知ったの
は局長会議資料で川崎区から紹介されていた
からなんだけど、それが程なくタウンニュース※

    でも紹介された。これがまぁ衝撃的で。
  それで一気に「タージマンＬＯＶＥ！」ってなっ
ちゃった。

現場の目　

安全安心な川崎市へ、
シャキーン！

川崎区役所田島支所区民センター　主任 望月 幸夫
川崎区役所田島支所区民センター　地域振興係長 石郷岡 健一
総務局危機管理室　担当係長 早川 雄大

★紹介しよう！　タウンニュース4月24日号にお
いて、あろうことかタージマンにモザイクがかけ
られていたのであーる！
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石郷岡　 （笑）確かにあれは反響良かったですね。
早川　 ・・・・・あれって、わざと？
石郷岡　 わざとです。まぁ裏話としては仮面デザ
インを修正中だったってこともあったのですが、
役所のルールとして「報道発表前の一般公開
はまかりならんよ」ということでしたので、「なら
モザイクかけちゃえ！」みたいな。

早川　 っていうか、普通は発表後に広報するんだ
けどね（笑）

望月　 その前に実は１回外に出て啓発しているん    
ですけどね（笑）

早川　 いずれにしても、あのタウンニュースの記
事は危機管理室の中でも評判でした。突如とし
て現れた田島のヒーローは、小さなお友達だけ
じゃなくて、僕ら「大きなお友達」のハートも射
止めたと思います（笑）

　  田島地区での反響も良かったでしょう？
望月　 すごかったですね。最初に行った幼稚園の
交通安全教室で、事前の打ち合わせの時点か
ら先生たちに大好評、当日は園児のみんなが
手を振ってくれて、握手を求めてくれて。

  初めて見たヒーローだったのにも関わらず、予
想以上の子どもたちの喜びようが嬉しかった
し、何より「タージマンで交通安全の啓発を推
進できるんだ！」という手ごたえが嬉しかった。

  ただただ、マスクの中で感動に浸っていました。
石郷岡　 交通安全教室※は以後何回かやりまし
たが、どこも大盛況でした。

★説明しよう！「交通安全教室」とは

　保育園・幼稚園・小学1年生は安全な道の歩き
方を、3年生は自転車の乗り方の教室を行うもの
なのであーる。

　なお田島では、川崎警察署・川崎臨港警察署と
協力し、小学生の親にも声をかけ交通安全教室
も行っているのであーる。

早川　 タージマンは田島支援学校にも行っていま
すよね。

望月　 人数としては教室やキャンペーンに比べた
ら少なかったのですが、子どもたちの熱気とい
うか、食いつきがすごかったです。登場直後に

ヒーロー好きの子どもたちにもみくちゃにされ
て本当に嬉しかったです。

田島支援学校でタージハンダップ！

早川　 それはほんとに素晴らしい。やっぱり子ども
たちってヒーローが大好き。

  僕も子どもを連れてヒーローショーに行くのだ
けれど、そこでは、多くの親が事前にネットで調
べたのか、ショーが始まるだいぶ前からレジャー
シートを拡げて場所取りして・・・とにかく親子の
熱気がすごいんです。

望月　 そうですよね。親からすると、そうやって子
どもが喜ぶ顔を見て「ああよかったな」って思
うのと同時に「子どもたちを守らなきゃなぁ」と
いった意識も持ってもらえるんじゃないかって思
います。

【タージマン誕生前夜】
早川　 タージマンはどうやって誕生したんですか？
望月　 まず、交通安全にキャラクターを登場させ
たいって発想は、娘の幼稚園に啓発に来たネコ
の着ぐるみの言っていたことを、娘が特に良く
覚えていた経験から、「やっぱりキャラクターの
発信力は強いな」と感じていまして。

  同時に「でも僕がやるなら昔から好きだった　
ヒーロー物がいいな」ってことで、時間をかけて
構想を膨らませていきました。

早川　 でもこういうことって考え付くのも大変な
ら、実際に形にする事の難しさはそれ以上だ
と思うのだけど、石郷岡さんとの出会いが大き
かったんですか？

望月　 そうですね。石郷岡さんが係長として来
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て、雑談の中でタージマンの構想を話しまし
た。そうしたら、最初は冗談半分ながらも、実現
化に向けてどんどん協力してくれた。

  この出会いが無ければタージマンは生まれませ
んでした。

早川　 望月さんからタージマンの話をされたこと　
をきっかけに、石郷岡さんも一緒になってター
ジマンの製作に携わっていくわけですが。

石郷岡　 そうですね、元々、望月さんってタージマ
ン以外にも色々と発想のある人で、「何か一緒
に形に出来れば」と常々思っていました。

  そんな折にタージマンの話をされて。
  確かに最初は正直僕も「実現できる」とまでは
思っていませんでした。ヒーロー物は好きだった
し相当な効果もあると思うけど、それを世に出
すまでのハードルも相当なものだと思っていま
したし。だけどせっかくの素晴らしいアイデアを
形にしたいという思いから、タージマンの製作
を手伝うだけでなく、同時進行的に少しづつ周
りにこのことを漏れ聞こえさせて、それでなんと
なく「市民権」も得ていった。そんな感じでした。

早川　 製作には１年近く費やされたと聞きました。
どうやって作っていったのですか？

石郷岡　 まずは作業分担として、僕が頭部を、望
月さんが身体の部分を受け持って、それぞれが
自宅で製作して、時々お互いの進捗を携帯で
写真を送ったりして確認していました。

望月　 作業に行き詰ったこともありましたけどね、
その時はお互い相談したり、ネットで調べたりし
て。

★紹介しよう！これがタージスーツだ！　　　　

スーツの裏側には子ども達の夢が詰まってい
るんだ。

早川　 《コスチュームを手にとって》しっかし良く
出来てるよねぇ。・・・この材料って何ですか？ 

望月　 例えば頭部や「田」と「臨」と「小」のエン
ブレムが入ったボディの部分は、ほとんどスチ
ロールボードがベースですね。手首の部分はハ
ンディモップなんかを立てておくような物を買っ
てきて底をくり抜いて作りました。

  作ってみてわかったんですが、デザインを重視
しつつ動き回れるような造りにしなくちゃいけな
い。強度の問題もありますし、テレビで見るヒー
ローがいかに良く出来ているか実感しました。

石郷岡　 材料の選定には苦労しました。だから頭
部は試行錯誤を繰り返して３回ほど作り直して
ます。とはいえ材料にあまりお金はかけられな
い。だからここで使っているほとんどの材料は、
とある100円ショップで揃えています。

早川　 そこ僕も良く使っています（笑）確かにあの
スチロールボードは便利で、僕も防災フェスタ
でのパネル展示では大量に使いました。

石郷岡　 あ！それで合点がいきました。スチロール
ボードがときどきあのショップからごっそり消え
ていて困ったんですが、あれって早川さんだっ
たんですね（笑）

早川　 すみません（笑）タージマン、警察署長と並び立つ！

（左）石郷岡　（中央）望月　（右）早川
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望月　 ちなみにコスチュームは今も改良を続け　
ています。なにせ「窒息事件」とかありましたか
ら。

早川　 窒息事件？
石郷岡　 実はあのコスチュームって、とにかく頭を
小さく見せるために頭部はギリギリのサイズで
作ってます。でもそうなると呼吸の確保が難し
い。そこで呼吸の確保をするためにと、目の部
分に小穴を開けたら、今度はそこに湿気が集
まって視界をさえぎる・・・。

石郷岡　 ある交通安全キャンペーンの時に、望月
さんがたまたま医療用マスクをした状態でマス
クを被ったら、汗と息でマスクが湿気って呼吸
が思うように出来なくなりまして、危うく倒れる
ところでした。

望月　 一旦マスクを外そうにも、登場時刻が迫っ
ていることもあって我慢してたのですが・・・どう
にも苦しくて慌ててマスクを外したんです。死ぬ
かと思いました。

  実は頭部の不便は他にもあって、最近ようやく
耳の部分に穴を開けたので聞こえるようになり
ました。

望月　 タージマンは熱にも弱いです。以前、車の
中にコスチュームを準備しておいたら熱で接着
剤が溶けちゃって。グルーガン使って熱で圧着
しているので、温度には神経使います。

早川　 そこは手作りならではの苦労ですね。ところ
で気になったことがあるのですが、スリムな望月
さんでギリギリってことは…石郷岡さんがター
ジマンになるのは…（笑）

石郷岡　 お気づきのとおりそこは課題です（笑）
実を言うと望月さんは今は別の部署に異動に
なって、これまでのようには出られなくなってし
まいました。そこで「２代目が必要」ということ
になるわけですが、後任の佐久間さんだとあの
コスチュームは小さくて入らないわけです。

早川　 佐久間さんの体型は石郷岡さんに近いと
聞いています。

石郷岡　 そこで今、新キャラクター構想を練って
いるのですが、今度のカラーは赤や青じゃない
だろうと。黄色、カレー。ベタですけどね（笑）

望月　 名前は「サークマン」の予定です。
早川　 実名でとるやん（笑）

  ところで「仮面ウォーカー　タージマン」っ　　
て名前は誰が考えたんですか？

望月　 僕です。構想の段階からずっと頭にありま
して、でも支所のみんなからはあまり好評では
なくて。「ダサい」「他にいいのないの？」と散々
でしたが、そこは貫き通しました。

早川　 バイクに乗らないからライダーじゃなくて、
仮面ウォーカーだと（笑）

望月　 そうです（笑）
早川　 さて、サークマンの話が出たところで、今後
の展開を教えてもらっていいですか？

石郷岡　 タージマンとしてはとりあえず交通安全
啓発は一通りやった。じゃあイベントを２度３度
と繰り返す段階になったときに、おそらく子ども
たちの反応は薄くなっていくだろう、という予想
をしています。そこで今度は「ストーリーを用意
する必要があるんじゃないか」とか、「武器の類
の用意も必要になるんじゃないか」といった検
討をしています。

望月　 でも役所が武器は持つわけにはいかない。
早川　 （笑）
石郷岡　 「武器が駄目なら防具なら良いだろう」っ
てことで、今は防具品の構想をしています。で
も例えば信号機をモチーフにした防具を考えて
はみたけど、そうするとタージマンの設定※と
矛盾するかもしれないなーとか。色々と課題が

スクープ！ これが準備中の新キャラクターだ
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あります（笑）

★改めて説明しよう！タージマンの特徴を。

　タージマンは、田島の交通安全を守るため、
遥かタージ星からやってきた交通のルールを
教育するヒーローのことであーる。
　また、正義感が強く、気はやさしくて曲がっ
たことが大嫌い。しかし、赤い光を浴びると動
きが止まってしまうのであーる！

  それからストーリーを作るとなるとタージマンや
サークマンだけでは済まないので悪役探しも必
要ってことで、これもなかなか大変な作業です。

望月　 みんながみんなやりたい訳じゃない（笑）
早川　 なるほど。いろんな意味でタージマンの今
後の展開は要チェックですね（笑）まぁファンで
ある僕としてはですね、是非「タージマン通信」
なんぞ出してもらって、タージマンのささいな変
化も共有させていただきたいなって思います。

石郷岡　 検討しておきます（笑）

園児にベルトを見せるタージマン

【タージマンを生み出せたもの】
早川　 ところで、今回のタージマンの一件の中
で、僕が一番「すごいなぁ」って思ったのは、こ
れだけの企画を担当者の思いのままに世に出
せたってこと。僕も過去には不完全燃焼だった
企画もあったりするので。

望月　 その部分は僕と石郷岡さんとの出会いだけ
じゃなくて、周囲の人すべてに恵まれたかなと
思います。何しろ支所長も区長も気に入ってく
れて、積極的に支援してくれました。

早川　 職員を信頼して、前向きな施策を後押しし

てくれるのは、励みになりますよねぇ。　
  　ところで来年こそはタージマンに「防災フェ
スタ」※に出て欲しいと強く願います！

石郷岡　 今回は会議の関係で残念ながらタージ
星から来れませんでした。でも来年度は実現に
向けて頑張りたいと思います。ところで早川さ
んは今回「防災フェスタ」を初めてラゾーナ川
崎プラザ（以下ラゾーナ）で実施して、大変盛
況だったそうですね。

【防災フェスタ２０１５をラゾーナで】
早川　 話を向けていただいてありがとうございま
す。

  今回のイベントは、ご指摘のとおりラゾーナで
行う初めての防災フェスタ、しかもラゾーナに
とっても、これほどの規模のイベントは初めてと
いうことで、成功するか不安でした。

  　でも、当日は沢山の人が足を運んでくれて、
中には自分の子どもを連れて来てくれた職員も
いて、とにかく盛況のうちに無事にイベントを終

★説明しよう！「防災フェスタ」とは
防災週間の機会を捉え、市民の皆様に日頃から
の災害への備えについて意識を高めていただく
イベントなのであーる！

政策情報かわさき No.33 2015.1248



﹇
現
場
の
目
﹈安
全
安
心
な
川
崎
市
へ
、シ
ャ
キ
ー
ン
！

 

えることができました。
石郷岡　 ラゾーナでやる前は川崎アゼリアだった
んですよね。

早川　 そうですね、川崎アゼリアが改修中なので
新たな開催場所を探すところから始まりました、
結果的に企画から小物製作まで、部下の田邊
君と一緒になって、とにかくやりたいようにやら
せてもらったイベントでした。

石郷岡　 幸区と同時開催ですよね。
早川　 幸区は、元々同じラゾーナで「こども安全
安心・防災フェア」※を実施していましたが、今
回「同時開催にメリットがあるだろう」というこ
とで、一緒にイベントをさせていただくことにな
りました。

★説明しよう！
　「こども安全安心・防災フェア」とは

幸区役所、幸警察署、幸消防署が主催する、交
通安全、防犯、防災及び防火について子どもた
ちが楽しみながら学べる体験型のイベントなの
であーる！

  当初はお互い２つのイベントを一緒にやること
の困難も懸念していましたが、限られたスペー
スや予算の中で、お互いが協力して取り組ん
だ結果、１＋１を３にも４にもできたと感じていま
す。

望月　 僕らイベントに行っていないので、写真や
資料でしか判断できないですけど、とにかくい
ろいろな防災体験ができる大きな車が出ている
し、パトカーにも乗れるし、これは子どもたちは
大喜びだと思いますね。それから防災スタンプ
ラリー！この完成度は半端ない。

早川　 ありがとうございます。僕の場合は前職が
クリエータでして。３０台半ばで役所に入って以
来、徐々に自分のスキルを発揮できる機会を増
やしています。

  スタンプラリーは、前年度に課長から「スタン
プラリーやりたいなっ」って希望されたときに
「それなら子どもたちが喜んでスタンプしてく
れるようなデザインが良いよねっ」ってことで、
当時の部下の鈴木君と折半で勝手にソナエ

ル君」※をモチーフにしたスタンプを自主制作
しました。

ぼくソナエルくん
危機管理室内でも
非公認キャラクターです。

  今年度はその拡充版として幸区版と消防局版
を。  それからスタンプを全部押してくれた人
に特別に押すことのできる「コンプリートスタン
プ」も新たに作りました。

  全部勝手に・・・ですが（笑）
望月　 スタンプラリーに子どもたちは沢山参加し
てくれました？

早川　 これが想像以上の反応で。とにかく沢山の
子どもたちがコンプリートしてくれました。

  スタンプ台はラゾーナ内の２つの会場（ルー
ファ広場と平面駐車場西）に点在していて、全
部集めるには結構歩かないといけないんだけ
ど、小学生の子は先を急いで走って回って、小
さな子はママやパパに手伝ってもらって一緒に
押して回って・・・そうやって全部のスタンプが
押された台紙を持って来てくれたときには感謝
の気持ちで一杯でした。

  でも喜んでいるばかりではいられないので、す
かさず「備える。かわさき」※をサッと渡す（笑）

石郷岡　 それ重要ですね。子ども連れ世帯って普
段の生活すら大変で、とてもじゃないけど行政
からの情報に耳を傾ける余裕がない。そんな中
で、子どもたちが喜ぶコンテンツを入口にして、
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親の世代への啓発をする方法は効果的だと思
います。タージマンの狙いとリンクする部分で
すね。

望月　 ところで今後のタージマンの参考にもなる
ので、このスタンプの作り方を知りたいのです
が、どうやって作るのですか？

早川　 まず、スタンプの原画をワードで描きまし
た。それをＰＤＦの商業印刷用モードで書き出
して、それをハンコ屋さんにメールで送って後
は待つだけ。１個６００円くらいですかね。

  ちなみに今、調子に乗って各区の防災スタンプ
を勝手に作っています。もうね、勝手にソナエ
ル君を各区の名物に絡ませたりしてね（笑）

石郷岡　 川崎区は是非タージマンでお願いします
（笑）　
  っていうかスミマセン、それより僕はワードで絵

が描けるってことに衝撃を受けてます。
早川　 描けるんですよこれがー。実は僕も役所
（川崎区役所地域保健福祉課）に入ったとき
には前職のスキルなんて活かそうとは思ってな
くて。だいたい、職場にイラストレータがある訳
でもないし。でも保健所にはチラシ作りのよう
な仕事は必要でしょう？　それでなんとなくワー
ドをいじっていたら「あれフリーフォーム使った
らベジェ曲線描けるじゃん※」って。それから自
分の事業でイラストやらチラシやらワードで「描
く」ようになりました。

★説明しよう！
　「フリーフォームでベジェ」とは
　ワードの「挿入」→「図形」メニューにある「フ
リーフォーム」機能を使うと、ドローソフトで使う
「ベジェ曲線」による描画ができるのであーる。
ちなみに、ベジェ曲線とは2点の間を数学的な計
算式によってつなぐことで描画する曲線のこと
であーる。

望月　 この総合防災訓練のパンフ※もその機能
で描いたのですか？

早川　 そうです。写真を参考にしながらフリー
フォームで絵として仕上げていく。平成２５年度
の総合防災訓練を担当したときに「どうせポス
ター描くなら川崎の消防をカッコ良く見せたい
な！」と思って作成したのがこのパンフです。

石郷岡　 こういうのは普通は委託するんですけど
ね、それを職員が作っちゃう。

早川　 業者には版下を渡すだけなので校正がと
にかく楽。なにより自分が「こうしたい！」ってい
う物を具現化できるところが良いですね。

望月　 あとこれ何ですか？…川崎麺？
早川　 これは、防災週間にアゼリアの広報コー
ナーにディスプレイさせていただく機会を得た
ときに「各ご家庭で必要な備蓄を目で見えるよ
うに啓発したい！」と思って作りました。ほら、市
販のものってそのままディスプレイできないで
しょ？ なのでトレーシングペーパーをあの100
円ショップで買ってきて、パッケージデザインを
ワードで作って、カラープリンタで出力して、麺
とかやくを入れて糊付けして…みたいな。

望月　 これまるで本物みたい。思わず「川崎市っ

★説明しよう！「備える。かわさき」とは
　地震や風水害など様々な災害から市民の生活
を守るべく作成された、防災啓発冊子のことで
あーる。

勝手に宮前、多摩、高津。
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てこんなの出したの？」って思いました。
早川　 これ以外も小物はよく作っています。ほとん
ど趣味ですね（笑）

石郷岡　 今テーブルの上に並んでいる小物の作
り方を聞くだけでも色々と参考になりそうです。

  でも話は小物作りの話から防災フェスタに戻し
ていただいて（笑）これだけの規模のイベントの
進め方にもコツがあるんじゃないかと思うので
す。経緯なども含め、少し詳しく説明してもらえ
ますか。

早川　 聞いていただいてありがとうございます。

まず会場使用については、実は以前から危機
管理室として、ラゾーナが主催する防災イベン
トに参加させていただいていまして、相談でき
る関係にありました。私たちの前の担当の方々
が積み上げてきた信頼関係があってのことで
すね。そんな折に会場変更の件があって、タイ
ミングも良かったのか、会場の使用については
快諾していただいたわけです。それからは、会
場（ルーファ広場、平面駐車場西）の特性や幸
区のイベントの方向性などを勘案して、イベン
トのアウトラインを企画しました。具体的には、
「小さなお子さん連れやお年寄りでも誰でも楽
しみながら防災について学べる、いろいろな防
災体験ができる、会場を回れば回るほど発見
がある…」そんなコンセプトでしょうか。

  次に会場全体やその周辺の詳細な図面を作成
しました。これは、以後必ず生じる説明資料の
ためであり、大型車両やテントといった物を適
切に配置するためのものです。

石郷岡　 図面はやっぱりワードで？
早川　 そうですね。実はワードだとミリ単位で図形
の大きさを変えられるので、会場の正確な縮小
図面を作ることができるんです。すると、スペー
スにどの程度のものが入るのかを正確に把握
することが出来ますよね。

望月　 体験車のような大きなコンテンツはその後
に決めていったんですか？

早川　 そうです。企画と図面が決まったら、今度
は魅力的なコンテンツに参加していただけるよ
う、所管部署にお願いしていきました。例えば、
降雨体験車※や自然災害体験車※ならば前
年度の１月に国土交通省にエントリーして選考
を通らないといけない。水消火器体験や煙体
験ハウス※であれば幸消防署に、地震体験車
や消防音楽隊の演奏であれば消防局にお願い
しないといけない。

  また、幸区役所のコンテンツとの整合も取らな
いといけないので、適宜連絡調整していきまし
た。

石郷岡　 それらの調整って電話がメインですか？
早川　 まずは電話ですよね。でも重要なのは「い
かに合意形成をするか」ってことではないかと
思うので、必要に応じて相手先に訪問しては、
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事業概要や図面といった紙資料も適宜提出し
たりして、お互いに納得できるよう話を重ねて
いきました。つまり目的を「参加者が頭だけでな
く気持ちの面でも前向きになっていただくこと」
に置かないと、後でバラバラになってしまうとい
う思いがあったからです。

石郷岡　 それわかります。参加する皆さんはお忙
しい訳だし、新たな試みへの協力には慎重さが
先に立ちますからね。

  では会場とレイアウト、コンテンツ決定後の動き
は？

早川　 ポスターなどの広報物の作成は早めに行
ないました。必要な関係機関に十分にいきわた
るよう手配するためです。今回は大々的に展開
したつもりです。掲示板やチラシの配布といっ
た全市的な広報もそうですが、例えば消防音
楽隊の演奏目当てに来るコアなファンへのアプ
ローチとして川崎区のランチタイムコンサート
にいらっしゃった市民の方へのチラシ配布など
も行いましたし。もう「なりふり構わず」でした。

望月　 効果はあったと感じましたか？
早川　 来場者を対象としたアンケートでは２割以
上の方がチラシや掲示板を見て来てくれた、と
いう結果が取れたので、成功したと考えていま
す。ただ広報というのは、対象の人に２度３度と
見せていくことで効果が上がると思うので、今
後も貪欲にアプローチをかけていきたいと思っ
ています。

石郷岡　 企画、コンテンツ、それから広報、ほかに
何がありますか？

早川　 スタッフ（危機管理室職員）が当日迷いなく
働けるための運営資料を最後に作成しました。
運営資料の大まかな要素としては、イベントの
概要や図面、スタッフ全員のタイムライン、中止
基準や緊急連絡先などがあると思いますが、
今回は初めての試みが多かったことから、ス
タッフ一人ひとりが当日どのようなスケジュール
でどう動けばいいのかを紙１枚に具体的に記し
た「個別要領」も作成しています。

  つまりこの要領さえ見れば、当日担当に聞かな
くても、自分が最低限やるべき行動がわかると
いうものです。

石郷岡　 初めてのイベントや大きなイベントは、
担当だけで全てを管理するのは無理でしょうか
ら、多くのスタッフが自分の仕事を理解するこ
とが重要になってきますよね。

早川　 僕もそうですけど、スタッフが自分のやる事
を十分に理解していないイベントは多いです。

  担当と違って、スタッフは本来業務がある中で
時間を割いて出ているわけですから、理解に
差があって当然です。でもその差が大き過ぎる

★まとめて説明しよう！

◎「自然災害体験車」とは
国土交通省が所有する、火砕流や土石流の怖
さを３Ｄメガネで立体的な映像ととも体験で
きる、移動型のシアターなのであーる。

◎「降雨体験車」とは
国土交通省が所有する、最大で時間300ミリ
の豪雨が実際に体験できる車両なのであー
る。

◎「煙体験ハウス」とは
消防署が所有する、火災による煙で、どの程度
視界が悪くなるかを実際に体験できるテント
のようなものであーる。
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と、当日になって運営がフリーズしてしまう。
  この個別要領のおかげと信じたいのですが、今
回、実は若干想定外の事態も起きましたが、そ
れをスタッフだけで解決してもらい、結果的に、
無事にイベントが実施できました。

  自主的に判断してくれたスタッフには本当に感
謝をしています。

【ぼうさい出前講座のこと】
石郷岡　 今、合意形成や、多くの人が理解できる
工夫の話が出ましたが、早川さんが他に担当し
ている「ぼうさい出前講座」※についても、こう
した視点は活かされていますか？

★説明しよう！「ぼうさい出前講座」とは

職員が地域の皆様に向けて、主に地震など災害
への備えについて講義するもので、川崎市内で
あれば24時間365日いつでもどこでも出向き、
年間約100回近く開催している、かなりスパイ
シーな事業なのであーる。

早川　 かなり意識して取り組んでいます。「ぼうさ
い出前講座」は様々な場所や、様々な参加者
の前で啓発をしなければなりません。おそらく同
じ資料を使って同じ説明を機械的に繰り返して
も十分な効果は見込めません。ならば話を聞い
てくれた方々が、それぞれの目の前の「小さな
一歩」を踏み出せるような後押しがしたい。そ
のためには参加者について、事前の下調べを
行った上で、また当日の場の雰囲気も感じなが
ら、表現や言い回し、紹介するエピソードなども
変えたりして話しています。

  例えば、軽度の認知症の方が暮らす施設での
講座であれば、居住者の皆さまの普段の生活
について事前にヒアリングして、話す内容を調

整しておかないと、あれやこれやと情報を与え
すぎてしまって、逆に受講者を混乱させてしま
う恐れがあるわけです。

石郷岡　 川崎区内で外国人市民を対象にした出
前講座を行ったと聞きました。

早川　 平成２６年度に川崎市ふれあい館と一緒
に行った講座ですね。その時は僕が「やさしい
日本語」で話して、その内容をふれあい館が手
配した通訳さんが６ヶ国語に翻訳する。参加し
た外国人市民の方は通訳さんの話として僕の
話を聞く。僕と外国人市民の方は言葉を交わ
せないので、適切に伝わったかはわかりません
が、まずは伝えられたことが嬉しかったです。こ
れからも災害時に全ての市民が助かるよう取り
組みたいと思っています。

【田島ってどうよ】
早川　 今、ふれあい館の話がでたところで、お二
人にとっての「田島」ってどういう所ですか？

望月　 自分の場合は、現業職から職変して初めて
の転任先が田島支所だったので、他の職場と
の違いがいまいちピンとこないんですけど、い
ろいろな人の話を聞いた限りでは自由度が高
い職場なんだと思います。現に自分のわがまま
放題のタージマンがここまで実現できたことで
一層そう思いましたね。そしてそれを受け入れ
てくれる周りの人達や、盛り上げてくれる町の
人たちにも感謝しています。

早川　 町の人たちが役所の雰囲気を作るってこと
も実感としてあるような気がしますね。

石郷岡　 自分は大師支所の地域振興係から異動
で田島支所の地域振興係に来ました。同じ仕
事をしているので目標や結果は同じ所を目指し
ているのに、手法とかが違うんですよね。そうい
う意味では「やり方は自由なんだな」って自分

政策情報かわさき No.33 2015.12 53



なりに解釈しているところがあります。
  そこで今回は「交通安全の啓発活動でヒー
ローはありなんじゃないかな」って形になったん
ですけど。

  でも何より、発想力を持った望月さんの存在と
係のみんな、現在望月さんが所属している庶
務係、上司のセンター室長と支所長そして区
長。受け入れてくれている町の皆さんの理解な
しでは、タージマンは消えていたかもしれませ
ん。自前とはいえ無理やり作っちゃったんですか
ら（笑）生かしてくれる「田島」の環境に本当に
感謝しています。

【最後に、安全安心な川崎市に向けて】
早川　 今回、僕らはお互い「交通安全」と「防災」
という、市民の生命や安全を守ることを目的と
した事業での、楽しい広報の手段について色々
と話してきました。そこで、最後に「安全安心な
まちづくり」について、それぞれお話いただけま
すか？

石郷岡　 この件に関しては、望月さんに特別な思
いがあると思うので、望月さんからお願いしま
す。

望月　 実は僕自身、交通事故で実の父を亡くして
るんです。父は朝の散歩の途中、信号機のあ
る横断歩道を渡っているところを車にはねられ
て、連絡を受けて病院へ駆けつけた時には既
に危篤状態で、呼びかけにも応えることもでき
ず、亡くなってしまいました。

  車を運転していた人は免許停止中にも関わら
ず無免許で運転をし、乗っていた車も車検が切
れていて、自賠責保険や任意保険も無加入と
いう状態でした。当時は運転者を恨む気持ちも
ありましたが、今では交通事故が無くなって同じ
ような悲しい思いをする人が少しでもいなくな
ればと思っています。

  とはいえ交通事故はなかなか減ることはなく
て、交通安全啓発活動にしてもこれで終わりと
いうことはなく、常に市民の意識に働きかけて
いくことが必要です。そういったことにタージマ
ンが今後も関わっていけたらと思っています。

早川　 望月さんの思いについては、今回の対談
企画の前に教えていただきました。今回このよ

うな「楽しい紙面」として見せることについて、　
望月さんの中にも、石郷岡さんにとってもいろ
いろな思いが生じたと思いますが、その辺りお
話いただけますか？

石郷岡　 この話は川崎区で「区長賞」をいただい
たときに、望月さんから職員の皆さんにしてもら
いました。そして今回こういう場をいただきまし
た。「タージマン」の背景は、楽しいだけで作っ
たものではないけれど、楽しく作って楽しく活動
ができていることなんです。だから逆にこのよう
な形でお話ができて良かったと思っています。

望月　 タージマンのおかげでいろいろな経験がで
きたのは自分にとって大きな収穫だと思ってい
ます。お堅いイメージの行政で働く中で、どこ
まで自分の発想というか、わがままが通用する
か、手探りの部分が大きかったです。そして今
回の早川さんとの対談もタージマンがあってこ
そ実現したわけですし、なにより共感できる部
分が多々あって、こういう人と何か大きな仕事
がしてみたいなと正直思いました。

早川　 お二人とこうしてお話できて本当に良かっ
たです。僕が防災について話すとき、「なるべく
楽しく分かりやすく」といった模索をしながらも、
一方でそこには実際に被災され、大切な方を亡
くされた方がいるんだという事は常に意識して
います。いつ起きるともわからない大災害が起
きた時に、川崎市民の誰一人としてケガ一つし
て欲しくない。そのために、子どもからお年寄り
まで、誰が聞いても膝を打つような、そんな啓
発をしていきたいと思っています。

石郷岡　 そうですね。これからもお互い情報共有
して、みんなが笑顔になるような素敵な啓発を
していきたいですね。

早川　 本日はどうもありがとうございました。
望月　 ありがとうございました。
石郷岡　 ありがとうございました。
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 果たしてタージマンの正体は、
本当に望月幸夫なのだろうか！

政策情報かわさき No.33 2015.12 55



　川崎市では政策課題研究事業として、施策へ
の反映を目的として職員による調査研究を行って
いる。平成26年度は「メディアを活用した効果的
な広報戦略」というテーマで、効果的な広報の手
法や、昨今利用者が増え続けているソーシャルメ
ディアなどを活用し、行政と住民との情報伝達な
どの有効な手段について4名の職員が調査し報
告書にまとめた。なお、本稿では概要を紹介する。
平成26年度政策課題研究報告書

http://www.city.kawasaki.jp/200/page/0000067101.html

　行政における情報発信は適切な手段で、時宜
に合った情報を、必要な人に届けることが重要で
ある。しかし、広報を情報伝達の手段としてとらえ
るだけでは効果的とは言えず、発信するだけでは
なく、受け手に伝わったかどうか、また、伝わった情
報が生かされているか、確かめる必要がある。つま
り、情報を得た関係者の変化について、最終的な
目的を明確にしながら広報手段を検討し実践しな
ければならないのである。

　戦略的広報とは、つまり「効く広報」である。情
報伝達の効果として、変化が起こることが戦略的
広報の目的である。では、広報とはどのような活動
や要素で実施されているのだろうか。
　東海大学の河井教授は、効果的な広報の要
素として、認知獲得（知る）、関心惹起（興味を持
つ）、探索誘導（探す）、着地点整備（納得する・深
める）、行動促進（感じる・動く）を挙げている。ま
た、それぞれの段階で、情報共有を適切に行うこ
とで広報の効果が拡大するとしている。
　近年、情報共有が容易なソーシャルメディアが
注目され、行政の情報の伝達手法としても活用さ
れている。川崎市の広報についても活用できるの
か、その可能性については第４章において検討し
ていく。
　ソーシャルメディアの利用状況は、総務省の調
査（右上表）によると個人の利用率が42.4％であ
り、その中でも13～39歳の利用率が高い。また
50歳以降になると利用者の割合は大きく減少し、
65歳以上では20％以下となるものの、80歳以上
でも16.8％と一定の利用者がいることがわかる。
　なお、利用する目的は、年齢に関係なく知人との
コミュニケーションと情報探索の割合が高いこと

研修の窓

メディアを活用した
効果的な広報戦略

麻生区役所地域保健福祉課　山本 和也

はじめに

１　戦略的広報とソーシャルメディア
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が報告されている。
　また総務省の「地域におけるICT利活用の現
状等に関する調査研究」によれば、全国の自治体
においては、Facebookを代表とする商用SNSの
利用率が46.7％と最も高い。次に使用率が高い
Webブログは、スマートフォン・携帯電話に「対応
しているもの」に変化しており、アクセスに利用さ
れる機器がパソコンだけではなく、スマートフォン
や携帯電話など多様な端末機器に変化し、それに
対応させていることがわかる。利用目的について
は、「地域内の市民や企業に向けた情報提供」が
90.9％と最も高く、「地域外への情報提供」「災
害時の情報発信」などの目的で利用している自治
体が多い。しかしながら、ソーシャルメディアを情

報発信ツールとして利用している一方で、情報共
有の促進や、意見の収集などソーシャルメディア
の特性である双方向性は目的として重要視されて
いない傾向があり、20％台に留まった。

　これまでの現状把握などを通じて、情報環境の変
化に合わせて情報発信の手段が変化していること
が分かった。この章では、今後の情勢の変化や仕組
みづくりについて紹介する。
　平成25年度の総務省の調査によれば、個人にお
けるインターネットの利用率は全年齢階層の平均で
82.8％であり、年々増加している。年齢階層別には
13～49歳が安定して9割を超えている。利用してい
る端末はパソコンに並んでスマートフォンの利用率
が高く、20～39歳ではパソコンを抜いて最も高くな
り、使用端末の多様化の傾向がみられる。50～79
歳については、利用率の「伸び」の大きさが目立ち、
最大で6.2％になる。利用端末はパソコンの利用率
が突出して多く、多様化の傾向は小さいが、インター
ネット経験者が高齢化していくことを考慮すると、こ
の傾向は今後も続くと考えられる。
　情報端末機器は多様化しており、パソコンや携帯
電話に代わり、小型でかつ大量の情報通信が可能
なスマートフォンやタブレット端末が台頭してきてい
る。それ以外にも、ゲーム機器など、情報通信を主体

２　戦略的広報の実現のために
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ソーシャルメディアの利用率（個人）

平成25年末　総務省『平成25年通信利用動向調査』
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としない機器でも大量の情報通信が可能となり、利
用方法の幅を広げている。このように通信機器の多
様化は顕著であり、また、通信契約を結ばなくても利
用できるFree Wi-Fiの登場により、屋内外を問わ
ず一度に大量の情報のやり取りを可能としている。
このように、インターネットの一般化から20年余り経
過し、情報端末、使用環境、使用目的が多様化して
いる。自治体はこれらの変化に対し、環境整備や情
報発信の手段についても、柔軟に対応していく必要
がある。

　効果的な広報手法を検討するため、国内でSNS
等を広報に活用している自治体として、３つの自治体
へのヒアリングを行った。その概要を紹介する。

●千葉県千葉市
　SNSを用いて実施されている、市長と市民が
直接話し合う対話会「Twitter版市長対話会」
や、住民が地域の問題を発見・通報し生活環境
の改善につなげていく「ちばレポ」の取組は、第
一義的な目的はあくまでも広聴であり、いかに多
くの市民から意見を集められるかということが重
要であった。しかし、ソーシャルメディアという公
開されたネットワークを活用することによって、当
事者以外にも進捗状況を公表できることから、効
果的な広報活動にもつながる要素を持っている
と考えられる。

●福岡県福岡市
　仮想の行政区として「カワイイ区」を創設し
市の様々な資源をカワイイという切り口で発信
を行う取組や、統計データをイラストで紹介する
「Fukuoka Facts」、市内の様々な風景を写真
で保存し活用できる「まるごと福岡・博多」といっ
たコンテンツは、市の魅力を発信するだけでなく、
市政情報に工夫を加え、マスメディアやSNSに
よる関心の呼び起こしに成功し、その後の行動
促進に結びついている。また、Fukuoka City－
Wi-Fiによるインターネット環境の整備も進めら
れ、今後もハードとソフトが連携した取組などが考
えられる。

●佐賀県武雄市
　市ホームページを全面的にFacebookに移

行し、これまでの月5万件ほどの閲覧数を月300
万件を超える結果を出している取組に代表され
るように、積極的なICT化への取組とともに、
Facebookを有効的に活用している自治体とし
て先進的な都市である。また、Facebookを活用
することにより、情報を公開するだけでなく、意見
を集め、反応することで市民へ直接アプローチを
行うことができ、今までにない積極的な広報へと
つながるものの一つであると考えられる。さらに、
庁内の情報共有にもFacebookを活用し、単なる
広報手段だけではない先進的な運用が行われて
いる。また、住民に対して操作方法を勉強会など
で共有することにも注力している。なお、武雄市で
は、今後もさまざまなICTの取組を行っていくこと
としている。

　
　海外の先進事例としては、ソーシャルメディアを
活用し、情報発信だけではなく意見の収集や情報
共有を行っている都市等へ訪問し、担当者にヒア
リングを行うことができた。
●オランダ・アムステルダム市
　市民ひとりひとりが大使となって、都市
の魅力を宣伝、発信することを目的とし、
「Iamsterdam」（アイアムステルダム）という
象徴的なメッセージを用い、都市の魅力を市内
外に統一的にアピールしている。キャンペーンを
主導する組織のアムステルダムマーケティング
は、アムステルダム市・地域行政・企業、そして観
光局が参画し、観光だけではない政治や都市開
発など広範囲に及ぶプロジェクトの支援を行って
いる。アムステルダム市内の主要な施設に象徴
的なモニュメントを設置したり、キャンペーングッ
ズも豊富に販売するなど、市民を巻き込む活動
から、民間と行政の相互利益を高める構造を作
り出している。
●イギリス・コヴェントリー市
　同市では、各種ソーシャルメディアに市のメイン
アカウントを作成して集中的に情報発信の手段に
ついて管理し、Facebook,Twitter,Flicker,Us
tream,YouTubeといったメディアの特性を活か
して効果的に広報を行っている。具体的な活用事
例としては、災害情報や学級閉鎖の情報の発信、
人が集まると危険な工事現場の中継映像など、

３　他都市の先進的な取組
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幅広い情報を発信している。また発信するだけで
なく、管理・分析ツールを用いて、影響力の調査
や情報を出すタイミングを図るなど、ソーシャルメ
ディアの管理と、コメントのやりとりなど効果的な
フィードバックを行う。

　「双方向（市民と行政）の情報発信に向けたソー
シャルメディアの有効活用」を提言する。　
　川崎市の広報をより効果的なものへと結びつけ
るには、ソーシャルメディアを有効的に活用した、
双方向（市民と行政）の情報発信の推進が必要で
ある。
　これまでの調査を踏まえ、情報の受け手が発信
者にもなって、市民同士および行政との双方向の
情報発信が、迅速な情報伝達、情報の波及効果
などの点において有効的であると考えられる。ま
た、ソーシャルメディアは、利用者が増加している
こと、迅速に情報発信ができること、その情報の
波及効果が期待されること、行政と特定の市民
間のやり取りが他の人々に対しての広報にもつな
がること、国内外への情報発信にも利用できるこ
となどがあり、今後の情報化の流れなどを踏まえ
て、川崎市において、もっと積極的に活用していく
べきである。
　具体的には、次の図のような仕組みを提案す
る。双方向性を活かすために、現状では「発言に

対する応答はしない」としているアカウント運用ポ
リシーを変更し、利用者の質問や意見などに応え
られる環境を整備する。また、発信する情報に適し
たターゲットを設定し発信方法を分析・工夫し、利
用者に「当事者感」を与えることが有効である。な
お、管理・分析ツールは、広報が効果的であったか
を確認する手段としても利用することができるた
め、さまざまなソーシャルメディアの特性を整理し、
発信する情報の内容とタイミング、手段を間違えな
いように事例を積み重ねることが必要である。
　加えて、発言内容の信ぴょう性の確保や、勉強
会やボランティアなどの活用で、ソーシャルメディ
アを利用しない人々への対応も考慮し、利用にとも
なうリスクを踏まえて、目的や考え方を明らかにす
るなど適切な準備を行う必要がある。なお、現在、
これらはソーシャルメディアが有用であると考えら
れるが、今後新たな媒体で利用者が拡大し、行政
サービスとの連携が可能である場合は、随時、より
有効的な広報メディアを活用するべきである。

　広報の「目的」は、「行動促進」である。ここま
で述べてきたソーシャルメディアの活用はあくまで
「手段」である。既存の広報誌なども総合的に活
用し、今後は、より戦略的な効く広報―「効報」を
実践することを改めて強調したい。必要な情報が、
必要な人々に的確に伝わり、対象者の行動変化を
起こす広報の在り方、それを本研究の提案とする。

﹇
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　平成２５年度の末、突然庶務係長に呼ばれた
私は、何かやらかしたのだろうかと思いながら別
室に赴き、庶務課長から派遣の話を仰せつかっ
た。なるほど、そんな異動もあったな、という感想
であった。
　というわけで私は平成26（2014）年4月から平
成28（2016）年3月までの２年間の予定で経済
労働局商業観光課から大田区に派遣され、産業
経済部産業振興課の産業振興担当として勤務し
ている。執筆時点ではまだ派遣期間の途中であ
るが、大田区職員として約１年半在籍し、経験した
事、気づいた点について書きたい。

（１）大田区の概要
　大田区は多摩川を挟んで川崎市に隣接する自
治体であり、羽田空港、臨海部等の工業地帯、多
数の商店街や田園調布等の高級住宅地と、東京
の縮図とも言われる多様性を持ったまちである。ち
なみに、人口、面積共に川崎市の半分くらいの規
模である。

　「大田区」の名は、昭和22（1947）年に大森区と
蒲田区が合併した際に、一文字ずつ取ったもの。２３
区の中では面積が60.66㎞2で１位（羽田空港が１／
４を占める）。加えて、工場数及び工場従業員数、商
店街数（147）、公衆浴場数（45）は、都内の市区町
村中１位であり、「産業のまち」と言える様相を示し
ている。
　平成25年度には川崎市と産業連携に関する基本
協定を締結し、それに基づき、連携したセミナーの実
施、医療機器展示会ＭＥＤＴＥＣへの共同出展、ちょ
い呑みキャンペーンや銭湯アプリ作成等の様々な連
携事業を行っている。

（２）産業振興課
　私の所属する産業経済部産業振興課は、町
工場、商店街や公衆浴場への補助金等による支
援、農地転用や野菜と花の品評会の実施、融資
の利子補給といった経済系の事業を一課で担当
している。
 また、外郭団体の公益財団法人の産業振興協
会には区から職員が複数派遣されており、経営相
談、商談会、受発注相談等の支援を行っており、区
と連携して事業を行っている。

研修の窓

派遣は突然に

経済労働局商業観光課（大田区派遣）　清田 祐介

１　はじめに

２　大田区について
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　派遣1年目は、商店街支援（糀谷、羽田、六郷、東
蒲田、南蒲田地区担当）、
公衆浴場支援、大田・川
崎浴場連携事業の事務
局、商店街装飾灯（街路
灯）制度等を担当した。こ
の１年で一番印象深かっ
た仕事は、川崎市との産
業連携協定に基づいて
設立した、「大田区・川
崎市浴場連携事業実行
委員会」の事務局として
実施した銭湯アプリ、「さ
くっと銭湯マップ」の開
発である。

（１）浴場連携事業について
　前述のとおり、大田区と川崎市の産業連携協定
に基づいた事業として、工業や観光と並行して実
施した事業である。大田区にも川崎市にも浴場組
合があり、それぞれ紙の銭湯マップを発行している
のだが、多摩川を挟んだ反対側はそれぞれ空白に
なっている。せっかく連携するのだから両方を掲載
したマップを作って、多摩川を挟んだ交流を行い、
スタンプラリーをやろうという趣旨で、企画された。

（２）なぜアプリか
　当初は単純にマップを作ってスタンプラリーを行
う予定であったが、川崎の浴場組合から、「浴場の
利用者は高齢者が多いため、新規顧客として若い
人を取り込むため、紙のマップではなくスマートフォ
ン用のアプリを作りたい」という声が上がり、大田
区の浴場組合も賛同したものである。各浴場組合
ではホームページは作っているものの、アプリ作成
については未経験。また、予算もマップの印刷費用
とスタンプラリーの経費のみである。しかし、浴場
組合がすでに業者に提案を頼んでいたため、それ
をもとに検討する事になった。

（３）実行委員会の結成
　各業者から提出された提案書を確認したとこ

ろ、仕様は見事にバラバラで、マップの有無、スタ
ンプラリー費用、ランニングコスト等が記載され
ていたりいなかったりと比較検討が難しい内容で
あった。
　そこで、仕様を明確にするとともに、新しいアプ
リ業者を探して提案数を増やし、コンペ形式で再
度提案してもらい、業者を正式に決定した。
　それとともに、大田区、川崎市、大田浴場連合
会、川崎浴場組合連合会の4者による実行委員会
を立ち上げた。行政が入ったイベントの実行委員
会は例があるが、複数自治体が関わりあうケース
の知見はなかったため、会長の決め方、事務局体
制や規約の作成について新たに検討した。

（４）アプリの開発
　その後、月に2回の会議を行いながら、具体的
なアプリの内容を検討し、①大田区と川崎市の全
浴場が検索でき、マップ上で見られる事、②アプ
リを使って両自治体の連携要素とバトル感が感じ
られるスタンプラリーが出来る事、という内容に
固まった。また、コラボ要素として、風呂桶のケロ
リンとも関連の深いケロロ軍曹とコラボする事に
なった。
　アプリのプログラムを行うのは業者なので、方針
さえ決めればお任せ出来るかと思いきや、アプリ
内で使用する地図、浴場の名称や位置等の確認、
広報物の内容チェック、コラムの執筆等、ほぼ毎日
の作文や校正作業があった。
　結局アプリを作ると言っても、内容の確認は通
常のマップや冊子を作るのと同じで、紙に打ち出し

３　浴場連携事業実行委員会とアプリ開発
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浴場連携事業で作成した
アプリ「さくっと銭湯マップ」

ケロロ軍曹出演のＰＲ動画の撮影風景
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て人間が校正をするしかない、という極めて当たり
前のことが実感として解り、良い教訓となった。

（５）日本工学院の協力
　蒲田にある日本工学院専門学校には、普段から
大田区も浴場組合も協力を頂いていた縁があり、
今回の浴場連携事業についても協力をお願いした
ところ、実行委員会のロゴマークの作成、アプリ内
で使用するアプリの使い方ＰＲ動画の撮影、記者
発表会の会場としてのスタジオの提供等、様々な
面でご協力をいただいた。

（６）メディア対応
　11月に日本工学院で実施した記者発表には沢
山のメディア関係者でにぎわった。また、その後も
ほかのメディアからも個別に取材を受ける機会が
あり、結果としてテレビ、新聞、雑誌、Ｗｅｂ記事等
たくさんのメディアに記事として取り上げられ、良い
ＰＲになった。
　特に11月26日近辺には、いい風呂の日のゴ
ロ合わせのために、夕方に連絡が来て、その日
中に素材の画像を提供して、浴場での撮影の
段取りをセッティングするなど、至急の対応が多
かった。

　また、ケーブルテレビ会社、Ｊ：ＣＯＭ大田の「シ
ティニュースおおた」という番組にＰＲのため生放
送で出演させていただいたが、当日に原稿案を受
け取り、直前の打ち合わせ中に修正して本番で話
すという初体験にしては中々のハードさであった
が、これも良い経験になった。

（７）アプリの公開
　12月にはついにアプリを公開する事が出来た。
正式版が自分のスマホで動くのを見たときには感
動したことを覚えている。
　同時にスタンプラリーも開始した。スタンプラ
リーのルールは、大田区を5エリア、川崎市を5エリ
アに分け、両方のエリアの銭湯すべてを回って、Ｑ
Ｒコードを読み取ると、抽選でケロロ軍曹のタオル
が当たるというものである。さっそく実行委員会の
メンバーで回ってみたが、どこでもいいから10回入
るというのであれば比較的楽だが、両自治体10エ
リアを約3か月の期間内に回るというのは、端から
端まで回る事になり、想像していたより大変であっ
た。ただ、回る事により地理の理解につながった事
は良かった。
　終了後の成果を見ると、ダウンロード件数は
3,258件、スタンプラリーによる浴場の利用回
数は大田1,137回、川崎1,426の計2,563件で
あった。

（８）終わりに
　事業を終えて思った事は、前向きに活動する人
と一緒に仕事をするのは非常に楽しくやりがいが
あるという事である。実行委員会のメンバーの皆
は、アイデア・意見を出すだけでなく、自主的にツ
イッター担当やフェイスブック担当として動き、知
り合いのメディア関係者への売り込み、駅長への
ポスター掲示を頼み、都庁記者クラブへ投込むな
ど、自分が必要と思う事を実施するところを見て、
その行動力に学ぶところが多かった。

（１）大田区のプレミアム商品券について
　1年間が終わり、担当替えが行われた。大田区2年
目の業務としては、商店街担当と併せてプレミアム付
き商品券の発行を担当する事になった。
　ご存知の方が多いと思うが、地方創生本部による
緊急経済対策の交付金を活用した事業で、全国の
市区町村で実施されているものである。
　大田区では、都内で1番初めに発行する事と、歳
末商戦に間に合わせる事の両方を目指した結果、４
月と10月の2回に分けてプレミアム付き商品券を発
行する事とした。なお、大田区では、商店街振興組

４　プレミアム付き商品券について

日本工学院のスタジオにて記者発表会
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合連合会が通年で「区内共通商品券」を発行してお
り、プレミアム付き商品券についても区の予算で発行
した実績がある。

（２）第1回目発行
　4月発行分は、総額7億5千万円を先着順で販売
した。販売所として、区内全郵便局及び商店街と大
型店を設定した。
　区報やホームページ、ポスター等で周知し、販売
日当日を迎え、朝の郵便局に現地確認に行ったとこ
ろ、販売所には10名くらいが並んでいるだけで、さし
たる混乱もない様子であった。その後、商店街、駅ビ
ルも見に行ったところ、駅ビルでは多少の混雑があっ
たが、全体的には混乱は見られなかった。
　安心して職場に戻ったのだが、昼くらいから「売切
れで買えなかった、どこで買えるのか。」という問い合
わせをたくさん頂く。なお、販売日初日の一斉販売で
はなく、催事等に合わせて販売する販売所もあった
ため、問い合わせに対して他の販売日の販売所も案
内したのだが、後の販売になればなるほど少なくなっ
た販売所に人が集中し、長時間の待機列を生む結
果になった。結果、ほとんどの売り場において販売日
初日に完売した。
　プレミアム商品券の発行実績があり、大きなトラブ
ルもなかったという事から、当初は大きな心配をして
いなかったものの、過去に実績のあったプレミアム率
1割のプレミアム商品券と異なり、今回はプレミアム
率2割の商品券とした事で魅力が増し、また、地方創
生関係のメディアでの露出により、認知率が高かった
ことなどから人気が出たと思われる。

（3）第2回目発行
　第1回目の販売においては、苦情は数多く来たも
のの、大きなトラブルは無く、概ね順調に販売は終了
したのだが、様々な意見が寄せられたこと、改善個所
も明らかになったことから、10月に販売開始する第2
回目の発行についての検討を重ねる事となった。
　まず、1回目の販売で多く寄せられた、「長蛇の列
には並べない人にも購入の機会を設けるべき」とい
う意見に対応するため、①75歳以上、②要介護・要
支援者、③障害者手帳をお持ちの方、④難病医療
費受給者の4者に限定した事前予約販売を設定、専
用はがきによる申込と、抽選を行うこととした。

　また、先着順で販売する一般販売は4月と同様
に実施する事としたが、長時間並んだのに購入で
きない人をいかに減らすかを考えた。人によって購
入枚数が異なるため、管理は難しいが、販売所の
割り当て冊数（例えば1,000冊）を一人当たり最大
購入冊数（20冊）で割れば、必ず買える人数（50
人）が算出できるため、その方には青い整理券を、
その後の半数には黄色い整理券を配布し、黄色
い券の方には「買えない事があります」と記載する
事で、視覚で解りやすく表示を行うなどの工夫をし
た。
　結果、10月の第2回販売では、これらの工夫によ
り、4月の実施に比べて待機列や苦情も少なくなり、
スムーズに事業を進めることができた。

　大田区では、このほかにも、街路灯の電気料金の
制度改定、街路灯ＬＥＤ化の上乗せ補助の制度設
計、公衆浴場の耐震補助制度の設計、買物弱者支
援の調査など、様々なやりがいのある事業を任せて
いただいた。
　また、仕事以外にも様々な交流をさせていただい
た。例えば、毎週金曜日には様々な部署の人が集ま
るランチ英会話の会に参加している。
　また、川崎市制90周年記念の多摩川リバーサイド
駅伝には部長を筆頭に大田区産業経済部チームを
作り、川崎市職員メンバーと一緒に走り、皆で飲み会
にも一緒に参加をした。
　加えて、大田区で毎年8月に開催している花火の
祭典には、川崎市側から両都市の職員で一緒に鑑
賞するなどの交流を行った。こういう草の根の交流
により、更に交流が深まったと思っている。
　同じ自治法を根拠にしながらも、事業の進め方に
は様々な方法があるという事を感じたことで自分の
中に少し考え方の幅が出来たように思う。また、交
流で深めた人間関係をこれからも続ける事で、今後
も色々と相談が出来るようにして行きたいと考えて
いる。

５　終わりに（その他の連携について）
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　私は、平成25（2 0 1 3）年4月から平成27
（2015）年3月までの2年間、内閣官房地域活性
化事務局（平成27（2015）年1月20日から内閣府
地方創生推進室に統合）に行政実務研修員として
派遣されていた。派遣研修期間中の業務内容や派
遣研修を通じて感じたことなどについて述べること
としたい。

　内閣官房地域活性化統合事務局は、国・地方
が一体となった地域活性化の取組を主な業務と
して、事務局全体で約130人、うち70人ほどが
自治体から、20人ほどが民間企業からの派遣者
で、残り40人ほどが国土交通省や経済産業省な
ど各省庁からの出向者で構成されている。国の
職員は主に課長補佐級以上で、基本的な実務は
自治体・民間企業からの派遣者が中心に行って
いる。
　なお、平成27（2015）年1月20日に内閣府地方
創生推進室に改組となり、新たに地方創生に関する
事務についても所管することとなった。

　派遣研修先では、地域活性化に関する業務のう
ち、本市も活用している総合特区制度や国家戦略
特区制度など特区制度の総括担当として、基本方
針の作成・改正や国会質疑対応、関係府省庁との
調整などを行うとともに、担当する特区の計画作成
や会議開催に関する関係自治体との調整などを
行った。
　特に、派遣研修開始当初に閣議決定された成長
戦略（「日本再興戦略」）に、国家戦略特区制度の創
設が盛り込まれたことから、同制度の創設・運営が派
遣期間中の主たる業務となった。

（１） 国家戦略特区制度の創設
　国家戦略特区は、平成25（2013）年4月に産業
競争力会議で制度の創設の提案がされ、同年5月に
設置した5名の外部有識者からなる国家戦略特区
ワーキンググループにおいて、その具体的な制度設
計を行い、同年12月の臨時国会において国家戦略
特別区域法が成立し制度化されたものである。
　国家戦略特区制度の目標については、同法に基
づき作成した国家戦略特別区域基本方針におい

研修の窓

国の規制・制度改革政策に触れて

総合企画局都市経営部企画調整課　塩畑 博章

１　はじめに 3　具体的な業務内容

２　派遣先の組織について

政策情報かわさき No.33 2015.1264



て、次の2点を掲げている。
①「平成27年度末までを集中取組期間として、永
年にわたり改革ができていないような、いわゆる
「岩盤規制」全般について速やかに検討を加
え、規制・制度改革の突破口を開く」こと
②「居住環境を含め、世界と戦える国際都市の形
成」、「医療等の国際的イノベーション拠点整
備」といった観点から、特例的な措置を組み合
わせて講じることで、「世界で一番ビジネスのし
やすい環境」を創出し、民間投資が喚起される
ことで、日本経済を停滞から再生へとつなげて
いく」こと

　このような趣旨の下、国家戦略特区制度は始まっ
た。

（２）これまでの特区制度との相違
　法案の国会審議においては、当然ながら既存の特
区制度との違いや特徴等についての質疑が想定さ
れたことから、こうした点について、法案作成過程で
整理を行った。
　既存の特区制度として、構造改革特区制度と総
合特区制度がある。構造改革特区は、地域の実情に
合わなくなった国の規制を地域限定で改革すること
により、地域を活性化させることを目的として平成14
（2002）年に創設されたものである。
　この構造改革特区が規制の特例措置のみを認め
るものであったのに対し、総合特区は規制の特例措
置に加え、税制・財政・金融上の支援措置もあわせ
て活用することで、指定された地域の活性化または
国の経済成長のエンジンとなる拠点の形成を図ろう
と平成23（2011）年に創設されたものである。
　これら2つの特区制度は、支援措置のメニューに
相違点があるものの、各地域からの発意により、規
制・制度改革及び地域の活性化を進めていこうとす
るところに共通点があった。また、規制・制度改革の
実現に当たっては、実務者レベルでの協議を主とす
るなどボトムアップ形式の手法が採られた。
　一方、国家戦略特区は、前述のとおり、成長戦略
の実現のための規制・制度改革の突破口として位置
付けられるなど、国が主体的に取り組むことが示さ
れており、内閣総理大臣を議長とする国家戦略特別
区域諮問会議や、担当大臣・自治体の首長・民間事
業者の代表者で構成する区域会議などによるトップ

ダウンでの規制・制度改革に向けた手法が採用され
ている。あわせて、国家戦略特別区域諮問会議や国
家戦略特区ワーキンググループなど外部有識者を
参加させることにより、改革の実現性を高めている。
　また、支援措置のメニューについては、民間投資を
喚起して経済成長を図るという観点から、総合特区
制度にあった財政措置は盛り込まれていない（規制
の特例措置、税制・金融上の支援措置）。

（３）実現した規制・制度改革
　こうした手法の導入により、最初の改革事項とし
て、平成25（2013）年12月に成立した国家戦略特
別区域法にいくつかの規制・制度改革が盛り込まれ
た。主なものとして、高度な医療を提供する場合に既
存の基準病床数に加えて医療機関の開設・増床を
認める医療法の特例、公立学校運営の民間開放に
関する規定（1年以内の検討及び必要な措置）、農
業生産法人の役員要件の緩和を認める農地法等の
特例などがある。いずれも、これまで構造改革特区な
どで提案されてきたものの実現に至っていなかった
規制・制度改革事項であり、国家戦略特区ワーキン
ググループを中心に協議を進め、実現したものであ
る。
　また、これらの規制・制度改革を活用する区域とし
て、平成26（2014）年5月に、本市を含む医療や国
際ビジネス拠点としての東京圏や関西圏、農業改
革拠点としての新潟市、兵庫県養父市など6区域が
指定された。国家戦略特別区域法の施行後におけ
る追加の規制・制度改革については、国家戦略特区
ワーキンググループで引き続き議論したほか、区域
ごとに設置する区域会議での提案を踏まえながら、
国家戦略特別区域諮問会議でも議論され、平成26
（2014）年10月にとりまとめられた。
　この際の主なものとしては、創業人材等の外国人
の受入促進のための在留資格の要件緩和、法人設
立手続の簡素化・迅速化のための登記等の申請窓
口の集約（ワンストップセンターの設置）、保育士不
足解消等に向けた地域限定保育士制度の創設（保
育士試験の複数回実施）などがある。
　私の担当した新潟市や養父市などからは、農業改
革拠点として、前述した農地法等の特例に加え、農
業生産法人の出資要件の緩和や、農業等に従事す
る高齢者のシルバー人材センターでの就業時間規

﹇
研
修
の
窓
﹈国
の
規
制
・
制
度
改
革
政
策
に
触
れ
て

政策情報かわさき No.33 2015.12 65



制の緩和等の提案があり、また、東京圏からは医療
分野での規制改革提案が多くあり、こうした提案に
おける関係自治体・関係省庁との調整や、国家戦略
特別区域諮問会議・区域会議等の会議運営などを
行った。なお、上記の養父市の提案については、平
成26（2014）年10月の規制・制度改革事項のとりま
とめにも盛り込まれ、法律上の特例として措置され
ている。
　こうして措置された各規制・制度改革を活用した
事業は、区域会議で作成する国家戦略特別区域計
画に記載され、内閣総理大臣の認定を受けることで
始めることができる。平成27（2015）年10月20日
現在で認定を受けている事業は、9区域（愛知県な
ど3区域は平成27（2015）年8月28日追加指定）合
計で109事業となっており、各区域において事業化
が進められている。

4　考察

　国家戦略特区制度は、既存の特区制度での成果
を踏まえながら制度設計がなされてきた。そのため、
規制・制度改革の実現という観点から見れば、総合
特区制度では、指定区域が48区域のところ、総合特
別区域法施行後の法律改正による規制・制度改革
事項が3件のみであるのに対し、国家戦略特区制度
では、指定区域が9区域のところ、国家戦略特別区
域法施行後の同事項が19件と大きく上回っており、
トップダウンによる会議運営や外部有識者の参画な
ど、制度設計の効果が現れているものと考えられる。
　一方で、各区域の自治体や民間事業者から提案
のあった規制・制度改革事項は、いわゆる「岩盤規
制」といわれるものを重点的にとりまとめてきており、
その他に実現していないものも多くあることから、今
後は、そのような規制・制度改革の掘り起こしをする
ことで経済成長につなげていくことが期待されるとと
もに、規制・制度改革による投資・経済効果等の具
体化・見える化が重要となってくる。
　本市との関連では、先端産業分野における制度
活用の検討だけでなく、今後急速に進む少子・高齢
化への対応の中で生じる課題に対し、必要に応じて
制度を活用していくこともありうると考える。

５　おわりに

　2年間の派遣研修の中で、現状に対する課題の洗

い出しや改革の方向性の整理、また、それに向けた
関係自治体・関係省庁との連絡調整、国会質疑対応
など、業務に忙殺されることもしばしばあったが、外
部に出ることで非常に貴重な経験をすることができ
たと考えている。現在の職場においても、総合計画
の策定における関係局との連絡調整の業務などに
活かしていきたい。
　また、派遣先の上司や同僚、関係のあった他省庁
や自治体の職員など、派遣研修によって多くの知り
合いを持つことができたので、川崎市に戻ってからも
情報収集や情報発信などをすることによって、今後
の業務に活かしていきたい。
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　福島県は雄大で美しい自然の宝庫だ。例えば、
春は美しい花が咲き誇る福島市の花
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乳洞などさまざまな
美しい自然環境がある。
　また、江戸時代の宿場町である大

おおうちじゅく

内宿や鶴
つるがじょう

ヶ城。
そして500余りの騎馬武者が勇壮な戦国絵巻を繰り
広げる相

そう
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などさまざまな歴史と伝統が受け
継がれている。
　さらに、135か所の温泉があり、各地に美味しい郷
土料理や食べ物がある県だ。特に、日本酒について
は、全国新酒鑑評会で、3年連続金賞受賞数日本一
に輝き、全国有数のおいしい酒処という評価を得て
いる。

２　東日本大震災と原発事故

　このような福島を劇的に変えてしまったのが、平成
23（2011）年3月11日だ。最大で震度6強、県全体
が地震により大きな被害を受けた。また、津波が沿岸

全体に押し寄せ、多くの地区が壊されてしまった。地
震の被害、そして津波の被害、この両方を、今、乗り
越えていこうということで、復旧を進めている。
　これらに加えて、東京電力福島第一原子力発電
所の事故が発生した。発電所の1号機、3号機、4号
機が、3月12日、14日、15日、この3日間にわたって
水素爆発を起こした。これによって今、福島県が抱え
ている1番重い傷跡ができたと言っても過言ではな
い。
　地震・津波に加えて、この原子力災害、これをどう
乗り越えるか、それが我々に、今、課された試練だ。
福島県は、原発事故により、日本で初めて避難区域
が設定された。この地域では、多くの方々が、自分の
家に住んで、自分のコミュニティをもって、働いたり学
校に行ったり、普通の生活をしていたが、この4年9か
月以上の間、その当たり前の暮らしを送ることができ
ないでいる。
　こういった影響を受けて避難している方は、ピーク
時は16万4千人であったが、今は、10万人余りとなっ
ている。うち約4万6千人の方が、北は北海道から南
は沖縄まで、全都道府県に避難している。川崎市の
皆さんをはじめ、多くの方々に支えられて避難生活を
送っている。

ほかの自治体・団体などの取り組み紹介

「福島県の風評・風化対策」
～川崎市を始め全国の皆さんの御支援に感謝し、
復興に向けた挑戦を続け、福島の農産物や観光の
魅力を発信し続ける～

福島県風評・風化対策監　野地 誠

１　福島県の魅力 ～自然・伝統・食～
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３　風評・風化対策

（1） 風評・風化対策強化戦略策定
　震災と原発事故からの復興には、被害者の生活
再建や環境回復など避難地域でのさまざまな問題、
教育旅行者数の減少や風評の影響が残っているな
ど、多くの課題があり、福島県に落とした影は非常に
大きい。
　課題の一つに「風評・風化対策」がある。この風
評・風化の問題は非常に根深く、なかなか特効薬が
ないという難しさがあるが、対策の強化に向けた方
向性や特に強化していく取り組みなどを検討し、今
年9月に「風評・風化対策強化戦略（第1版）」を取り
まとめた。
　この戦略の目指す姿は、平成29年度までに農産
物の価格、観光客の入込数等が震災前の水準まで
回復すること、「ふくしまブランドの再生・構築の土台
がつくられている」“ふくしま”としている。
　特に強化すべき取り組みとしては、「県産品の販
路回復・開拓」、「観光誘客の促進」、「教育旅行の

回復」、「国内外への正確な情報発信」があり、市町
村や国と連携し、県外の自治体や企業・団体の皆さ
んに共感の輪を広げ、風評払拭と風化防止に取り組
んでいく。

（２）農林水産業における取り組み
①農林水産業の現状
　福島県は、農業県であり、第一次産業は基幹産業
だ。その農業が、震災、特に原発事故によって大きく
傷ついている。平成24（2012）年には、約2千3百億
円の産出額だったが、大きく落ち込み、徐々に回復は
しているが、まだ震災前の水準には到底届いていな
い。さらに、林業、水産業についても落ち込んだまま
である。価格面でも、福島県の名産である桃やアス
パラ、牛肉の価格は震災前や全国平均と比べて、低
いのが現実である。

②農林水産物の検査体制
　当然、検査をして安全なものだけを市場に出して
いるが、福島県産ということだけて、ためらってしまう

（出典：福島県風評・風化対策強化戦略（第1版））

政策情報かわさき No.33 2015.1268



方が、まだまだいるのが現実だ。風評への対策とし
て、この4年間続けてきたことは、まず、農地の除染
である。表土を除去し、反転耕をし、果物については
樹皮を綺麗に洗う。こういった対応をして、実際の作
物に放射性物質を移行させないような対策を懸命
に進めている。
　また、生産段階、加工段階、流通・販売段階の各
段階において検査を行うことによって、食品の安全
性を確保しており、安全なものだけを出荷している。
　お米は、「全量全袋検査」を行っており、県内全域
のすべての米袋を検査している。約1,100万袋、こ
れだけの量を、新米の時期に速やかに検査をするの

は、大変な労力である。しかし、こういった取り組みを
確実に行い、皆さんに安全だということを理解してい
ただくことが重要であり、この全量全袋検査を進め
ている。その結果、昨年度は、除染などの対策をせ
ずに生産した農家の2袋を除いてはすべて基準値を
超えたものはなかった。また、野菜、果実、畜産物で
は、基準値を超えるものはなかった。つまり、放射性
物質が問題になるものは無かったということである。
先ほど説明した農地の除染、カリウムをまくなど、生
産者の皆さんの努力がここまで実ってきたという実
感がある。

　

﹇
ほ
か
の
自
治
体
・
団
体
な
ど
の
取
り
組
み
紹
介
﹈福
島
県
の
風
評
・
風
化
対
策

（出典：東京都中央卸売市場ホームページ市場統計情報）

※福島県の全量全袋検査体制
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ここで、福島県産農林水産物の検査体制について
は、下記Ｑ＆Ａを参照してほしい。

～食品と放射性物質のＱ＆Ａ～
Ｑ：福島県産の米の検査はどのようなものですか？
Ａ：平成24年度より、玄米は全量全袋検査を実施し
ている。
　ベルトコンベア式の検査機器を導入し、出荷され
る全ての米の検査が行われている。毎年1,000万
袋以上検査しており、出荷できなかったものは平成
26年産米では除染などの対策をせずに生産した農
家の2袋だけである。

Ｑ：福島県産の牛肉は大丈夫なのか？
Ａ：全頭検査することにより安心と安全を確保して
いる。
　出荷する全ての牛を対象に放射性物質検査を
行っている。検査の結果、基準値を超過した牛肉は
隔離処分され市場には流通しない。また、牛肉を生
産段階から管理するため、県内の肉牛農家へ定期
的に立入調査を実施し、飼料の管理を徹底するよう
指導している。

Ｑ：福島県の水産物は大丈夫なのか？
Ａ：安全性を確認された魚介類のみが販売されて
いる。
　原発事故以降、福島県の沿岸漁業及び底びき網
漁業は操業を自粛している。平成24（2012）年6月
からは試験操業を行い、基準値を大幅に下回るミズ
ダコ、ヤナギダコなど58魚種に拡大している。これら
は、出荷前に漁協が検査を行い、安全性を確認して
いるので、安心して食べることができる。
（出典：福島の今を知る第3版）

③ふくしまプライド
　福島県産農林水産物の高い品質やおいしさという
食べ物本来の魅力に加え、新たに、たゆまぬ努力と愛
情を注ぎ栽培する生産者の誇りを「ふくしまプライド」
という新たなコンセプトにより全国に配信している。
本県を代表する農林水産物の旬に合わせた時期をと
らえ、県内、関東を中心にテレビCMを放送している。
　また、「ふくしまプライド。」を活用して、テレビＣＭ
に合わせ、新聞等の他の媒体と組み合わせた広報

を実施し、統一感のある発信を行っている。
　福島県では、県外の多くの方に安全確保の取り組
みを正確に発信しようとしている。徹底した検査をし
ていることや、検査で基準を超えたものが出た場合
には決して市場には出さない。こうした正確な、正直
な情報発信を続けていくことしか、本当の意味での
風評払拭にはつながらない。これからも、こうした地
道な取り組みを続けていきたいと考えている。

（３）観光の再生に向けて
①観光誘客
　次は観光の再生に向けた取り組みである。震
災以降、福島県を訪れる観光客は激減し、平成23
（2011）年は61.6%まで大幅に落ち込んだ。その
後、徐々に回復し平成25（2013年）年には大河ドラ
マ「八重の桜」などの効果もあり震災前の84.5%ま
で回復した。また、今年4月から6月にかけて実施し
た国内最大規模の観光キャンペーンである、ふくし
まディスティネーションキャンペーンの効果もあり、
今年4月から7月までの観光客入込数は約1,358万
人（観光客入込数速報値から推計）となり、前年同
期比112.2%となり、明るい光が見えてきていると感
じている。今後は、来年4月からのアフター・デスティ
ネーションキャンペーンに向けて、今回磨き上げた魅
力ある観光素材やおもてなしの心を地域に定着さ
せ、観光の再生をさらに進めていきたい。

②教育旅行
　特に課題となっているのが「教育旅行」だ。福島
県ではこれまで、会津地方を中心とした歴史学習や
豊かな自然環境を生かした体験学習を推進し、延べ
宿泊者数で年間70万人を超える子どもたちを受け
入れてきた。
　しかし、震災及び原発事故による風評などの影響
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により平成23年度は約13万人まで減少した。平成
26年度は約35万人まで回復したが震災前（平成21
年度）の49.4％にとどまり、福島県の教育旅行を取
り巻く環境は依然として厳しい状況にある。
　教育旅行の回復には、学校や保護者の御理解が
必須と考えており、現在、各学校を訪問しながら、本
県の状況を説明するとともに、学校や旅行会社など
を対象としたセミナーを開催するなど教育旅行の受
け入れ支援に積極的に取り組んでいるほか、震災を
経験した福島ならではの教育旅行プログラムの開発
などにも力を入れている。

福島県の教育旅行はココが違う!!
　「旅育」・・旅を通じて未知の世界や人々と出会
い、知的好奇心や感受性を育てること。福島県では、
この「旅育」を通し、子どもたちが自ら考え、気付き、
行動する「生きる力」を育むために、学習効果の高
い体験プログラムを用意して、教育旅行を強力にサ
ポートしている。
　出前講座・・福島県内で教育旅行を実施する際

の事前学習として、現地のスタッフが学校へ訪問
し、体験プログラムの説明を行ったり、児童・生徒の
皆さんの疑問や質問にお答えする出前講座を実施
している。
　ワンストップ窓口・・福島県内の教育旅行に関す
る資料の問い合わせや情報収集は、ワンストップ窓
口にいつでも連絡を。モデルコースの提案や、民泊
受入窓口など、スムーズに手配ができるようご案内
します。視察や下見についてもお気軽にお問い合
わせください。

【問い合わせ先】
公益財団法人福島県観光物産交流協会
〒960－8053
福島県福島市三河南町1－20
（コラッセふくしま７階）
TEL　024－525－4024　　　
FAX　024－525－4087
Mail　tabiiku@tif.ne.jp　
ふくしま教育旅行　
http://www.tif.ne.jp/kyoiku/

４　ふくしまの酒　
全国新酒鑑評会金賞受賞数3年連続日本一!!
　福島県産酒は、平成26年酒造年度の全国新酒
鑑評会において、入賞酒に28銘柄が選ばれ、その中

﹇
ほ
か
の
自
治
体
・
団
体
な
ど
の
取
り
組
み
紹
介
﹈福
島
県
の
風
評
・
風
化
対
策

福島県観光客入込と教育旅行の状況
（千人：観光客入込）

（出典：平成26年度福島県教育旅行入込調査報告書）（観光客入込は暦年、教育旅行は年度で集計）

（人泊：教育旅行）
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から特に品質の良い「金賞」に24銘柄が輝いた。
　また、7月にイギリスのロンドンで開催された
「ＩＷＣ（インターナショナル・ワイン・チャレンジ）
2015」の「ＳＡＫＥ部門」において、「チャンピオン・
サケ」（最高賞）に「会津ほまれ　播州産山田錦仕
込　純米大吟醸酒」が選ばれた。
　さらに、9月には、市販酒を対象としている品評会
「ＳＡＫＥ　ＣＯＭＰＥＴＩＴＩＯＮ2015」において、純
米大吟醸酒部門で「会津中将　純米大吟醸　特醸
酒」が1位に輝いた。福島県の酒蔵の1位獲得は2年
連続で、福島県産酒の品質の高さを示している。
　このように、日本で、そして世界で認められている
「ふくしまの酒」をぜひ味わっていただきたい。

　震災と原発事故から5年目を迎え、これまで福島
県は国内外の多くの方に支えていただきながら、復
興の道を歩んできた。これまでにいただいた皆さまか
らの数多くの支援に対して感謝を申し上げたい。環
境回復や新たなICT産業などを創出するための研
究開発拠点が開所するなど復興への歩みは着実に
進んでいる。多くの方々に、ぜひ実際に福島に足を運
んでいただき、福島県産品を食べていただき、福島
の今を見ていただき、そして、福島を感じていただき
たい。皆さんの思いが福島県の復興を進めていく原
動力になるので、今後も引き続きご支援をお願いし
たい。

平成26年酒造年度の全国新酒鑑評会において「金賞」に輝いた24銘柄

福島県産酒は、日本橋ふくしま館ＭＩＤＥＴＴＥ（ミデッテ）や八重洲観光交流館でお買い求めを。

日本橋ふくしま館ＭＩＤＥＴＴＥ
　東京都中央区日本橋室町 4-3-16
　柳屋太洋ビル 1 階
　電話 03-6262-3977
　ＪＲ「新日本橋駅」より徒歩 1 分
　東京メトロ「三越前駅」より徒歩 3 分
　営業時間　平日11:00～20:00
　土日祝日11:00～18:00

八重洲観光交流館
　東京都中央区八重洲 2-6-21
　三徳八重洲ビル 1 階
　電話 03-3275-0855
　ＪＲ「東京駅」八重洲南口より徒歩 3 分
　東京メトロ「京橋駅」より徒歩 3 分
　営業時間　11:00～19:00　
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　「大学に行くのはあきらめる」。平成 2 3
（2011）年5月、開設したばかりのとどろきアリー
ナ避難所内「とどろき学習室」で、高校1年生の
彼女はそう言い残して避難所を出ていった。開設
の協力をしていただいた慶應義塾大学の先生と
私とで折半して英和辞書を買い、着のみ着のまま
避難所で生活していた彼女にメッセージを付けて

持たせた。そのときの無力感とやり場のない憤り
は今も活動を続ける原動力の一つになっている。

　平成27（2015）年9月29日付復興庁発表資
料によると、東日本大震災から4年半が経過した
現在も全国に約19万5千人、神奈川県には約
3,800人の人々が震災による避難生活を続けて
いる（図1）。
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学習支援
～東日本大震災から考える“ふるさと”～　

香川大学地域連携戦略室特命准教授　鈴木 健大
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　「とどろき学習室・よこはま学習室」は、神奈川県
で避難生活を送る主に中高生を対象とした大学生
たちによる学習支援のプロジェクトだ。学習室は東
北の子どもたちに進学や学校授業のサポートの機
会をつくるとともに、大学生たちと子どもたちとの居
場所をつくり、子どもたちに生きる力と将来の夢を
持ち続けてもらうことを目的にしている。始まりは、
とどろきアリーナ避難所の中に子どもたちの学習
空間をつくろうと、平成23（2011）年4月に「とどろ
き学習室」として開設したことだ。避難所が閉鎖に
なったことに伴い同年8月に場所を小杉こども文化
センターに移し、翌年5月には横浜市西区社会福祉
協議会の場所を借りて「よこはま学習室」を開設し
た。学習室は現在この両会場で週2回ずつ開催し
ており、平成27（2015）年9月末で開催回数は累
計650回を超えた。

　学習室には岩手・宮城・福島県出身の計50人
の小学1年生～高校3年生が通っており、その数は
年々増加を続けている（図2）。
　子どもたちは、親や家族、友人を津波で亡くした
り、家を失ったり、母子家庭であったり、自宅が帰還
困難区域や居住制限区域にあるなどの背景を負っ

ている。子どもたちの約9割は福島県出身であり、自
主避難による子どもたちも多い。また子どもたちの
多くは、父親がそのまま東北の地元に残って仕事を
続け、母親と子どもたちが神奈川で避難生活を送
るといった家族が離散しての生活を続けている。そ
して、子どもたちは応急仮設住宅としての公営住宅
や民間借上賃貸住宅、親類宅等に住み、川崎市や
横浜市だけでなく、逗子市、茅ヶ崎市、秦野市、大和
市、葉山町等県内一円から通っている。
　ボランティアとして参加しているのは、慶應義塾
大学や東京大学、一橋大学、横浜国立大学、早稲
田大学、上智大学等47人の大学生である。大学生
の募集については、当初私が慶應義塾大学大学院
博士課程に在籍していたことから学内で呼び掛け
たり、説明会を開催したりしていたのだが、一大学
内では集まりづらくなり、現在は、ネットでの広報を
強化したり、メンバーが各々誘ったりするなどしてい
る。大学生の他、卒業した社会人18人が継続して
通っている。

　私たちの活動は、主に次の３本の柱から成って
いる。
　1本目の柱は、日常の学習支援だ。週４回それぞ
れに大学生リーダーがおり、彼らが毎回の学習室
を運営している。毎回2時間、概ね大学生一人が子
ども二人を個別に担当する。私たちは毎回「環」に
なって勉強をしている。それは、出身地や学校・学
年が違っても、同じ背景を背負い勉強に向かう姿を
見ることでお互いの励みにつながってほしいと考え
ているからだ。教材は子どもたちごとに大学生が考
え、それぞれに必要な図書を寄付金や助成金で購
入している。「帰りの会」では、大学生と子どもたち
とで連絡帳を書いた後、「大学生のおはなし」と称

子どもたちの背景と大学生ボランティア

学習室の活動内容

とどろきアリーナ避難所内での学習室のようす

図2　学習室の子どもたちと大学生の数の推移
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して大学生が持ち回りで自由なテーマで子どもた
ちにメッセージを贈る。大学生活や受験勉強の方
法、就活、ときには理系学生による理科の実験が
行われることもある。子どもたちが視野を広げ目標
を持ってもらうために私たちが大切にしている時間
だ。片づけや掃除を全員で行い、全員で挨拶して、
最寄駅の改札まで揃って帰る。また、夏休みには夏
期講習を行ったり、大学の推薦入学試験や公立高
校入学試験前には模擬面接も行ったりしている。
　2本目の柱は、子どもたちとの交流だ。春と秋の2
回の遠足では、これまで高尾山やズーラシア、鎌倉な
どに出かけてきた。クリスマス会ではゲームをしたり、
工作教室をしたり、大学生たちがおさがりの衣類を持
ち寄って子どもたちにプレゼントしたりしている。そし
て、毎年3月末には受験生の合格祝を大学4年生の
卒業式も兼ねて行っている。
　3本目の柱は、夏期休暇中の宮城県東松島市・
石巻市における学習支援だ。平成24（2012）年
から東松島市で、翌年からは石巻市も加え私たち
が現地を訪ね、両教育委員会と連携して小中学生
を対象にした学習支援を毎年1週間ほど行ってい

る。期間中、午前中は東松島市において、仮設住
宅集会所や市民センター、中学校など市内8、9か
所ほどの会場で一斉に実施し、午後は石巻市にお
いて、工業高校を会場にして希望する子どもたち
に集まってもらい実施している。期間中は、学生た
ちと石巻市立大川小学校や東松島市沿岸部等、
未だ震災の爪痕が多く残る地区を訪ねている。さ
らに、地元の高校生たちが取り組んでいるカフェや
仮設住宅のお母さんたちによるソックスモンキー
製作現場などへも毎年訪ねている。年に1回では
あるが、子どもたちは毎年私たちが来るのを楽しみ
に待っていてくれるようになった。今年度は期間中
のべ607人が参加し、過去最多となった。東松島
市ではこのことがきっかけとなり、退職した校長先
生数人で定期的な学習支援が始まった。

ＩＣＴによるプラットフォーム

　私たちの日常の運営を支えるプラットフォーム
の一つがＩＣＴの利活用だ。日常のメンバー間にお
ける情報共有や意思疎通のために、Facebook
グループページを活用して、毎回の参加募集、シ
フト編成、情報連絡のほか、子どもたち個々の学習
日誌、イベント時での写真等を共有している。また
LINEを活用して、メンバー間で日常会話を行って
いるほか、ビデオ通話機能を使い、私は毎回帰り
の会に高松から参加している。子どもたち・保護者
との連絡には、メールで私が曜日リーダーと共有し
ながら一元化してやり取りをしている。広報として、
ホームページ、Facebook、Twitter、ブログを大
学生が中心になって運営している。

﹇
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「とどろき学習室」のようす

「よこはま学習室」のようす

東松島市大曲浜の様子（平成27（2015）年8月）
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　震災から4年半が経過した中で、子どもたちが置
かれる環境が変化し、それに伴って学習室が掲げる
目標について、その意味合いや比重のかけ方が変化
している部分もある。
　1つ目は、学習室の目的として第一に掲げる「学習
支援」の内容だ。かつては震災や避難生活の影響
で学校授業が十分に消化できなかった箇所へのフォ
ローや見知らぬ土地での高校受験のサポートが主
だった。現在は、子どもたちが継続して通い学年が上
がって、在籍する子どもたちたちの構成は高校生が
最も多くなり、大学受験に対するサポートの比重が大
きくなった。また、最近は小学生の参加ニーズも増加
している。
　2つ目は、「居場所」の役割だ。震災直後は大半の
中学生が転校先の学校で部活動に入ることができ
なかったり、クラスに馴染めなかったり、中には学校
自体に行くことも難しかった子どもたちがいた。しかし
ながら４年半という時間が経過する中、子どもたちは
進学で新しい学校に進むことで部活動に入りやすく
なり、学校に行きにくい子どもも相当数減少した。塾
や習い事に通う子どもたちも増えた。学習室を子ども
たちが困ったらいつでも利用できるよう開けているの
は以前と変わらないが、学校における機能を補完す
る「居場所」から学習を通じたコミュニティを形づくる
「居場所」へと変化してきている。

　私たちができるサポートは万全ではない。活動当
初から今もって続く課題もある。運営上の課題の1
つは、必要とされる家族にこういった場があることを
未だ直接知らせることができないでいることである。
避難家族への直接的なアプローチは、神奈川県内
4,000人にのぼる避難者のうち、学習室が所属して
いる県内避難者支援ネットワーク「守りたい・こども
未来ネットワーク」に登録している約300世帯に、機
関紙の発送に合わせて定期的に案内を送っている
のみである。2つ目は、障がい、特に発達障がいを持
つ子どもたちの受け入れが学習室ではできないこと
だ。これまで何組かの相談を受けたが、私たちでは対
応ができず、その都度さまざまな機関をあたることと
なった。

　さらに、子どもたちが継続して抱える課題の1つ
が、今なお転校先の学校に馴染めなかったりするな
ど、孤立化している子どもたちがいることである。そ
して、今なお孤立化している保護者もまたいることで
ある。夫が東北に残り神奈川で子どもと避難生活を
送っている場合、シングルマザーの場合等、保護者
が子どもの問題を一人で抱え込んでしまい、立ち行
かなくなってしまったケースにこれまで幾度となく遭
遇してきた。

学習室から見た「ふるさと」

　大震災に備えて、「発生直後」の備えは徐々に浸
透してきているのかもしれない。しかし、私たちに必
要なのはそれだけでなく、今なお東北の人々が直面
している現状に向き合うこと、さらに、「中長期的ス
パン」の視点に立った大震災後の生活再建への備
えではないだろうか。今の東北の子どもたちが置か
れている現状は、近い将来における関東の子どもた
ちの姿かもしれないのである。
　学習室は前出の目的を掲げてはいるが、「お互い
さま」の精神で開催しているに過ぎない。大震災に
対してだけではない、これからの社会を支えていく
ために必要な要素の1つは思いを中心にした「人の
環」のつながりだ。それは私たちの心の拠り所とな
り、ふるさとづくりにつながるものと実感している。子
どもたちと大学生たちが寄り添って一生懸命に勉学
に取り組む姿は毎回新鮮で微笑ましく、私が元気と
勇気をもらいに帰っている。ふるさととは単に「場所」
だけではなく、「人」をも指すのではないだろうか。子
どもたちが震災に負けることなく自身の力で前へ歩
き出すことが、これからの被災地の復興を支えていく
ものと信じている。

4年半という時間の中での変容

続く課題
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第32号
平成27（2015）年3月発行

特集　市民の声を“聴く”
～「対話」と「現場主義」のまちづくりを目指して～

【リレーインタビュー】
市民の声を政策に生かす「対話」の仕組みづくりと参加・協働のさらなる拡充に向けて 

 法政大学法学部教授　名和田 是彦／関東学院大学副学長・法学部教授　出石 稔

【職員・市民などによる論考】
総合計画策定プロセスにおける多様な「参加」の実践
それぞれの立場から見た多様な「参加」の実践

総合企画局企画調整課 課長補佐　雨宮 米美／担当係長　佐藤 園子
株式会社石塚計画デザイン事務所 東京事務所 所長　千葉 晋也

川崎市総合計画市民検討会議委員 宮前区　辻 麻里子／麻生区　加藤 美於

「区計画」策定に向けた区独自の取り組み
宮前区役所企画課 担当係長　小山 貴志／多摩区役所企画課 担当係長　井川 秀雄

【職員による関連施策等の紹介】
区民車座集会を通じた市民との「対話」 総務局　市民の声担当

区民会議4期8年の成果の振り返りと今後の展望 市民・こども局区調整課　本田 咲紀

幸区における「こども総合支援ネットワーク会議」と「みんなで子育てフェア」の取り組み
幸区役所こども支援室 担当課長　田中 和佳子

【本市の政策展開から】
○スマートシティの推進　～誰もが豊かさを享受する社会の実現を目指して～ 
○児童虐待の未然防止および多職種協働、他機関連携によるネットワーク強化の取り組み 
○川崎市におけるコミュニティ交通の取り組み 

【現場の目】
○川崎港におけるポートセールスの取り組み 
○市制90周年を迎えて　～過去を知り、未来へ向かう～

【研修の窓】
○事業者にとことん「寄り添う」支援施策の推進　～NEDOの中小・ベンチャー企業支援～

【コミュニティの芽】
○アート×コミュニティスペース「にこぷら新地」オープン
○「場」があって「人」がいる、そんな場所を地域に　～中間支援の必要性とその課題～

【市民の目〈インタビュー〉】
○「消費者」「お店」「地域」“三方よし”事業－「まちゼミ」の取り組み 

【川崎元気企業紹介】
○株式会社エスキュー ～小さなモノづくり企業が、「サービス」を提供する企業を生んだ～ 

【大学・企業等との協定に基づく取り組み】
○日本女子大学における学生主体の地域連携活動
～「サクラボ」と科目「ICT活用とプロジェクト演習」の取り組みと成果～

バックナンバー紹介
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第31号
（平成26（2014）年10月発行）

特集　市民の「心のふるさと」多摩川とともに歩む
～多摩川を活かしたまちづくりの考察～

【インタビュー】
持続可能な川崎へ提言　～多摩川への関わりを振り返り未来を展望する～

法政大学人間環境学部教授　小島 聡

【寄稿】
母なる多摩川に育まれて

地域史研究家　長島 保

【NPO法人の取り組み】
多摩川の自然の魅力、歴史・文化を次世代につなぐ

NPO法人多摩川干潟ネットワーク事務局長　佐川 麻理子

源流をキーワードに源流を活かした村づくりへの挑戦
NPO法人 多摩源流こすげ

【職員による関連施策等の紹介】
かわさきの自然とスポーツの融合
～市民が愛する多摩川に～

市民・こども局市民スポーツ室 担当係長　飯塚 正行

「エコシティたかつ」の取り組み
～「流域思考」による「地球温暖化適応策」と「生物多様性保全」への貢献～

高津区役所企画課 担当係長　荒井 敬之

多摩川の歴史・文化の魅力発信とその活用
教育委員会事務局文化財課 担当係長　竹下 研

第30号
（平成26（2014）年3月発行）

特集　かわさきの地域力
～多様な力を紡ぐ取り組み～

第29号
（平成25（2013）年9月発行）

特集　市政運営の三本柱に基づくかわさきのまちづくり

第28号
（平成25（2013）年3月発行）

特集　指定都市川崎における区のあり方
～これまでの歩みとこれからの行方を探る～

第27号
（平成24（2012）年3月発行）

特集1 　新たな「地域の魅力」を活かす
特集2 　3.11後の川崎

第26号
（平成23（2011）年3月発行）

特集　新しい時代にふさわしい自治体像を探る
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成 熟社会を迎え、戦後社会を形成し
てきた「成長型」の社会システムの転

換が求められています。こうした時代にあっ
て、自治体現場でも、さまざまな政策・制度
の開発・研究の取り組みが、あらゆる職種を
通して、職員一人ひとりの課題となってきて
います。
　そのためには、職員個人の自由な発想によ
る創造的意見・提案が何よりも重要になって
きます。本誌の刊行の狙いもそこにあります
が、多様な意見の発表・交流の“ひろば”と
して、本誌に発表された職員の論稿は、原則
として職員個人の意見・提案であることをご
理解ください。（編集部）
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